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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1)連結経営指標等

回次 第97期 第98期 第99期 第100期 第101期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上高 (百万円) 92,965 80,437 92,168 101,007 102,261

経常利益又は経常損失（△） (百万円) 1,598 △1,164 5,828 4,326 1,660

親会社株主に帰属する当期純利

益又は親会社株主に帰属する当

期純損失（△）

(百万円) △4,156 △5,561 5,902 1,644 △712

包括利益 (百万円) △4,978 △3,163 7,808 6,333 9,706

純資産額 (百万円) 53,211 49,413 57,229 62,539 70,917

総資産額 (百万円) 121,560 127,806 135,041 138,092 144,669

１株当たり純資産額 (円) 5,165.32 4,794.83 5,552.41 6,066.34 6,876.60

１株当たり当期純利益又は１株

当たり当期純損失（△）
(円) △403.48 △539.73 572.70 159.56 △69.08

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 43.8 38.7 42.4 45.3 49.0

自己資本利益率 (％) △7.4 △10.8 11.1 2.7 △1.1

株価収益率 (倍) － － 5.5 21.0 －

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 5,828 △3,618 8,290 2,736 2,206

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △9,649 △5,675 △7,907 △4,088 △1,776

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △2,335 9,936 1,273 △3,549 △252

現金及び現金同等物の期末残高 (百万円) 26,337 26,646 29,161 25,147 26,340

従業員数
(名)

5,207 5,101 5,268 5,364 5,276

(外、平均臨時雇用者数) (1,359) (1,216) (1,246) (1,452) (1,538)

（注）１．第99期及び第100期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。第97期、第98期及び第101期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当た

り当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．第97期、第98期及び第101期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第99期の期首から適用して

おり、第99期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等になってお

ります。
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(2)提出会社の経営指標等

回次 第97期 第98期 第99期 第100期 第101期

決算年月 2020年３月 2021年３月 2022年３月 2023年３月 2024年３月

売上高 (百万円) 77,481 68,742 78,842 81,793 80,574

経常利益又は経常損失（△） (百万円) △181 2,815 4,517 1,324 △1,617

当期純利益又は当期純損失

（△）
(百万円) △4,693 △234 4,275 307 △1,211

資本金 (百万円) 17,823 17,823 17,823 17,823 17,823

発行済株式総数
(株)

     

(普通株式) 10,338,884 10,338,884 10,338,884 10,338,884 10,338,884

純資産額 (百万円) 37,694 38,930 42,712 42,159 43,687

総資産額 (百万円) 94,844 111,345 111,353 107,926 112,058

１株当たり純資産額 (円) 3,659.03 3,777.60 4,143.97 4,089.48 4,236.24

１株当たり配当額

(円)

     

(普通株式) 62.50 － 100.00 130.00 130.00

(うち１株当たり中間配当額) (－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は１株

当たり当期純損失（△）
(円) △455.67 △22.73 414.83 29.88 △117.45

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益
(円) － － － － －

自己資本比率 (％) 39.7 35.0 38.4 39.1 39.0

自己資本利益率 (％) △11.4 △0.6 10.5 0.7 △2.8

株価収益率 (倍) － － 7.5 111.9 －

配当性向 (％) － － 24.1 435.1 －

従業員数
(名)

1,146 979 963 996 1,013

(外、平均臨時雇用者数) (150) (130) (97) (103) (120)

株主総利回り
(％)

58.5 81.1 80.5 89.0 84.9

（比較指標：配当込みTOPIX） (90.5) (128.6) (131.2) (138.8) (196.2)

最高株価 (円) 4,770 3,575 5,270 4,070 3,560

最低株価 (円) 2,114 1,808 2,615 2,712 2,809

（注）１．第99期及び第100期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。第97期、第98期及び第101期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当た

り当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．第97期、第98期及び第101期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失であるため記載しておりま

せん。

３．最高株価及び最低株価は、2022年４月４日より東京証券取引所プライム市場におけるものであり、それ以

前については東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

４．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第99期の期首から適用して

おり、第99期以降に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等になってお

ります。
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２【沿革】

年月 沿革

1949年８月 本店を東京都新宿区に置き、他に埼玉県飯能市に飯能工場及び東京都東村山市に村山工場をもっ

て設立

10月 本店を東京都千代田区に移転

1953年７月 大阪府大阪市に大阪出張所を開設（現　大阪支店）

1955年８月 電元工業㈱から営業権、工場土地、建物及び機械装置等を譲受

1956年４月 村山工場を飯能工場に統合し、工場を一元化

1958年６月 株式公開（東京証券取引所場外店頭銘柄として売買開始）

1961年10月 東京証券取引所市場第二部へ株式を上場

1964年４月 愛知県名古屋市に名古屋出張所を開設（現　名古屋支店）

1966年４月 当社関係会社として埼玉県入間郡日高町にコマ電子工業㈱を設立（2004年４月　新電元スリー

イー㈱と合併）

1968年３月 当社関係会社として山梨県甲府市に山梨電子工業㈱を設立（2006年11月　全株式を譲渡し、当社

関係会社より除外）

11月 東京証券取引所市場第一部に指定替

1969年11月 当社関係会社として東京都千代田区に日本ベンダーネット㈱を設立（2010年12月　全株式を譲渡

し、当社関係会社より除外）

1970年４月 当社関係会社として千葉県夷隅郡大原町にアズマ電子工業㈱を設立（2002年３月　解散）

７月 当社関係会社として秋田県本荘市（現　由利本荘市）に㈱秋田新電元を設立

1975年２月 会社目的に「電気工事、電気通信工事」を追加

1976年３月 当社関係会社として東京都千代田区に新電元メンパツ㈱を設立（2001年10月　新電元デバイス販

売㈱に社名変更　2016年４月　当社と合併）

11月 当社関係会社として東京都千代田区に新電元商事㈱を設立（1992年10月　当社と合併）

1978年11月 当社関係会社として山形県尾花沢市に㈱山形新電元を設立（2004年４月　新電元スリーイー㈱と

合併）

1981年７月 当社関係会社として山形県東根市に㈱東根新電元を設立

1985年７月 当社関係会社として埼玉県大里郡岡部町（現　深谷市）に㈱岡部新電元を設立

1986年９月 静岡県浜松市に浜松営業所を開設（2002年３月　閉鎖　2015年４月　再開設）

11月 中華民国台北市台湾省に台湾駐在員事務所を開設（台湾代表事務所に変更後、2010年３月　閉

鎖）

1987年２月 当社関係会社として米国カリフォルニア州にシンデンゲン・アメリカ・インコーポレイテッドを

設立（2007年６月　同国イリノイ州に移転）

1988年１月 当社関係会社として埼玉県飯能市に新電元精機㈱を設立（2004年７月　当社と合併）

当社関係会社としてタイ王国バンコク市にシンデンゲン（タイランド）カンパニー・リミテッド

を設立（1988年10月　同国パトムタニ県に移転）

７月 神奈川県厚木市に厚木営業所を開設（1993年３月　閉鎖）

９月 栃木県宇都宮市に宇都宮出張所を開設

1989年１月 三興電器株式会社（埼玉県飯能市）への増資払込により同社を関係会社とする（現　新電元ス

リーイー㈱）

６月 当社関係会社として英国ロンドンのマグナクェスト社を買収（現　シンデンゲン・ユーケー・リ

ミテッド）（2008年12月　同国ハートフォードシャー州に移転、2015年９月　同国ロンドンに移

転）

12月 当社関係会社として熊本県熊本市に新電元熊本テクノリサーチ㈱を設立（2009年８月　熊本県菊

池郡菊陽町に移転）

当社関係会社として埼玉県飯能市に新電元メンテナンス㈱を設立（2000年８月　当社と合併）

当社関係会社として埼玉県飯能市に新電元エンタープライズ㈱を設立（2021年４月　埼玉県朝霞

市に移転）

1990年１月 福岡県福岡市に九州営業所を開設（2004年３月　閉鎖）

３月 当社関係会社として埼玉県飯能市に新電元計測㈱を設立（2002年３月　当社と合併）

６月 当社関係会社としてシンガポール共和国シンガポールにシンデンゲン・シンガポール・ピー

ティーイー・リミテッドを設立
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年月 沿革

1991年３月 当社関係会社としてタイ王国チェンマイ県にランプーン・シンデンゲン・カンパニー・リミテッ

ドを設立（1991年11月　同国ランプーン県に移転）

1992年５月 東京都豊島区に本社池袋分室を開設（2003年４月　閉鎖）

７月 大韓民国ソウル特別市にソウル営業所を開設（2016年２月京畿道安養市に移転）

 新電元商事㈱を合併し、長野県塩尻市の長野営業所を継承（2002年３月　閉鎖）

1993年３月 当社関係会社として埼玉県狭山市に㈱新電元ロジステックを設立（2005年８月　埼玉県飯能市に

移転、2015年４月　㈱東根新電元と合併）

1994年４月 当社関係会社として中華人民共和国広州市に広州新電元電器有限公司を設立

５月 当社関係会社として中華人民共和国上海市に上海新電元通信設備有限公司を設立（2010年10月　

清算）

10月 当社関係会社として英国領（現　中華人民共和国）香港に新電元（香港）有限公司を設立

当社関係会社として中華人民共和国天津市に天津新電元電子有限公司を設立

 （1999年10月　出資金を譲渡し、当社関係会社より除外）

1995年３月 当社関係会社としてフィリピン共和国ラグナ州にシンデンゲン・フィリピン・コーポレーション

を設立

当社関係会社としてフィリピン共和国ラグナ州にシンデンゲン・ディベロップメント・インコー

ポレイテッドを設立

10月 宮城県仙台市に東北営業所を開設（2002年３月　閉鎖）

1997年８月 マレーシアセランゴール州にマレーシア地域事務所を開設（2005年３月　閉鎖）

2001年４月 インド共和国ハリヤナ州のナピーノ・オート・アンド・エレクトロニクス・リミテッドに出資し

関係会社とする（2023年６月　ナピーノ・オート・アンド・エレクトロニクス・リミテッドの全

株式を譲渡したことにより、当社関係会社より除外）

11月 当社関係会社としてインドネシア共和国西ジャワ州にピーティー・シンデンゲン・インドネシア

を設立

2002年２月 当社関係会社として埼玉県飯能市に新電元メカトロニクス㈱を設立

2005年11月 当社関係会社としてタイ王国ランプーン県にヤマナシ・エレクトロニクス（タイランド）カンパ

ニー・リミテッドを設立（2006年11月　全株式を譲渡し、当社関係会社より除外）

2006年２月 当社関係会社として山梨県甲府市に新電元センサーデバイス㈱を設立（2010年３月　解散）

2007年４月

 

 

12月

2009年５月

2010年９月

 

2012年８月

 

2014年８月

 

2019年11月

 

2021年４月

2022年４月

当社関係会社である日本ベンダーネット㈱が岐阜県岐阜市に本社を置く中央警備保障㈱の全株式

を取得したことにより同社を関係会社とする（2010年12月　日本ベンダーネット㈱の全株式を譲

渡したことにより、当社関係会社より除外）

タイ王国バンコク市にバンコク事務所を開設（2016年３月　閉鎖）

当社関係会社として中華人民共和国上海市に新電元（上海）電器有限公司を設立

当社関係会社としてベトナム社会主義共和国フンイェン省にシンデンゲン・ベトナム・カンパ

ニー・リミテッドを設立

当社関係会社としてインド共和国カルナタカ州にシンデンゲン・インディア・プライベート・リ

ミテッドを設立

当社関係会社としてラオス人民共和国チャンパサック県にシンデンゲン・ラオス・カンパニー・

リミテッドを設立（2022年９月　閉鎖）

東京都港区に本社を置く㈱ヘルメスシステムズの全株式を取得したことにより同社を関係会社と

する

埼玉県朝霞市に朝霞事業所を開設

東京証券取引所の市場区分の見直しにより、東京証券取引所の市場第一部からプライム市場に移

行
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３【事業の内容】

当社グループは、当社、連結子会社18社、非連結子会社２社、関連会社１社により構成されており、半導体製品、

電装製品、電源製品などの製造、販売を主たる業務としております。

 

当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

 

次の３事業は「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等　(１）連結財務諸表　注記事項」に掲げるセグメントの区

分と同一であります。また、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第５　経

理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

 

 

（デバイス事業）

連結子会社である㈱秋田新電元、㈱東根新電元、ランプーン・シンデンゲン・カンパニー・リミテッドおよびシ

ンデンゲン・フィリピン・コーポレーションが製造しております。

 

（電装事業）

連結子会社である㈱岡部新電元、シンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッド、ピーティー・シンデ

ンゲン・インドネシア、広州新電元電器有限公司、シンデンゲン（タイランド）カンパニー・リミテッド、シンデ

ンゲン・ベトナム・カンパニー・リミテッドが製造しております。

 

（エネルギーシステム事業）

連結子会社である新電元スリーイー㈱が製造しております。

 

（その他）

関連会社である新電元メカトロニクス㈱が製造しております。

 

 

販売については全部門とも当社が一括仕入れ、当社のほか連結子会社である、シンデンゲン・アメリカ・インコー

ポレイテッド、新電元（香港）有限公司、新電元（上海）電器有限公司、シンデンゲン・ユーケー・リミテッドおよ

びシンデンゲン・シンガポール・ピーティーイー・リミテッドを通じて販売しております。

なお、連結子会社であるシンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッド、ピーティー・シンデンゲン・イ

ンドネシア、広州新電元電器有限公司、シンデンゲン（タイランド）カンパニー・リミテッド、シンデンゲン・ベト

ナム・カンパニー・リミテッドおよび関連会社である新電元メカトロニクス㈱においては製品の全部または一部を直

接販売しております。
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事業の系統図は次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の内容

議決権の所有

（被所有）割合
関係内容

所有割合
(％)

被所有
割合(％)

（連結子会社）       

㈱秋田新電元

（注２）
秋田県由利本荘市

百万円

490
デバイス事業 100 －

当社の半導体製品を製造

しています。運転資金の

援助、設備資金の援助を

しています。

㈱東根新電元 山形県東根市
百万円

400
デバイス事業 100 －

当社の半導体製品を製造

しています。運転資金の

援助、設備資金の援助を

しています。

㈱岡部新電元

（注２）
埼玉県深谷市

百万円

100
電装事業 100 －

当社の電装製品を製造し

ています。工場設備を貸

与しています。

新電元エンター

プライズ㈱
埼玉県朝霞市

百万円

50

福利厚生サービ

ス（※１）
100 －

当社グループの福利厚生

サービスを行っていま

す。

新電元スリー

イー㈱
埼玉県飯能市

百万円

25

エネルギーシス

テム事業
100 －

当社のエネルギーシステ

ム製品を製造していま

す。運転資金の援助、設

備資金の援助をしていま

す。

新電元熊本テク

ノリサーチ㈱
熊本県菊池郡

百万円

20

ソフトウェア

サービス（※

２）

電装事業

エネルギーシス

テム事業

100 －

当社グループのソフト

ウェアサービスを行って

います。当社の電装製

品・エネルギーシステム

製品の開発を行っていま

す。

ランプーン・シ

ンデンゲン・カ

ンパニー・リミ

テッド（注２）

タイ王国

ランプーン県

千バーツ

300,000
デバイス事業 100 －

当社の半導体製品を製造

しています。

シンデンゲン・

フィリピン・

コーポレーショ

ン

フィリピン共和国

ラグナ州

千ドル

10,276
デバイス事業 100 －

当社の半導体製品を製造

しています。

ピーティー・シ

ンデンゲン・イ

ンドネシア

（注２、５）

インドネシア共和国

西ジャワ州

百万

インドネシア

ルピア

303,150

電装事業 100 －
当社の電装製品を製造・

販売しています。

シンデンゲン・

インディア・プ

ライベート・リ

ミテッド（注

２、４）

インド共和国

カルナタカ州

百万

インドルピー

1,390

電装事業
100

(0.00)
－

当社の電装製品を製造・

販売しています。

シンデンゲン・

ベトナム・カン

パニー・リミ

テッド

ベトナム社会主義共

和国

フンイェン省

百万

ベトナムドン

151,456

電装事業 100 －
当社の電装製品を製造・

販売しています。

広州新電元

電器有限公司

中華人民共和国

広州市

千中国元

48,200
電装事業 100 －

当社の電装製品を製造・

販売しています。

シンデンゲン

（タイランド）

カンパニー・リ

ミテッド

タイ王国

パトムタニ県

千バーツ

102,000
電装事業 100 －

当社の電装製品を製造・

販売しています。

新電元（上海）

電器有限公司

中華人民共和国

上海市

千中国元

33,153
デバイス事業 100 －

当社の半導体製品を販売

しています。

 

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

有価証券報告書

  8/119



 

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業の
内容

議決権の所有

（被所有）割合
関係内容

所有割合
(％)

被所有
割合(％)

シンデンゲン・ア

メリカ・インコー

ポレイテッド

米国

イリノイ州

千ドル

1,000

デバイス事業

電装事業
100 －

当社の半導体製品・電装

製品を販売しています。

新電元（香港）

有限公司

中華人民共和国

香港

千香港ドル

1,500
デバイス事業 100 －

当社の半導体製品を販売

しています。

シンデンゲン・

ユーケー・リミ

テッド

英国

ロンドン

千ユーロ

141

デバイス事業

電装事業
100 －

当社の半導体製品・電装

製品を販売しています。

シンデンゲン・シ

ンガポール・ピー

ティーイー・リミ

テッド

シンガポール共和国

シンガポール

千ドル

108
デバイス事業 100 －

当社の半導体製品を販売

しています。

（持分法適用関連

会社）
   

  
 

新電元メカトロニ

クス㈱
埼玉県飯能市

百万円

100
その他 35 －

当社のその他製品を製

造・販売しています。

(注)１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。

※１．福利厚生サービスは、セグメントに含まれない当社グループ向けサービスであります。

※２．ソフトウェアサービスは、セグメントに含まれない当社グループ向けサービスであります。

２．㈱秋田新電元、㈱岡部新電元、ランプーン・シンデンゲン・カンパニー・リミテッド、ピーティー・シンデ

ンゲン・インドネシア、シンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッドは、特定子会社でありま

す。

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４．議決権の所有割合の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

５．ピーティー・シンデンゲン・インドネシア、シンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッドについ

ては、売上高（連結会社相互間の内部売上を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

 

 
主要な損益情報等（百万円）

売上高 経常利益 当期純利益 純資産額 総資産額

ピーティー・シンデンゲン・

インドネシア
14,395 618 474 6,407 7,835

シンデンゲン・インディア・

プライベート・リミテッド
12,388 1,739 1,296 7,766 10,398
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５【従業員の状況】

（１）連結会社の状況

 2024年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

デバイス事業 2,799 (134)

電装事業 1,926 (1,264)

エネルギーシステム事業 262 (110)

全社共通 289 (30)

合計 5,276 (1,538)

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員には、パートタイマーや契約社員及び人材派遣会社からの派遣社員を含んでおります。

３．全社共通として記載されている従業員数は、特定セグメントに区分できない管理部門に所属しているものであ

ります。

 

（２）提出会社の状況

    2024年３月31日現在

従　業　員　数（名） 平　均　年　齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,013 (120) 43.10 17.00 7,530,394

 

 2024年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数（名）

デバイス事業 312 (13)

電装事業 309 (67)

エネルギーシステム事業 111 (15)

全社共通 281 (25)

合計 1,013 (120)

（注）１．従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時従業

員は（　）内に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。

２．臨時従業員には、パートタイマーや契約社員及び人材派遣会社からの派遣社員を含んでおります。

３．平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでおります。

 ４．全社共通として記載されている従業員数は、特定セグメントに区分できない管理部門に所属しているものであ

ります。

 

（３）労働組合の状況

提出会社は、「JAM新電元工業労働組合」を組織し、2024年３月末日現在における組合員数は726人であり、上

部団体の「産業別労働組合JAM」に加盟しておりますが、グループでの労働組合は組織しておりません。

なお、労使関係は安定しております。
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（４）管理職に占める女性労働者の割合、男性労働者の育児休業取得率及び労働者の男女の賃金の差異

①提出会社

当事業年度

補足説明
管理職に占め
る女性労働者
の割合（％）
（注）１．

男性労働者の
育児休業取得
率（％）
（注）２．

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注）１．

全労働者 正規雇用労働者 パート・有期労働者

0.6 73.9 65.9 66.6 71.4 －

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したも

のであります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の

規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」

（平成３年労働省令第25号）第71条の４第１号における育児休業等の取得割合を算出したものでありま

す。

 

②連結子会社

当事業年度

補足説明
名称

管理職に占
める女性労
働者の割合
　（％）
（注）１．

男性労働者
の育児休業
取得率
　（％）
（注）２．

労働者の男女の賃金の差異（％）
（注）１．

全労働者
正規雇用労
働者

パート・有
期労働者

㈱秋田新電元 － 25.0 77.1 78.8 81.3 －

㈱東根新電元 － 33.3 66.5 69.7 69.0 －

（注）１．「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出したも

のであります。

２．「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」（平成３年法律第76号）の

規定に基づき、「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施行規則」

（平成３年労働省令第25号）第71条の４第１号における育児休業等の取得割合を算出したものでありま

す。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

当社グループの経営方針、経営環境及び対処すべき課題等は、以下のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（2024年３月31日）現在において当社グループが判断した

ものであります。

 

（１）経営理念と企業ミッション

当社グループは、経営理念に「社会と共に、顧客と共に、従業員と共に、成長する企業」と掲げ、日々の事業活

動を行っています。「エネルギーの変換効率を極限まで追求することにより、人類と社会に貢献する」という企業

ミッションのもと、半導体技術、回路技術、実装技術をあわせ持つ製造企業として、これらの技術を融合し、発

展・応用させていくことで、脱炭素社会実現の一翼を担う製品を創造してまいります。

 

（２）経営環境及び対処すべき課題等

昨今、市場のニーズや価値観が多様化する一方、地球温暖化など気候変動や、資源枯渇といった地球規模で進行

しつつある社会的課題は、市場経済にも影響を及ぼし始めています。このような状況下、当社が果たすべき役割を

土台に、企業として“ありたい姿”を定めた長期的な経営ビジョンを策定し、それらに紐づく施策を中期経営計画

や年次経営計画と連動させることで、中長期にわたる持続的な成長サイクルを確立してまいります。

 

＜長期ビジョン2030＞

当社グループは、時代に適合した製品ポートフォリオを構築し、社会的課題の解決に貢献することが、持続可能

性（サステナビリティ）が要求される現代において企業価値の向上に資するものと考えております。

これらを踏まえ、以下の通り2030年度を見据えた長期ビジョンを策定いたしました。

 

＜長期ビジョン2030　ありたい姿＞

革新的な技術によって地球環境に配慮した先進的なソリューションを生み出して持続可能な社会に貢献し、あら

ゆるステークホルダーから必要とされ続けるパワーエレクトロニクスカンパニー

 

長期的な観点で、「脱炭素社会のキーパーツとなるパワーデバイス」「ヒトと環境の未来を託されるモビリティ

ソリューション」「全事業のコア技術を融合した環境ソリューション」を創出し、環境貢献をより重視した製品

ポートフォリオを継続的に整備してまいります。あわせて、持続的成長の前提となる安定的な経営基盤を構築する

ために資本効率を重視し、事業ポートフォリオの見直しや、設備投資・研究開発投資・人材投資等を含む経営資源

の最適配分を進めてまいります。

 

＜第16次中期経営計画＞

2022年度から2024年度までの３ヶ年を期間とする「第16次中期経営計画」では、経営方針として「長期ビジョン

の実現に向けた基盤づくり」と定め、主要テーマを「稼ぐ体質づくり」「伸長事業拡大の布石」「温室効果ガス排

出量削減分野へのリソース配分」とすることで、「長期ビジョン2030」で掲げるありたい姿に向け、事業の成長と

サステナビリティを統合した製品ポートフォリオへの転換を促進してまいります。

経営方針の実現に向けて、各施策の遂行にあたっては、デジタルトランスフォーメーションを広く活用してまい

ります。

 

＜2024年度の経営目標（連結）＞

・売上高　1,180億円

・営業利益率　6.6％

・ROE　8.3％

・ROA　3.5％

 

・設備投資額（３ヶ年累計）　220億円

・研究開発費（３ヶ年累計）　180億円

 

＜進捗と課題＞

2023年度は中期経営計画で掲げる経営方針の３つの主要テーマに基づき、消費電力を低減するパワー半導体の新

製品やインドで二輪EV向けPCU（パワーコントロールユニット）を量産開始したほか、EV充電器の新シリーズ

「MITUS（ミタス）」の発表や「見せない普通充電器」の販売を開始しました。このほか、ESG経営の高度化に向け

てサステナビリティ推進体制を整備し、基本方針に沿って活動を展開するなど、引続き企業価値の向上と持続可能

な社会の実現に向けた諸施策に取組みました。
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一方、中国における景気低迷を主要因としてデバイス製品の需要が大幅に減少したほか原材料価格やエネルギー

コスト高騰の影響をうけ、売上高、営業利益率、ROEならびにROAについて2024年度経営目標値の達成は厳しい状況

となっており、2024年度の経営目標は以下の通り見直しました。

 

＜2024年度の経営目標（連結）＞

・売上高　1,066億円

・営業利益率　2.3％

・ROE　2.1％

・ROA　1.9％

 

当社グループでは第16次中期経営計画の最終年度にあたる2024年度において、「長期ビジョン2030」の実現に向

けて事業ポートフォリオの最適化を進めるなかで、特にデバイス事業は伸長が見込まれるモビリティ分野を重点市

場と位置付け、販売を拡大するとともに、収益基盤の立て直しを図るべく生産・物流・販売レイアウトの適正化や

コスト上昇に伴う販売価格の見直し、原価低減活動などを推進してまいります。くわえて、成長が見込まれる分

野・地域に対しては経営リソースを集中させ、事業や技術の可能性を追求してまいります。とりわけインドをメイ

ンのターゲットとし、現地法人であるシンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッドの生産性向上と営業

活動を強化するほか、事業シナジーの創出による製品開発や市場のニーズに対応した製品の生産・販売に注力して

まいります。これらを含む諸施策を確実に実行することにより、2025年度からスタートする第17次中期経営計画に

つなげてまいります。
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２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

当社グループのサステナビリティに関する考え方及び取組は、次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（2024年３月31日）現在において当社グループが判断したもの

であります。

 

（１）サステナビリティ全般に関するガバナンス及びリスク管理

当社グループでは、中長期的な企業価値向上に向け、サステナビリティ基本方針を定め、事業活動を行っておりま

す。

 

＜サステナビリティ基本方針＞

新電元グループは、『企業ミッション』の実践とともに、ESG（環境・社会・ガバナンス）経営を積極的に推進し

ます。持続可能な社会の実現に貢献し、長期的な視点での企業価値の向上に努めます。

ついては、以下を推進します。

・『環境ビジョン』を掲げ、「脱炭素社会」「循環型社会」「自然共生社会」 の実現に貢献します。

・人権と多様性を尊重し、ステークホルダーエンゲージメントの向上を図ります。

・人材育成と社内環境整備を通じて、「安心・安全」で働きがいのある職場づくりに努めます。

・公正かつ透明性の高い経営を行い、幅広いステークホルダーの信頼と期待に応えます。

 

企業活動そのもので環境・社会に貢献する重要な課題について、ESGのフレームワークのなかで機会・リスク分析を

行い、ESGマテリアリティとして「環境配慮型製品による価値提供」「事業活動と環境との調和」「多様で、働きがい

のある職場づくり」「公正かつ透明性が高い経営基盤の強化」の４つを特定しております。中期経営計画と連携し、こ

れらのESGマテリアリティを実践していくことで、環境・社会課題に貢献し、持続可能な企業価値を創出いたします。

これらを実行するために代表取締役社長を委員長とするサステナビリティ委員会を設置し、当委員会の配下に関連委

員会を組織することでサステナビリティに資する課題を統合的に管理することにくわえ、BCM（Business Continuity

Management）委員会において「防災・事業継続基本方針」のもと、国内外グループ会社からのリスク情報の収集と発信

の機能を一元管理することで迅速な初動対応ができる体制を整えております。

 

また、サステナビリティ基本方針に沿って的確に取組みを進めていくため、ESGマテリアリティの実践を主眼に置い

た目標策定と評価を行っており、その達成度合いの検証・評価・総括結果を次年度の指標に反映しております。

ガバナンス体制の詳細につきましては、「第４　提出会社の状況　４　コーポレート・ガバナンスの状況等」をご参

照ください。

 

（２）気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）への対応状況

①ガバナンス

当社の取締役会は、当社グループにおける気候変動関連のリスク及び機会を含む経営上の重要事項に関して審議・決

定しております。くわえて、取締役の業務執行状況について適宜報告を受けており、適切に管理・監督されるよう体制

を整えております。

BCM委員会は、気候変動問題を含む事業継続の有効性について確認し、環境委員会は、環境に係わる方針および目

的・目標の審議、気候変動問題をはじめとする地球環境保護に関する諸施策の協議並びに進捗状況確認などを担ってお

ります。また、環境委員会の下部機関として、専門的立場より調査・検討し、具体案を答申するための専門部会を設置

しております。

これら組織の活動状況はサステナビリティ委員会を通して適宜取締役会に報告され、コーポレート・ガバナンスの充

実ならびにサステナビリティ活動の強化に努めております。

当社グループは「長期ビジョン2030」にて会社のありたい姿を「革新的な技術によって地球環境に配慮した先進的な

ソリューションを生み出して持続可能な社会に貢献し、あらゆるステークホルダーから必要とされ続けるパワーエレク

トロニクスカンパニー」と定めております。気候変動を社会的な重要課題であると認識するとともに、事業上のリスク

および機会として捉え、CO2排出量削減活動や循環型ビジネスの拡大などの取組みを長期的かつ継続的に強化してまい

ります。

 

②戦略

気候変動対策を経営戦略に反映するため、TCFD提言に沿ってシナリオ分析を実施しました。なおシナリオ分析には、

IEA（国際エネルギー機関）やIPCC（気候変動に関する政府間パネル）の示す２℃未満シナリオ、４℃シナリオを参照

しております。

分析の結果、２℃未満シナリオでは、脱炭素社会に向けた規制強化や技術革新が促され、気温上昇が持続可能な範囲

で収まり、脱炭素化に向けた政策転換、技術革新、評判の変化など、移行リスク・機会への対応が推進されると考えら

れます。４℃シナリオでは、CO2を削減する有効な対策が打ち出されず、気温上昇が継続し、異常気象の激甚化など、
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物理的リスク・機会への対応が最重要課題になると考えられます。いずれも当社グループにとって、コストの増加が懸

念される一方、環境対応型製品の需要拡大が想定されるため、ビジネスの裾野は広がりをみせると捉えております。

現時点で想定している主なリスク、機会、対応策および財務影響は下表のとおりです。なお、事業活動に与える財務

影響度合を「大」「中」「小」の３段階で評価しました。

 

＜移行リスク・機会＞

想定項目 リスク●/機会◎ 対応策 財務影響

政策 各国のエネル

ギー政策促進

（xEV進展、補

助 金 拡 大 な

ど）

●脱炭素・低炭素エネルギー利用が促

進されることにより、購入エネルギー

費用などの事業コスト負担が増える。

●内燃エンジン車の利用を禁止する政

策に伴い現行の関連製品が衰退する。

◎xEV進展により、各種パワー半導体、

制御ユニット、コンバータ、EV充電器

等の需要が増加する。

◎空調・サーバー向けにダイオード等

の需要が増加する。

環境配慮型製品の開発リソースを強

化する。

工場で使用するエネルギーの効率

化、物流の最適化、更なる省エネに

繋がる高効率設備の導入等を推進す

る。
大

炭素税の導入 ●炭素税の導入または炭素税率の上昇

によりコストが増加する（再生可能エ

ネルギーの購入によるコスト増、サー

チャージUPによる輸送コスト増な

ど）。

●内燃エンジン車の利用を禁止する政

策に伴い現行の関連製品が衰退する。

◎xEV進展により、各種パワー半導体、

制御ユニット、コンバータ、EV充電器

等の需要が増加する。

◎空調・サーバー向けにダイオード等

の需要が増加する。

製品の小型化、軽量化、再生材料の

使用拡大など資源効率を向上させ

る。

工場で使用するエネルギーの効率化

を図る。

中

技術 脱炭素化に向

けたマーケッ

ト 要 求 の 変

化、製品開発

への影響

●エネルギー関連技術の開発競争が激

化し、設備投資や研究開発費が増加す

る。

●脱エンジン化の加速により現行の関

連製品は販売機会を逸する。

◎AI・IoT・スマートシティなど、制御

の高度化、デジタル技術の拡大、再生

可能エネルギーの導入、EV化の増加等

が想定され、関連製品の需要拡大につ

ながる。

◎社会の脱炭素化により、環境配慮型

製品の需要が増加し、事業拡大につな

がる。

カーボンニュートラル部材を調達す

る。

工場、事業所の自然エネルギー利用

比率を向上させる。

更なる低炭素化に向けた製品の企

画・開発を強化する。

大

評判 顧客、投資家

による評価の

変化

●気候変動への対応が不十分な場合、

収益の悪化や資金調達が困難となる。

◎環境負荷に考慮した製品ニーズが増

加し収益が拡大する。顧客、投資家か

ら当社の評価が上がり、企業価値が向

上する。

環境負荷低減製品のPRや気候変動を

含む環境課題に関する取組みを積極

的に開示する。

工場や事業所にて使用するエネル

ギーを再生可能エネルギーに切り替

える。

小
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＜物理的リスク・機会＞

想定項目 リスク●/機会◎ 対応策 財務影響

急性 異常気象の激

甚化（風水害

の多発）

●風水害による操業停止、生産減少、

設備復旧や保険料UP等コスト発生、サ

プライチェーン寸断による納期遅延な

どにより、収益を悪化させる。

◎風水害対策用の発電/蓄電関連製品の

需要が拡大する。

◎災害からの復旧・復興需要やBCP対策

投資活性化に伴い通信用電源や発電/蓄

電等の関連製品の需要が増加する。

部品調達から生産・販売までのサプ

ライチェーン全体で事業継続計画

（BCP）体制を強化する。

暴風、豪雨、浸水対策および訓練を

実施する。

サプライヤーや輸送手段の多角化を

進める。

発電/蓄電関連製品や耐水・耐熱性

に優れた製品の開発を進める。

大

慢性 降水パターン

の変化、平均

気温の上昇、

海面上昇

●洪水あるいは水不足等により生産能

力が減少する。

●暑熱対策による空調等のコスト増や

電力需要逼迫による停電の発生が収益

を悪化させる。

◎降水パターンの変化など気候変動の

慢性的な影響が顕在化することによ

り、発電/蓄電、xEV、空調市場の需要

が増える。

部品調達から生産・販売までのサプ

ライチェーン全体で事業継続計画

（BCP）体制を強化する。

高効率生産設備、自家発電設備等を

導入する。

発電/蓄電関連製品や耐水・耐熱性

に優れた製品の開発を進める。

中

 

③リスク管理

取締役会および環境委員会は、気候変動に関連する規制や当社グループの事業運営に影響を及ぼすリスク要因につい

て幅広く情報収集するとともに、気候変動によってリスクが顕在化すると想定される事象については、その影響を評価

しリスクの最小化に向けて対策を講じるなど、適切に管理しております。

また、気候変動関連リスクを含む全ての業務リスクについては、BCM委員会において評価し、適宜、取締役会に報告

を行っております。くわえて、事業継続計画（BCP）に基づき、自然災害などによって通常の状態では事業の遂行が困

難になった場合に備えて実践的なBCP訓練を実施するなど、企業としての防災力、事業継続力の更なる向上に努めてお

ります。

 

④指標及び目標

地球環境保護への取組みを経営の重要課題の一つと位置づけ、長期的な視点から持続可能な地球環境と社会の実現に

向けた活動をグループ一丸となって推進することを目的に「環境ビジョン2050」を策定しました。当社グループが目指

す持続可能な社会を「脱炭素社会」「循環型社会」「自然共生社会」と定め、自社グループの事業活動のみならず、

2050年を目標にバリューチェーン全体を視野に入れた環境負荷の最小化を目指します。また「環境ビジョン2050」に向

かう道標として、「2030年度 環境目標」を合わせて設定し、当社グループが特定したSDGsマテリアリティの実践を通

じて環境貢献を加速いたします。

 

（３）人的資本経営の取組み状況
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当社は「社会と共に、顧客と共に、従業員と共に、成長する企業」を経営理念に掲げ、人の成長が企業の価値創造の

源泉であり、多様で自律的な知と知の融合が新たな価値創造と持続的な成長をもたらすと捉えて人的資本経営に取り組

んでおり、『個人の成長と組織の活性化』を目指して『つながり』をテーマとした人財戦略を展開しています。

 

人財戦略『個人の成長と組織の活性化』

多様な従業員一人ひとりが働きがいを感じて自発的に能力を発揮できるよう、そして自律的な個人の知と知が融合し

て新たな価値を創出していくよう環境を整えることを目指し、人財戦略は『個人の成長と組織の活性化』を目標として

います。

 

テーマ『つながり』

当社の人的資本経営の構成は「人権尊重」「安全と健康」を基盤とし、人財戦略の主要課題「人財育成」「多様な人

財の活躍」「柔軟な働き方の拡充」と合わせて５つの分野から成ります。そしてコロナ禍や在宅勤務で薄れつつある人

と人のつながりや部門間のつながりを再生することを目指し、『つながり』をテーマとして掲げています。

 

①人財育成

当社では労働人口の減少傾向を受けて優秀な人財の確保が重要な課題となってきており、第二新卒の採用など採用の

多様化を進めると同時に、若年層の定着率の向上と後継者育成を図るべく、各種キャリア研修やリスキリングにより能

力を発揮する場を拡げるキャリア形成支援を行っており、社内副業制度も進めていきます。新入社員研修、入社２年

目・３年目研修、資格別研修、職種別研修、職位別研修に加え、公募制の財務研修やマーケティング研修などの自己啓

発型教育研修を実施するとともに、自己申告制度や社内公募制度により一人ひとりのキャリア形成を支援しています。

また、外国語研修や若手社員の海外研修などにより益々グローバル化する事業をリードしていく人財を育成していま

す。くわえて、発明、発案、公的資格取得における褒賞制度を設け、研究開発の向上や多様な職場、職務において従業

員一人ひとりの活躍を推進しています。

重点指標 2023年度目標 2023年度実績 2024年度目標

*キャリア研修時間（/人・年） ― 36.7時間 40.0時間

 

②多様な人財の活躍

a.女性のキャリア形成支援

当社では、男女差なく活躍できる多様な働き方を推進し、女性社員採用の拡充および活躍の場を広げていきます。

従業員の出産および産前産後の健康管理について各種休暇や育児時間・健康管理時間を設け、育児休業や介護休業の

制度を拡充するとともに男性の育児休業取得を奨励しています。

 

重点指標 2023年度目標 2023年度実績 2024年度目標

新卒採用女性比率 30.0％ 28.1％ 30.0％

男性育児休業取得率 30.0％ 73.9％ 80.0％

その他関連指標の2023年度実績は以下のとおりです。

・女性従業員比率　　（単体）　10.7％　・女性従業員比率　　（連結）　41.1％

・女性管理職比率　　（単体）　 0.6％　・女性管理職比率　　（連結）　11.3％

 

b.シニアの活躍推進

当社グループでは、60歳定年退職者の再雇用制度により65歳まで継続雇用を行っています。また当社では2022年９

月より定年を65歳に延長して有能な経験者を確保し、社内副業やリスキリングにより活躍する機会の拡大を推進して

います。

 

c.障がい者雇用と活躍の促進

当社グループでは障がい者の雇用促進とともに入社後のフォローにより活躍を推進しています。

重点指標 2023年度目標 2023年度実績 2024年度目標

障がい者雇用率 2.30％ 2.31％ 2.50％

 

d.外国籍従業員の活躍推進

当社グループでは、事業のグローバル化に伴い海外の従業員数が国内の従業員数を上回るなか、当社グループ人権

方針を通じて異なる価値観や経験を互いに尊重し、従業員一人ひとりの個性を最大限に活かす機会を提供すること

で、社会の変化に対応した新しい価値観やビジネスの創造と従業員の精神的な豊かさの追求につながると考えていま

す。

 

e.マイノリティ平等の実現
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当社グループでは、ダイバーシティ研修などにより認識を高めマイノリティ平等の実現に努めています。

 

③柔軟な働き方の拡充

a.エンゲージメントの向上

タレントマネジメントシステムにて運用する自己申告制度を活用して独自のエンゲージメント指数を設定し、年代

や職場に対応した施策へ展開することにより、指数の向上を目指しています。

重点指標 2022年度実績 2023年度実績 2024年度目標

*SDKエンゲージメント指数 54.3 58.9 60.0

 

b.職場の心理的安全性の向上

コミュニケーションの活性化を促す施策とともに、出社日の設定など在宅勤務の普及により薄れつつある『つなが

り』の再生を図っています。

 

c.ワークライフバランスの充実

フレックスタイム勤務制度を併用した在宅勤務制度、勤続年数に応じたリフレッシュ休暇、有給休暇５日/年の取

得義務化、残業上限時間の設定など働きやすい環境の充実に取組んでいます。

 

④人権尊重

当社グループは、人権方針にて「人権配慮に関する国際的な価値観を尊重し、人権に関する認識を高め、人権尊重に

向けた取り組みを推進していきます」と掲げています。人権リスク防止策としてハラスメント研修およびダイバーシ

ティ研修などの人権関連研修を実施するほか、サプライチェーンにおける人権デューデリジェンスを定期的に実施する

など人権リスクアセスメントを実施しています。

重点指標 2023年度目標 2023年度実績 2024年度目標

*人権関連研修受講率 － 99％ 100％

 

⑤安全と健康

当社グループでは、安全衛生活動の推進を重要課題に掲げ、労働安全衛生の継続的な改善を図り、従業員の安全と健

康に配慮した職場環境を整備しています。

当社朝霞事業所および一部グループ会社は労働安全衛生マネジメントシステムの国際規格であるISO45001の認証を取

得し、これとともに新電元グループを包括する労働安全衛生方針を制定しています。また、2024年度は健康経営優良法

人の認定取得を目指しています。

なお、当社朝霞事業所は「CASBEE建築評価認証Sランク」「ZEB Ready」「CASBEEウェルネスオフィスSランク」と建

築物の代表的な評価・認証の３つ全てを取得し、「安全・安心、環境、健康・快適性」を評価されています。

重点指標 2023年度目標 2023年度実績 2024年度目標

*健康経営優良法人認定 － － 2025年度認定取得

 

*2024年度新設
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３【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（2024年３月31日）現在において当社グループが判断

したものであります。

 

（１）特注品および特定市場への依存

当社グループの営業収入の過半は、特定顧客企業による特注品によって占められており、顧客企業の需要変動

により、当社グループの業績が重要な影響を受ける場合があります。

また、当社グループでは、二輪車を含む自動車市場への依存度が高く、一般的に国内外の景気動向に対し、強

い影響を受け、収益性の低下を引き起こすリスクがあります。

このような事態を回避するため、当社グループは、重点市場と位置付ける二輪車を含む自動車市場のほか、産

業機器市場、家電市場、通信インフラや情報機器を中心とする情報通信市場向け等、パワーエレクトロニクスを

必要とするあらゆる市場に対し製品を提供することで、リスクの分散化を図っております。

（２）特定のグループ外供給元への依存

当社グループは、電源回路製品の基幹部品である半導体を内製化している一方で、ほかの主要部品および半導

体の原材料については、複数のグループ外企業の供給に依存しております。したがって、一般的な経済動向およ

びサプライヤー個別の事由により、需給の急激な変動や価格の高騰が起きた場合には、必要な部材の入手に支障

を来し、当社グループが顧客企業に対し供給責任を果たせない、あるいは部材価格高騰による原価の上昇など、

業績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

このような事態を回避するため、各サプライヤーとの定期的な情報共有や、複数購買の促進により、供給リス

クの低減を図っております。

（３）国際的活動および海外進出

当社グループは、日本国内のみならずアジア、北米、欧州の各地域で生産又は販売活動を行なっており、また、様々な

販売チャネルを通じ、他の地域にも製品を販売しております。近年、当社グループの海外生産および販売の比重は高まっ

てきております。したがって、当該地域における、予測できない法規制などの改正、政治および経済状況の変動、労働争議

や雇用条件の急激な変化、天変地異や火災、戦争やテロ、疫病の流行といった社会情勢の変動などにより、当社グループ

のサプライチェーンに支障が生じ事業活動が制限される場合があり、当社グループの業績および財政状態に悪影響を及ぼ

す可能性があります。

このような事態を回避するため、サプライチェーン寸断リスクに備えた体制を強化したほか、定期的に当社グループ

間で情報共有を行うとともに、生産面においては複数拠点において代替生産を可能とする体制の構築を進めております。

（４）為替レートの変動

当社グループは、円貨のみならず米ドル、ユーロ、アジア通貨等で販売および調達活動を行っております。ま

た海外の生産および販売拠点は、原則としてその拠点の属する国または地域の通貨によって財務諸表を作成して

おり、連結財務諸表作成にあたっては、在外関係会社の財務諸表を円換算しております。したがって、為替レー

トの変動は当社グループの業績および財政状態に影響を与えており、一般的には、円高の場合は、当社グループ

の業績に悪影響を及ぼし、円安の場合は好影響を及ぼします。

当社グループでは、為替予約および通貨オプションなどの取引を行なうほか、進出先での資材調達の促進など

為替レートの変動による影響を最小限にとどめる努力をしております。

（５）需要変動

当社グループの顧客企業のうち、一部の市場においては、需要動向に固有の変動要因があります。また、産業

構造の変化や顧客企業および当社グループの競争環境の変化などが、当社グループの業績および財政状態に影響

を及ぼすことがあります。

また、近年顧客企業の短納期要請が高まっており、供給リスクを避ける主旨などから一部の材料については先

行手配をせざるを得ず、当社グループが独自の判断で調達した棚卸資産については、その後の顧客の需要変動に

より、当社の責任において処分する場合があり、利益率の低下を引き起こす可能性があります。

このような事態を回避するため、当社グループではリードタイムの短縮につとめるほか、市場動向の変化に迅

速に対応するため、関連部門が定期的な情報共有を行っております。
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（６）価格競争

当社グループが属する電子部品業界における競争は大変厳しいものとなっており、価格に対しては、顧客企業

による値下げ要請、競合他社の攻勢などにより、価格下落の圧力は日々強くなっております。特に、当社グルー

プ主力のデバイス事業や電装事業においては、競合他社の参入により国内外での競争が一段と激化しておりま

す。一方、材料費や運送費などコストの上昇により収益性を低下させるリスクもあります。そのため、将来的に

価格競争力を維持できない可能性があり、その場合、当社グループは販売シェアが低下し、業績及び財政状態を

悪化させる可能性があります。

このような事態を回避するため、当社グループは、差別化しうる新製品の開発を進めるとともに、サプライ

ヤーと一体となったコストダウン活動や生産性の向上に努めております。

（７）技術特許などの知的財産権

当社グループは、独自の半導体技術および回路技術をもとに各種製品を製造・販売しておりますが、特定の国

または地域においては知的財産権による完全な保護が不可能な状況にあります。したがって、第三者が当社グ

ループの知的財産を使って類似した製品を製造することを防止できない可能性があります。

また、当社グループの使用する技術が、他社の保有する特許その他の技術的権利に全く抵触しないという保証

はなく、その場合、当社の業績および財政状態を悪化させる可能性があります。

そのため当社グループは、他社が保有または主張する特許などについては、開発段階において徹底した調査を

行い、必要に応じて他社とライセンス契約を結ぶなど、回避に努めております。

（８）製品の欠陥

当社グループは、各生産拠点においてISOやTSといった世界的に認められた品質管理基準に基づき、各製品の製

造を行なっておりますが、全ての製品について全く欠陥がなく、将来にわたりリコールや顧客企業からのクレー

ムなどの事態が発生しないという保証はありません。また、製造物責任賠償については保険に加入しております

が、この保険が最終的に負担する賠償額を十分にカバーできるという保証はありません。

大規模なリコールや製造物責任賠償につながるような重大な製品の欠陥が発生した場合、顧客企業への補償や

対策費用などの費用発生に加え、市場における信用の低下などにより、当社グループの業績および財政状態に悪

影響が及ぶ可能性があります。

このような事態を回避するため、各事業本部では設計上流工程から品質を意識した開発や、顧客の使用方法を

再現した製品評価等を実施しています。くわえて事業部門を横断して品質の定期的な連絡会を実施することで、

気づきの水平展開に努めております。

（９）新製品開発力

当社グループは顧客企業または市場のニーズに合わせた製品および要素技術の開発を常に行っており、また当

社グループの将来的な成長力の鍵は、こうした研究開発活動の成否にかかっていると考えております。しかしな

がら、エレクトロニクス業界のニーズは多様化しており、また技術や製品のサイクルも短くなってきておりま

す。くわえて、とりわけ自動車市場においては電動化、自動運転などの導入により、高度で複雑な技術が必要と

なってきております。当社グループが顧客企業または市場のニーズに合わせた製品をタイムリーに提供できない

場合、または競合他社に先んじられた場合には、当社グループは新製品の販売機会を失うか制限され、それまで

の研究開発投資の回収が困難になる可能性があります。

また、近年エレクトロニクス業界でも顕著になってきている標準化競争の如何や、当社グループおよび顧客企

業が基盤とする技術が主流となり得なかった場合には、当社グループが事業機会を失う場合もあります。これら

のことが、当社グループの業績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。

このような事態を回避するため、当社グループでは産学連携など外部の知見の活用により、開発スピードの強

化や、事業領域の拡大に向けた取組みを進めております。

（10）人材の確保と育成

当社グループの競争力の源泉は、技術開発力、生産性、品質、営業力および効率的な経営ノウハウなどであ

り、これらを維持し、また継続的に発展させる人材の確保と育成は、当社グループの将来性を決定づける重要な

要素のひとつでありますが、できなかった場合には、当社グループの将来の成長、財政状態および業績に悪影響

を及ぼす可能性があります。

このような事態を回避するため、係る人材、特にソフトウエアなど高度なスキルを持つエンジニアや特定の有

資格者について、企業買収や国籍を問わない幅広い採用など、その確保および育成に注力をしております。
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（11）設備投資

当社グループは生産能力および研究開発力の維持・増大のため、設備投資を継続的に行なっておりますが、将

来の需要動向によりその額は変化します。設備投資の結果、増強した能力が必ずしも業績に貢献しない場合も想

定され、その場合、業績、財政状態およびキャッシュ・フローに重大な影響を及ぼす場合があります。

当社グループは、電装事業においては、二輪市場が広がるアセアンを中心に生産拠点を置くなど、コスト競争

力と効率的な生産活動を追求しております。生産拠点間での代替生産を行う体制整備や在庫の一定水準の保有な

ど、供給責任を果たすべく措置を取るほか、当該生産拠点においては、日常の安全管理および危機管理のための

対策を取っております。

（12）公的規制等

当社グループは、事業を展開する各国において、事業・投資の許可、国家安全保障またはその他の理由による

輸出制限、関税をはじめとするその他の輸出入規制等、様々な政府規制の適用を受けております。また、通商、

独占禁止、特許、消費者、租税、為替管制、環境・リサイクル関連の法規制の適用も受けております。当社グ

ループは事業活動を行うにあたり、これらの規制に細心の注意を払っておりますが、規制を遵守できなかった場

合、当社グループの活動が制限される可能性があり、さらにペナルティを課せられるなど発生費用の増加を伴

い、当社グループの業績および財政状態に悪影響が及ぶ可能性があります。

これらの事態を回避するため、当社グループは規制に対する対策を積極的に進めており、全社組織を形成した

うえで周知徹底を図っております。

また、当社グループおよび当社グループの顧客企業が事業を行うにあたり、EU（欧州連合）によるRoHS指令

（有害物質使用制限に関する指令）をはじめ、環境問題や人権問題などに対応するための様々な規制が国や地域

ごとに設けられております。しかしながら、技術やその他の制約により、規制に合致した対策が取れない可能性

があり、その場合、当社グループは販売について規制を受けて事業機会を逸し、業績に悪影響を及ぼす可能性が

あります。また、規制に対応するための費用が業績および財政状態を圧迫する可能性もあります。

このような事態を回避するため、専門部署を設け、最新の法令改正状況を調査し、対策を講じる体制を構築し

ております。

（13）災害等のリスク

地震や台風など大規模な自然災害や火災等の事故災害、感染症によるパンデミックの発生などにより、当社グ

ループの建物や設備、従業員等が被害を受け操業停止せざるを得ない事象のほか、経済活動への影響が重大また

は長期間となった場合、当社グループの業績、財政状態およびキャッシュ・フローに影響を及ぼす可能性があり

ます。

当社グループは、こうした事態に備えたBCP（事業継続計画）を策定し、災害等の発生時における影響を最小限

に留めるべく、リスク耐性の強化を図っております。

（14）情報セキュリティ

当社グループは、研究開発や知的財産などの機密情報を有するほか、事業活動を通じて顧客やサプライヤー等の

機密情報を入手し、保有しております。また従業員等の個人情報も保有しております。これらの情報の取り扱い

につきましては、新電元グループ情報セキュリティ基本方針に基づき厳正な管理を行っておりますが、不測の事態に

より情報侵害が発生した場合、当社グループの信用低下や賠償責任等により業績、財政状態に悪影響を及ぼす可

能性があります。

このような事態を回避するため、情報セキュリティ委員会ではデータ侵害等を想定したセキュリティを強化し

リスク低減に努めるほか、規定類の見直しや全従業員へ教育活動を行う等、情報セキュリティの維持向上に努め

ております。
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４【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績等の状況の概要

当連結会計年度における当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）の財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の概要は次のとおりであります。

 

①経営成績の状況

当連結会計年度における当社グループを取り巻く環境は、社会経済活動の正常化が進んだことで、景気は緩や

かに持ち直しの動きを見せた一方、緊迫化する国際情勢や物価上昇に伴う欧米各国による金融引き締め、中国景

気低迷の長期化、さらには為替相場における大幅な円安の進行など、先行き不透明な状況が続きました。

当社グループは、第16次中期経営計画（2025年３月期までの３ヶ年計画）の経営方針である「稼ぐ体質づく

り」、「伸長事業拡大の布石」、「温室効果ガス排出量削減分野へのリソース配分」に基づき、消費電力を低減

するパワー半導体の新製品やインドで二輪EV向けPCU（パワーコントロールユニット）を量産開始したほか、EV

充電器では新シリーズ「MITUS（ミタス）」の発表や「見せない普通充電器」の販売を開始しました。このほ

か、ESG経営の高度化に向けてサステナビリティ推進体制を整備し、基本方針に沿って活動を展開するなど、引

続き企業価値の向上と持続可能な社会の実現に向けた諸施策に取組みました。

 

このようななか、当連結会計年度の売上高は中国における景気低迷を主要因としてデバイス事業が大幅に減少

したものの、二輪・四輪向け製品を中心に電装事業が伸長したほか、為替相場が円安基調で推移したこともあり

102,261百万円（前期比1.2％増）となりました。一方、損益面では電装事業における増収効果があったものの、

デバイス事業の減収が響き、営業利益は1,278百万円（前期比64.7％減）、経常利益は1,660百万円（前期比

61.6％減）、親会社株主に帰属する当期純損失は繰延税金資産の取り崩しや持分法適用関連会社の投資有価証券

売却損を計上したことなどにより712百万円（前期は1,644百万円の利益）となりました。

第16次中期経営計画最終年度である2025年３月期における経営指標に対しては、売上高1,180億円の目標値に

対し1,022億円、営業利益率6.6％の目標値に対し1.3％、ROE8.3％の目標値に対し△1.1％、ROA3.5％の目標値に

対し△0.5％となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しております。前期比較につきましては、前期の数値を変

更後のセグメント区分に組替えた数値で比較しております。詳細は、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表

等　（１）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」をご参照ください。

また、セグメント間の取引については相殺消去して記載しております。

 

（デバイス事業）

デバイス事業の売上高は32,242百万円（前期比13.4％減）、営業損失は1,193百万円（前期は2,944百万円の

利益）となりました。

車載向け製品は自動車生産台数の回復を受けて増加した一方、家電・産機向け製品については中国における

景気低迷や流通在庫の調整が続き大幅に減少したため、事業全体では減収となりました。損益面においては、

原材料価格やエネルギーコスト高騰への対応として販売価格の適正化を進めたほか原価低減活動に努めたもの

の、減収影響や生産稼働率の低下、品質保証に関する費用の計上などにより減益となりました。

 

（電装事業）

電装事業の売上高は63,281百万円（前期比11.1％増）、営業利益は7,020百万円（前期比32.9％増）となり

ました。

主力の二輪向け製品はベトナムにおける景気減速の影響を受けましたが、インドネシアやインドが好調を維

持し、くわえて四輪向け製品の伸長や為替相場が円安に推移したことなどもあり増収となりました。損益面に

おいては増収および円安効果などにより増益となりました。

 

（エネルギーシステム事業）

エネルギーシステム事業の売上高は6,600百万円（前期比0.6％減）、営業損失は115百万円（前期は119百万

円の損失）となりました。

通信インフラ向け整流装置やEV充電器が増加したものの、販売を終息させた太陽光発電向けパワーコンディ

ショナが減少した影響により減収となりました。損益面においてはプロダクトミックスの変化などにより損失

が縮小しました。

 

（その他）

その他の売上高は136百万円（前期比9.5％減）、営業利益は44百万円（前期比5.0％減）となりました。
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②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・フ

ローで2,206百万円増加、投資活動によるキャッシュ・フローで1,776百万円減少、財務活動によるキャッシュ・

フローで252百万円減少した結果、前連結会計年度末に比べ資金は1,193百万円増加し、当連結会計年度末は

26,340百万円となりました。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、2,206百万円のプラス（前期は2,736百万円のプラス）となりまし

た。これは、主に棚卸資産の増加額が2,590百万円となったものの、税金等調整前当期純利益が1,506百万円、減

価償却費が5,528百万円となったことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,776百万円のマイナス（前期は4,088百万円のマイナス）となりま

した。これは、主に投資有価証券の売却による収入が2,716百万円となったものの、有形固定資産の取得による

支出が4,290百万円となったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、252百万円のマイナス（前期は3,549百万円のマイナス）となりまし

た。これは、主に長期借入金8,800百万円の資金調達をしたものの、長期借入金の約定弁済が5,895百万円、社債

の償還による支出が1,504百万円となったことによるものであります。
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③生産、受注及び販売の実績

ａ．生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

前年同期比（％）

デバイス事業（百万円） 33,107 △17.4

電装事業（百万円） 63,439 9.9

エネルギーシステム事業（百万円） 6,717 △2.3

報告セグメント計（百万円） 103,264 △1.4

その他（百万円） － －

合計（百万円） 103,264 △1.4

（注）１．金額は、販売価格によっております。

２．セグメント間の取引については含まれておりません。

３．当連結会計年度より報告セグメントの区分を一部変更しており、前年同期比は、変更後のセグメントの区

分に組み替えた数値に基づき算出しております。

 

ｂ．受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
受注高

（百万円）
前年同期比
（％）

受注残高
（百万円）

前年同期比
（％）

デバイス事業 31,562 △8.5 7,152 △8.8

電装事業 63,591 9.0 3,817 8.9

エネルギーシステム事業 6,982 13.9 1,060 56.2

報告セグメント計 102,136 3.2 12,030 0.0

その他 844 △20.4 206 △40.8

合計 102,981 2.9 12,236 △1.1

（注）当連結会計年度より報告セグメントの区分を一部変更しており、前年同期比は、変更後のセグメントの区分に

組み替えた数値に基づき算出しております。

 

ｃ．販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当連結会計年度

（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

前年同期比（％）

デバイス事業（百万円） 32,242 △13.4

電装事業（百万円） 63,281 11.1

エネルギーシステム事業（百万円） 6,600 △0.6

報告セグメント計（百万円） 102,124 1.3

その他（百万円） 136 △9.5

合計（百万円） 102,261 1.2

（注）１．セグメント間の取引については含まれておりません。

２．当連結会計年度より報告セグメントの区分を一部変更しており、前年同期比は、変更後のセグメントの区

分に組み替えた数値に基づき算出しております。

３．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。

 
相手先

 

前連結会計年度
（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

当連結会計年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

ピー・ティ・アストラホンダモーター 11,425 11.3 12,082 11.8
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４．販売実績が総販売実績の100分の10未満の相手先については記載を省略しております。

 

（２）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりでありま

す。なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末（2024年３月31日）現在において当社グループが判断

したものであります。

 

①重要な会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成され

ております。この連結財務諸表の作成にあたって用いた会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定のうち、重

要なものについては、「第５ 経理の状況　１ 連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項（重要な会計上

の見積り）」に記載のとおりであります。これらの見積りについては、継続的に評価し、必要に応じて見直しを

行っておりますが、実際の結果はこれらと異なる場合があります。

 

②当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析

ａ．資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の総資産は、144,669百万円（前期比6,576百万円増）となりました。これは、主に棚卸資産

が増加したことによるものであります。

負債は73,752百万円（前期比1,801百万円減）となりました。これは、主に退職給付に係る負債の減少によるも

のであります。

純資産は、70,917百万円（前期比8,377百万円増）となりました。これは、主にその他有価証券評価差額金の

増加及び退職給付に係る調整累計額の増加によるものであります。

以上の結果、１株当たり純資産は6,876円60銭となりました。

ｂ．連結損益及び包括利益計算書の分析

当連結会計年度の売上高は102,261百万円（前期比1.2％増）となりました。当社グループを取り巻く環境は、

社会経済活動の正常化が進んだことで、景気は緩やかに持ち直しの動きを見せた一方、緊迫化する国際情勢や物

価上昇に伴う欧米各国による金融引き締め、中国景気低迷の長期化、さらには為替相場における大幅な円安の進

行など、先行き不透明な状況が続きました。このようななか、営業利益は1,278百万円（前期比64.7％減）、経

常利益は1,660百万円（前期比61.6％減）、親会社株主に帰属する当期純損失は712百万円（前期は1,644百万円

の利益）となりました。

 

③経営成績に重要な影響を与える要因と今後の見通し

雇用・所得環境の改善による個人消費の持ち直しが下支えし、景気は緩やかながらも回復基調をたどると想定

される一方、ロシアによるウクライナ侵攻の長期化や中東情勢の緊迫化をはじめとした地政学リスクの高まり、

原材料・エネルギー価格の高騰、中国景気の回復遅れなど、世界経済への下押し圧力が拡大しており、依然とし

て不確実性の高い状況が続くと見込んでおります。

パワーデバイス分野においては、世界経済悪化に伴う急激な需要の減少や、原材料費、物流費高騰による調達

コストの増加、競争激化など、外部環境の変化に影響を受けるリスクを伴っております。また、アジアを中心と

する二輪車市場においては、需要の急変、為替変動の影響など不安定要素をはらんでおります。さらに、各製品

の生産拠点において、日常の安全衛生管理および危機管理のための対策は取っておりますが、予期せぬ天変地

異、災害、停電などの事態が発生した場合、その影響を完全に防止または軽減できないことがあります。

今後は、「長期ビジョン2030」の実現に向けて事業ポートフォリオの最適化を進めるなかで、特にデバイス事

業は伸長が見込まれるモビリティ分野を重点市場と位置付け、販売を拡大するとともに、収益基盤の立て直しを

図るべく生産・物流・販売レイアウトの適正化やコスト上昇に伴う販売価格の見直し、原価低減活動などを推進

してまいります。くわえて、成長が見込まれる分野・地域に対しては経営リソースを集中させ、事業や技術の可

能性を追求してまいります。とりわけインドをメインのターゲットとし、現地法人であるシンデンゲン・イン

ディア・プライベート・リミテッドの生産性向上と営業活動を強化するほか、事業シナジーの創出による製品開

発や市場のニーズに対応した製品の生産・販売に注力してまいります。これらを含む諸施策を確実に実行するこ

とにより、2026年３月期からスタートする第17次中期経営計画につなげてまいります。

 

④資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローで前連結会計年度より529百万円少ない2,206

百万円のプラスとなりました。これは、主に減価償却費が5,528百万円となったことによるものであります。投

資活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度より2,311百万円少ない1,776百万円の資金を使用いたし

ました。これは、主に有形固定資産の取得による支出によるものであります。財務活動によるキャッシュ・フ

ローでは、前連結会計年度より3,296百万円少ない252百万円の資金を使用いたしました。これは、主に長期借入
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金8,800百万円の資金調達をしたものの、長期借入金の約定弁済が5,895百万円、社債の償還による支出が1,504

百万円となったことによるものであります。

これにより当社グループの有利子負債の残高は38,903百万円となり、前連結会計年度末に比べて1,373百万円

増加いたしました。しかし、手元資金の残高は前連結会計年度末に比べて1,193百万円増加し、26,340百万円と

なり、必要な手元流動性は十分に確保されていると考えております。

 

 

５【経営上の重要な契約等】

当連結会計年度において、経営上の重要な契約等の決定または締結などはありません。
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６【研究開発活動】

当社グループの研究開発体制は、おもに基礎研究および応用技術開発を担当する技術開発センターと、商品開発を

担当する各事業部門およびグループ会社の設計・開発部門で構成しております。

企業ミッションである「エネルギーの変換効率を極限まで追求することにより、人類と社会に貢献する」のもと、

技術開発センターでは当社グループの主要事業領域に新たな技術を移管していく取組みを続けております。半導体デ

バイス分野においては、低損失技術の開発、高速・高温動作対応および複合部品化の実装技術開発を主要テーマとし

て取組んでいます。パワーエレクトロニクス分野においては、主に高効率技術、高密度実装技術および低ノイズ化の

研究開発を推進しています。これらの研究課題を解決し、当社のコア技術を活かしたシナジー効果により商品力強化

を図るとともに、市場の要求や用途に適した新商品をタイムリーに開発してまいります。

当連結会計年度におけるグループ全体の研究開発費の総額は5,611百万円（売上高比5.5％）であり、各セグメント

の主な成果および研究開発費は以下のとおりであります。

 

（デバイス事業）

当セグメントの研究開発活動として、ダイオードは高性能なファストリカバリーダイオードやブリッジダイオー

ドさらにSiCショットキーバリアダイオードのシリーズ展開の開発を実施しました。さらにウェーハ大口径化かつ

低コスト化を実現する新構造の技術開発を継続して推進しています。

MOS製品では、車載用の低ノイズかつ低Ronな新構造第１世代MOSの耐圧やパッケージへのシリーズ展開の開発を

実施したほか、第２世代となる新構造の技術開発を実施しました。またSiCMOSのシリーズ展開の開発を実施したほ

か、SiのMOSとして高耐圧となる1200Vの技術開発及びケルビン端子を搭載する面実装新パッケージの技術開発を実

施しました。

パワーモジュール製品では、xEV向けDC/DCコンバータ用のMOSモジュール開発を継続したほか、各種モータのイ

ンバータ用のMOSモジュールのシリーズ展開の開発を実施しています。くわえて顧客対応のフルカスタムモジュー

ルやSiCMOSフルブリッジモジュールの開発を推進しています。

IC製品では、内製二輪車用のモータドライバーICの開発を実施したほか、理想ダイオードのマルチチップ化製品

の開発を推進しています。

当事業に係る研究開発費は2,121百万円であります。

 

（電装事業）

当セグメントの研究開発活動として、二輪分野では、内燃機関製品向けにセンサレスモータの駆動制御技術の確

立と付加機能としてアシスト制御技術の確立を推進しています。また、電動車向け製品では、PCUのマップレス回

生制御技術やサージ低減技術を確立、環境負荷低減のために樹脂モールドレス防水構造の確立を推進しています。

四輪分野では、プラットフォーム技術を取り入れた高電圧入力・高出力電源の開発や付加機能としてプリチャー

ジ機能について技術を確立しました。

汎用分野では、二輪電動車向けバッテリー充電器用に昇高圧PFC技術を確立しました。

共通実装技術では、製品の小型化に寄与する高密度実装技術としてリードレスのBGA、SON、QFNパッケージの採

用に向けた実装技術の確立に取組んでいます。更に、シミュレーション技術の向上としてゴム解析や樹脂流動解析

に取組むなど、製品開発のフロントローディングに繋がる活動を推進しています。

当事業に係る研究開発費は1,339百万円であります。

 

（エネルギーシステム事業）

当セグメントの研究開発活動として、EV・PHEV用充電器では、高出力急速充電器の製品ラインナップを拡充する

と共に重要顧客向けカスタム対応の開発に取組みました。その他、OCPPネットワークと接続可能な普通充電器を開

発しました。

情報・通信市場分野では、高効率・小型化した大容量48V電源ユニット製品の開発を行いました。また、共通技

術として監視装置用マイコンプラットフォームとして64bitCPUボード検討と共通ソフトウェアの技術開発に取組み

ました。

当事業に係る研究開発費は431百万円であります。

 

（全社共通）

全社共通に係る研究開発費は1,719百万円であります。

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

有価証券報告書

 27/119



第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

当連結会計年度は、主に生産拠点を中心とした生産能力拡大投資や維持更新投資などを実施したことから、グ

ループ全体で4,591百万円の設備投資を実施いたしました。

セグメント別の設備投資は以下のとおりであります。

デバイス事業は、主に㈱秋田新電元、㈱東根新電元、ランプーン・シンデンゲン・カンパニー・リミテッドなど

において生産能力拡大投資や維持更新投資を実施したことなどにより、3,019百万円の設備投資となりました。

電装事業は、主に㈱岡部新電元やシンデンゲン・インディア・プライベート・リミテッドなどにおいて生産能力

拡大投資を実施したことなどにより、1,309百万円の設備投資となりました。

所要資金については、自己資金、銀行借入金により充当いたしました。

 

２【主要な設備の状況】

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。

（１）提出会社

2024年３月31日現在
 

事業所名
(所　在　地)

セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び運搬

具

土地
(面積千㎡)

リース資産 その他 合計

朝霞事業所、

本社、支店他

(埼玉県朝霞市他)

デバイス事業

電装事業

エネルギーシステ

ム事業

その他

生産設備

研究開発

設備等

11,278 1,088
1,022

(160)
234 943 14,568

1,013

(120)

 

（２）国内子会社

2024年３月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業
員数
(名)

建物及び
構築物

 
機械装置
及び
運搬具
 

 
土地

(面積千㎡)
 

リース
資産

その他 合計

㈱秋田新電元

大浦工場他

(秋田県由利

本荘市)

デバイス事業
半導体生産

設備等
1,235 1,249

395

(101)
72 728 3,680

666

(70)

㈱東根新電元

工場他

(山形県東根

市他)

デバイス事業
半導体生産

設備等
1,170 400

1,040

(65)
215 1,056 3,882

318

(30)

㈱岡部新電元

工場他

(埼玉県深谷

市)

電装事業
電装品生産

設備等
84 1,812 - 15 52 1,965

218

（119)

新電元スリー

イー㈱

芦苅場工場

他

(埼玉県飯能

市他)

エネルギーシステ

ム事業

電源生産設

備等
181 45

724

(31)
59 13 1,024

123

(83)

新電元エンター

プライズ㈱他計

２社

 

本社他

(埼玉県朝霞

市他)

デバイス事業

電装事業

エネルギーシステ

ム事業

器具備品等 0 - - 7 1 8
50

(22)
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（３）在外子会社

2024年３月31日現在
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業
員数
(名)

建物及び
構築物

 
機械装置
及び
運搬具
 

土地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合計

ランプーン・シ

ンデンゲン・カ

ンパニー・リミ

テッド

工場

(タイ王国

ランプー

ン県)

デバイス事業
半導体生産

設備等
251 1,267

 
135

(51)

- 546 2,201
803

(9)

シンデンゲン・

フィリピン・

コーポレーショ

ン

工場

(フィリピ

ン共和国

ラグナ州)

デバイス事業
半導体生産

設備等
117 910

-

(28)
- 271 1,299

652

(8)

シンデンゲン・

インディア・プ

ライベート・リ

ミテッド

工場他

(インド共

和国カル

ナタカ州

他)

電装事業
電装品生産

設備等
1,214 1,284

519

(20)
- 70 3,088

187

(579)

シンデンゲン・

ベトナム・カン

パニー・リミ

テッド

工場

(ベトナム

社会主義

共和国フ

ンイェン

省)

電装事業
電装品生産

設備等
385 176

-

(30)
- 214 775

434

(-)

ピーティー・シ

ンデンゲン・イ

ンドネシア

工場

(インドネ

シア共和

国西ジャ

ワ州)

電装事業
電装品生産

設備等
625 451

367

(35)
- 108 1,553

170

(419)

広州新電元電器

有限公司

工場

(中華人民

共和国広

州市)

電装事業
電装品生産

設備等
53 185

-

(24)
- 6 246

229

(-)

シンデンゲン

（タイランド）

カンパニー・リ

ミテッド

工場

(タイ王国

パトムタ

ニ県)

電装事業
電装品生産

設備等
83 317

51

(23)
- 226 679

354

(77)

シンデンゲン・

アメリカ・イン

コーポレイテッ

ド他計５社

 

本社他

(米国イリ

ノイ州他)

デバイス事業

電装事業

その他

器具備品等 - - - - 152 152
59

(2)

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品ならびに建設仮勘定及び使用権資産の合計であります。

２．従業員数の（　）は、臨時従業員の当連結会計年度の平均人員数を外数で記載しております。
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３【設備の新設、除却等の計画】

（１）重要な設備の新設等

会社名
事業所名
(所 在 地)

セグメントの
名称

設備の内容

投資予定額

資金調達方法 着手年月
完了
予定
年月

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

提出会社

朝霞事業所

本社、支店 他

（埼玉県朝霞市

他）

デバイス事業

電装事業

エネルギーシステム事業

その他

 
生産設備、

研究開発

設備等

2,311 -
自己資金・借入

金及びリース

2024年

4月

2025年

3月

㈱秋田新電元

大浦工場 他

（秋田県由利本荘

市 他）

デバイス事業
半導体生産

設備等
1,705 -

自己資金・親会

社借入金及び

リース

2024年

4月

2025年

3月

㈱東根新電元

工場 他

（山形県東根市

他）

デバイス事業
半導体生産

設備等
472 -

自己資金・親会

社借入金及び

リース

2024年

4月

2025年

3月

㈱岡部新電元
工場 他

（埼玉県深谷市）
電装事業

電装品生産

設備等
721 -

自己資金・親会

社借入金及び

リース

2024年

4月

2025年

3月

新電元スリーイー

㈱

芦苅場工場 他

(埼玉県飯能市他）
エネルギーシステム事業

電源生産設

備等
176 -

自己資金・親会

社借入金及び

リース

2024年

4月

2025年

3月

ランプーン・シン

デンゲン・カンパ

ニー・リミテッド

工場

(タイ王国ランプー

ン県)

デバイス事業
半導体生産

設備等
622 -

自己資金及び親

会社借入金

2024年

1月

2024年

12月

シンデンゲン・

フィリピン・コー

ポレーション

工場

(フィリピン共和国

ラグナ州)

デバイス事業
半導体生産

設備等
399 -

自己資金及び親

会社借入金

2024年

1月

2024年

12月

シンデンゲン・ベ

トナム・カンパ

ニー・リミテッド

工場

(ベトナム社会主義

共和国フンイェン

省)

電装事業
電装品生産

設備等
171 -

自己資金及び親

会社借入金

2024年

1月

2024年

12月

ピーティー・シン

デンゲン・インド

ネシア

工場

(インドネシア共和

国西ジャワ州)

電装事業
電装品生産

設備等
195 -

自己資金及び親

会社借入金

2024年

1月

2024年

12月

シンデンゲン・イ

ンディア・プライ

ベート・リミテッ

ド

工場他

(インド共和国カル

ナタカ州他)

電装事業
電装品生産

設備等
562 -

自己資金及び親

会社借入金

2024年

4月

2025年

3月

広州新電元電器有

限公司

工場

(中華人民共和国広

州市)

電装事業
電装品生産

設備等
100 -

自己資金及び親

会社借入金

2024年

1月

2024年

12月

シンデンゲン（タ

イランド）カンパ

ニー・リミテッド

工場

(タイ王国パトムタ

ニ県)

電装事業
電装品生産

設備等
483 -

自己資金及び親

会社借入金

2024年

1月

2024年

12月

新電元エンタープ

ライズ㈱

他計7社

本社 他

（埼玉県朝霞市

他）

デバイス事業

電装事業

エネルギーシステム事業

その他

器具備品等 7 -
自己資金及び

リース

2024年

1月及び

2024年

4月

2024年

12月及び

2025年

3月

 

（２）重要な設備の除却等

該当事項はありません。

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

有価証券報告書

 30/119



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 31,000,000

Ａ種優先株式 5,000,000

Ｂ種優先株式 5,000,000

 計 31,000,000

(注)　当社の発行可能種類株式は、それぞれ普通株式31,000,000株、Ａ種優先株式5,000,000株、Ｂ種優先株式

5,000,000株であり、合計では41,000,000株となりますが、発行可能株式総数は、31,000,000株とする

旨定款に規定しております。なお、発行可能種類株式の合計と発行可能株式総数との一致については、

会社法上要求されておりません。

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数(株)

(2024年３月31日)
提出日現在発行数(株)
(2024年６月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 10,338,884 10,338,884
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数は100株

であります。

計 10,338,884 10,338,884 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（千株）

発行済株式総
数残高

（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2017年10月１日

（注）
△93,049 10,338 － 17,823 － 6,031

（注）株式併合（10：1）によるものであります。

 

（５）【所有者別状況】

        2024年３月31日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株式

の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） - 24 30 110 98 14 8,474 8,750 －

所有株式数（単元） - 28,486 1,644 24,567 12,965 31 35,205 102,898 49,084

所有株式数の割合

（％）
- 27.68 1.60 23.88 12.60 0.03 34.21 100 －

（注）１．自己株式26,172株は「個人その他」に261単元、および「単元未満株式の状況」に72株含めて記載しており

ます。

なお、期末日現在の実質的な所有株式数は26,072株であります。

２．「その他の法人」の欄には証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。
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（６）【大株主の状況】

  2024年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株)

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２丁目１－１号 1,336 12.96

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）

東京都港区赤坂１丁目８番１号　赤坂イン

ターシティＡＩＲ
875 8.48

中央日本土地建物株式会社 東京都千代田区霞が関１丁目４－１ 502 4.87

みずほ信託銀行株式会社　退職

給付信託　みずほ銀行口　再信

託受託者　株式会社日本カスト

ディ銀行

東京都中央区晴海１丁目８番１２号 356 3.46

朝日生命保険相互会社

（常任代理人　株式会社日本カス

トディ銀行）

東京都新宿区四谷１丁目６番１号

（東京都中央区晴海１丁目８番１２号）
325 3.16

新電元工業協力会社持株会 東京都千代田区大手町２丁目２－１ 277 2.70

株式会社日本カストディ銀行（信

託口）
東京都中央区晴海１丁目８－１２ 221 2.15

新電元工業従業員持株会 東京都千代田区大手町２丁目２－１ 210 2.04

株式会社日本カストディ銀行（信

託口４）
東京都中央区晴海１丁目８－１２ 206 2.00

損害保険ジャパン株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目２６－１ 200 1.94

計 ― 4,512 43.76

（注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、株式会社日本カストディ銀行（信託口）、株式会社日

本カストディ銀行（信託口４）の所有株式数は、信託業務に係るものであります。

２．みずほ信託銀行株式会社　退職給付信託　みずほ銀行口　再信託受託者　株式会社日本カストディ銀行の持

株数356千株は、株式会社みずほ銀行からみずほ信託銀行株式会社へ委託された信託財産を同行へ再信託され

たものであります。信託約款上、議決権の行使および処分権については株式会社みずほ銀行が指図権を留保

しております。

３．2024年１月10日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友トラス

ト・アセットマネジメント株式会社及びその共同保有者である日興アセットマネジメント株式会社が2023年

12月29日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として期末時点における実質所

有株式数の確認ができませんので上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

三井住友トラスト・アセットマネジ

メント株式会社
東京都港区芝公園一丁目１番１号 株式　　369,400 3.57

日興アセットマネジメント株式会社 東京都港区赤坂九丁目７番１号 株式　　110,400 1.07

計 ― 株式　　479,800 4.64
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ 単元株式数100株
普通株式 26,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,263,800 102,638
同上

（注）

単元未満株式 普通株式 49,084 － －

発行済株式総数  10,338,884 － －

総株主の議決権  － 102,638 －

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株（議決権１個）

含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

新電元工業株式会社

東京都千代田区

大手町２丁目２－１

普通株式

26,000
－

普通株式

26,000
0.25

計 －
普通株式

26,000
－

普通株式

26,000
0.25

（注）上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が100株（議決権１個）あ

ります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めておりま

す。

 

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

有価証券報告書

 34/119



２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 300 951,116

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、2024年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取によ

る株式は含まれておりません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る移転

を行った取得自己株式
－ － － －

その他

（単元未満株式の売渡請求による売渡）

（譲渡制限付株式報酬による自己株式の処分）

 

－

3,906

 

－

12,967,920

 

 

－

－

 

 

 

－

－

 

保有自己株式数 26,072 － 26,072 －

（注）当期間における保有自己株式には、2024年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取及び

売渡による株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題のひとつと位置付けており、業界における競争力を維持・

強化するための内部留保、株主資本利益率の水準、業績などを総合的に勘案して成果の配分を行っていくことを基本

方針としております。

当社の剰余金の配当は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めており、中

間および期末の年２回行うことを基本としております。中間配当は９月30日を基準日として取締役会で決議し、期末

配当は３月31日を基準日として定時株主総会で決議することとしております。

 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額

2024年6月27日
普通株式 1,340,665,560円 130.00円

定時株主総会決議

 

 

 

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

有価証券報告書

 35/119



４【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、経営の透明性やコンプライアンスを含めてコーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求め

られるなか、経営環境の急激な変化に迅速かつ的確に対応できるよう経営システムを維持、向上させていくこ

とを基本方針としております。

 

②企業統治の体制の概要および当該体制を採用する理由

当社は、取締役の任期を１年とし、取締役の経営責任を明確にして、経営体質の強化を図っております。ま

た、経営の意思決定と業務執行を分離するため執行役員制を導入し、業務執行のスピードアップを図り、効率

的な経営を進めるとともに、取締役会における監督機能強化に努めております。経営と執行の分離により、意

思決定の迅速化と監視機能強化の両立を図り、監査役会が独立した立場で監査することで、内部統制システム

の有効性を高めております。また指名・報酬委員会を設置し、取締役の指名・報酬等に関する手続きの客観

性・透明性を確立しております。経営管理機構としましては、取締役会、経営会議、監査役会、および技術・

品質政策会議、本部長会、事業部長会などの各種会議体を機能的に運営し、迅速な意思決定、効率的な事業活

動により、有機的なグループ経営を追求しております。さらに、当社グループが「企業ミッション」の実践と

ESG経営の推進により、持続可能な社会の実現に貢献し、企業価値を向上させていくため、代表取締役社長を委

員長とするサステナビリティ委員会を設置しております。また当委員会の配下に関連委員会を組織しサステナ

ビリティに資する課題を統合的に管理しております。情報開示につきましては、経営の公正性・透明性を高め

るべく、IR活動の強化に努めております。
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③企業統治に関するその他の事項

a.内部統制システムの整備の状況

コンプライアンスのための体制を含む内部統制システムに関して、内部監査部門により当社グループの

整備方針・計画の実行状況について内部監査を実施し、取締役会および監査役会への定期報告を実施して

おります。またコンプライアンス委員会および法務コンプライアンス部にて関連規定を整備し、当社グ

ループのコンプライアンスに関する課題に対応するとともに、問題発生の未然防止に努めております。

 

b.リスク管理体制の整備の状況

会社における個々の損失の危険(環境、災害、品質、輸出管理等のリスク)については、それぞれのリス

クを管理する取締役の指示のもと、対応部署が各規定·規則類を整備し、リスクの評価・予防、施策の実

行、教育、監査等を実施しているほか、必要に応じ組織横断的な専門委員会を設置する体制を整えており

ます。また、内部監査部門により、企業集団におけるリスク·マネジメントが有効に機能しているか、マ

ニュアルを制定し、その実行状況を監視しています。

 

c.子会社の業務の適正を確保するための体制整備の状況

子会社の業務の適正を確保するための体制整備については、「新電元グループ行動指針」の周知徹底を

図るほか、「子会社管理規定」を定め、各事業部門および各種委員会を通じて、子会社は親会社が必要と

する資料提出等により、業務および財務の状況、事業計画に対する進捗等の報告を行うことで、グループ

一体となった運営を行っています。監査役は、独立した立場から、子会社について、内部統制システムの

整備・運用状況を含め監査職務を遂行します。さらに企業集団としての内部通報制度(企業倫理ホットライ

ン)により、子会社における法令違反等を未然に防ぐ体制をとっております。

 

d.責任限定契約の内容の概要

当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める

最低責任限度額であります。

 

e.取締役の定数

当社の取締役は９名以内とする旨定款に定めております。

 

f.取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

 

g.自己の株式の取得の決定機関

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取

得することができる旨定款に定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的

とするものであります。

h.中間配当の決定機関

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって中間配当をすることができる旨定

款に定めております。これは、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。

 

i.株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に

定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な

運営を行うことを目的とするものであります。

 

j.株式会社の支配に関する基本方針

当社は、不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを未然に防止すべ

く、「当社株式の大量買付行為への対応方針（買収防衛策）」を導入しており、2022年６月29日開催の第

98回定時株主総会にて、プランの一部変更をした上で継続のご承認をいただいております。

 

１．基本方針の内容

当社は、上場会社として当社株式の自由な売買が認められる以上、当社の財務および事業の方針を支配

する者については、最終的には株主の皆様の自由な意思に基づき決定されることが基本であると考えま
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す。また、当社株式に対して特定の者から大量買付行為が為された場合、株主の皆様が当該買付行為を受

け入れるか否かの適切なご判断を行うためには、買付者および当社取締役会双方から必要かつ十分な情報

が提供される必要があると考えます。従って、当社株式に対する大量買付行為が合理的なルールに従って

行われる体制を整えておくことが、当社の企業価値および株主共同の利益の確保・向上に合致するものと

考えます。

一方、大量買付行為の中には、株主の皆様に株式の売却を強要する仕組みを有するものや、当社に回復

し難い損害を与えるおそれのあるものなど、株主共同の利益を著しく損なうものもないとはいえません。

当社は、このような買付行為またはこれに類する行為を行う者は、当社の財務および事業の方針を支配す

る者としては不適切であり、当社の財務および事業の方針を支配する者は、当社を支える様々なステーク

ホルダーとの信頼関係を維持し、当社グループの企業価値を高め、株主共同の利益の確保・向上のため、

中長期の視点に立ち、安定的な経営体制を堅持する者でなければならないと考えます。

 

２．会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み

（１）当社の経営理念と企業ミッション

（２）長期ビジョン2030

（３）第16次中期経営計画

上記の各内容につきましては、「第２　事業の状況　１．経営方針、経営環境及び対処すべき課題等」

をご参照ください。

 

３．会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配

されることを防止するための取組み（以下、「本プラン」といいます。）の内容

Ⅰ　本プラン継続の目的と必要性

本プランは、上記１．「会社の支配に関する基本方針」に照らして不適切な者によって当社の財務お

よび事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの１つです。

当社取締役会は、大量買付行為が行われようとする場合に、当社株主の皆様が大量買付行為を受入れ

るかどうかの判断を適切に行うためには、株主の皆様に当該大量買付行為にかかる十分な情報が提供さ

れる必要があると考えます。従いまして、当社取締役会としては、株主の皆様の判断の資料とするため

に、大量買付者に対して当社取締役会への大量買付行為に関する情報の提供を求め、提供された情報を

評価・検討し、取締役会としての意見を取りまとめて開示します。また、当社取締役会は必要に応じて

大量買付者と交渉し、または株主の皆様へ代替案を提示することもあります。

以上の理由により、当社取締役会は、大量買付行為が合理的なルールに従って行われることが、当社

グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に合致するものと考え、2022年６月29日開催

の当社定時株主総会において株主の皆様にご承認いただき、本プランの継続を決議しました。

なお、当社は現時点において、当社株式の大量買付行為にかかる提案は受けておりません。

 

Ⅱ　独立委員会の設置

本プランにおいては、対抗措置の発動等にあたって当社取締役会の恣意的判断を排除するため、独立

委員会規定に従い、当社社外取締役、当社社外監査役又は社外の有識者（実績のある会社経営者、官庁

出身者、弁護士、公認会計士もしくは学識経験者又はこれらに準じる者）で、当社の業務執行を行う経

営陣から独立した者のみから構成される独立委員会（以下「独立委員会」といいます）の勧告を最大限

尊重するとともに、株主の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしていま

す。

 

Ⅲ　本プランの内容

（１）対象となる買付

本プランの対象となる当社株式の買付とは、特定株主グループ（注１）の議決権割合（注２）を

20％以上とする当社株式等（注３）の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が

20％以上となる当社株式等の買付行為（いずれについてもあらかじめ当社取締役会が同意したものを

除き、また市場取引、公開買付け等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為

を「大量買付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大量買付者」といいます。）とします。大

量買付者は、予め本プランに定められた手続（以下「大量買付ルール」といいます）に従うこととし

ます。

 

注１：特定株主グループとは、

（ⅰ）当社の株式等（金融商品取引法第27条の23第1項に規定する株券等をいいます。）の保有者（同法

第27条の23第3項に基づき保有者に含まれる者を含みます。以下同じとします。）及びその共同保
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有者（同法第27条の23第5項に規定する共同保有者をいい、同条第6項に基づき共同保有者とみな

される者を含みます。以下同じとします。）又は、

（ⅱ）当社の株式等（同法第27条の2第1項に規定する株券等をいいます。）の買付等（同法第27条の2第

1項に規定する買付等をいい、取引所有価証券市場において行われるものを含みます。）を行う者

及びその特別関係者（同法第27条の2第7項に規定する特別関係者をいいます。）

　　　を意味します。

注２：議決権割合とは、

（ⅰ）特定株主グループが、注１の（ⅰ）記載の場合は、当該保有者の株式等保有割合（金融商品取引

法第27条の23第4項に規定する株券等保有割合をいいます。この場合においては、当該保有者の共

同保有者の保有株式等の数（同項に規定する保有株券等の数をいいます。以下同じとします。）

も加算するものとします。）又は、

（ⅱ）特定株主グループが、注１の（ⅱ）記載の場合は、当該買付者及び当該特別関係者の株式等保有

割合（同法第27条の2第8項に規定する株券等保有割合をいいます。）の合計

　　　をいいます。

各株式等保有割合の算出に当たっては、総議決権（同法第27条の2第8項に規定するものをいいま

す。）及び発行済株式の総数（同法第27条の23第4項に規定するものをいいます。）は、株主名簿のほ

か、有価証券報告書、半期報告書、臨時報告書及び自己株券買付状況報告書のうち直近に提出された

もの並びに大量保有報告書を参照することができるものとします。

注３：株式等とは、金融商品取引法第27条の23第1項、又は同法第27条の2第1項のいずれかに規定する株券

等を意味します。

 

（２）大量買付者に対する情報提供の要求

大量買付者は、当社取締役会が別段の定めをした場合を除き、大量買付行為の実行に先立ち、当社

取締役会に対して、以下の各号に定める情報（以下「本必要情報」といいます）および当該大量買付

者が大量買付行為に際して大量買付ルールを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下「買付説

明書」と総称します）を当社の定める書式により日本語で提出していただきます。

（ⅰ）大量買付者およびそのグループ（共同保有者、特別関係者および（ファンドの場合は）各組合員そ

の他の構成員を含みます）の詳細（具体的名称、資本構成、事業内容、財務内容等を含みます）

（ⅱ）大量買付行為の目的、方法および内容（大量買付行為の対価の価額・種類、大量買付行為の時期、

関連する取引の仕組み、大量買付行為の方法の適法性、大量買付行為の実行の可能性を含みます）

（ⅲ）大量買付行為の価格の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、算定に用いた数値情報および大量買

付行為にかかる一連の取引により生じることが予想されるシナジーの内容、そのうち少数株主に対

して分配されるシナジーの内容を含みます）

（ⅳ）大量買付行為の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を含みます）の具体的名称、調達方

法、関連する取引の内容を含みます）

（ⅴ）大量買付行為後における当社および当社グループの経営方針、事業計画、資本政策および配当政策

（ⅵ）大量買付行為後における当社の従業員、労働組合、取引先、顧客、地域社会その他の当社に係る利

害関係者の処遇等の方針

（ⅶ）当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策

（ⅷ）その他当社取締役会が合理的に必要と判断する情報

 

なお、当社取締役会は、大量買付者より提出を受けた全ての情報を独立委員会に速やかに提供し、

当社取締役会および独立委員会が、当該買付説明書の記載内容が本必要情報として不十分であると判

断した場合には、取締役会を通して、大量買付者に対し適宜期間を定めて追加的に情報を提供するよ

う求めることがあります。この場合、大量買付者においては、当該期限までにかかる情報を追加的に

提供していただきます。

また、当社取締役会および独立委員会が、大量買付者による本必要情報の提供が十分に為されたと

認めた場合には、その旨を大量買付者に通知（以下「情報提供完了通知」といいます）するととも

に、その旨を速やかに開示いたします。

 

（３）大量買付行為の内容の検討・大量買付者との交渉・代替案の検討

①当社取締役会による検討作業

当社取締役会は、大量買付者から情報・資料等（追加的に要求したものも含みます）の提供が十分

に為されたと認め、情報提供完了通知を行った後、その翌日を起算日として、対価を円貨現金のみと

する公開買付けによる当社全株式の買付の場合は60日間を超えない検討期間、その他の買付等の場合

は90日間を超えない検討期間（以下「取締役会検討期間」といいます）を設定します。
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ただし、取締役会検討期間は、取締役会が合理的に必要な事由があると認める場合に限り、延長で

きるものとします。その場合は、延長期間及び当該延長期間が必要とされる具体的理由を大量買付者

に通知するとともに、その旨を速やかに開示いたします。延長の期間は最大30日間とします。

当社取締役会は、取締役会検討期間内において大量買付者から提供された情報・資料等に基づき、

取締役会としての意見をとりまとめるとともに、当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向

上の観点から、大量買付者の大量買付行為の内容の検討、当社取締役会による代替案の検討を行いま

す。

大量買付者は、取締役会検討期間中、当社取締役会が、検討資料その他の情報提供、協議・交渉等

を求めた場合には、速やかにこれに応じなければならないものとします。なお、大量買付者は、取締

役会検討期間が終了するまでは、大量買付行為を開始することはできないものとします。

また、当社取締役会は本必要情報の検討ならびに大量買付者との協議および交渉に際して、必要に

応じ、当社から独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサル

タントその他の専門家）の助言を得るものとします。

 

②株主およびステークホルダーに対する情報開示

当社取締役会は、大量買付者から大量買付行為の提案が為された事実については速やかに開示し、

提案の概要および本必要情報の概要その他の状況のうち当社取締役会および独立委員会が適切と判断

する事項については、当社取締役会が適切と判断する時点で情報開示を行います。

 

（４）対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告

独立委員会は、取締役会検討期間内に、上記（３）①の当社取締役会による検討、交渉、意見形成

および代替案立案と並行して、以下の手続きに従い、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に

関する勧告を行うものとします。その際、独立委員会の判断が当社の企業価値ひいては株主共同の利

益の確保・向上に資するようになされることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、当社

から独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその

他の専門家）の助言を得ることができるものとします。なお、独立委員会が当社取締役会に対して、

以下に定める勧告をした場合には、当社取締役会は、当該勧告の事実とその概要その他当社取締役会

が適切と判断する事項について、速やかに開示いたします。

①大量買付者が大量買付ルールを遵守しなかった場合

独立委員会は、大量買付者が大量買付ルールを遵守しなかった場合、当該大量買付行為を当社の企

業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうものであるとし、原則として当社取締役会に対して、

対抗措置の発動を勧告します。

②大量買付者が大量買付ルールを遵守した場合

独立委員会は、大量買付者が大量買付ルールを遵守した場合には、当社取締役会に対して対抗措置

の不発動を勧告します。

ただし、大量買付ルールが遵守されている場合であっても、当該大量買付行為が当社の企業価値ひ

いては株主共同の利益を著しく損なうと判断される大量買付行為（注４）であると認められ、かつ対

抗措置の発動を相当と判断する場合には、例外的に、当社取締役会に対し対抗措置の発動を勧告する

ことがあります。

なお、独立委員会は、対抗措置発動に関して、予め株主意思の確認を得るべき旨の留保を付すこと

ができるものとします。

 

注４：当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断される大量買付行為とは

（ⅰ）真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、株式等を買占め、その株式等につき当社に対

して高値で買取を要求する行為

（ⅱ）当社の経営を一時的に支配して、当社の重要な資産等を廉価に取得する等、当社の犠牲の下に大量

買付者の利益を実現する経営を行う行為

（ⅲ）当社の資産を大量買付者やそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する行為

（ⅳ）当社の経営を一時的に支配して、当社の事業に当面関係していない高額資産等を処分させ、その処

分利益をもって一時的な高配当をさせるか、一時的高配当による株価の急上昇の機会を狙って高値

で売り抜ける行為

（ⅴ）強圧的二段階買付（最初の大量買付行為で全株式の買付を勧誘することなく、二段階目の大量買付

行為の買付条件を株主に対して不利に設定し、あるいは明確にしないで、最初の大量買付行為を行

うことをいいます）等株主に株式の売却を事実上強要するおそれのある大量買付行為である場合

 

対抗措置は新株予約権（以下「本新株予約権」といいます）の無償割当てとし、その概要は別紙４

に記載のとおりですが、実際に本新株予約権を発行する場合には、議決権割合が20％以上の特定株主
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グループに属さないことを本新株予約権の行使条件とするなど、対抗措置としての効果を勘案した行

使期間及び行使条件、取得条項及び取得条件等を設けることがあります。

 

（５）取締役会の決議、 株主意思の確認

当社取締役会は、上記（４）に定める独立委員会の勧告を最大限尊重し、かかる勧告を踏まえて当

社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上という観点から速やかに対抗措置の発動又は不発

動の決議を行うものとします。

なお、独立委員会が対抗措置の発動を勧告するに際して、当該発動に関して事前に株主意思の確認

を得るべき旨の留保を付した場合、当社取締役会は、実務上開催が著しく困難な場合を除き、実務上

可能な限り最短の時間で株主意思確認のための株主総会（以下「株主意思確認総会」といいます）を

招集し、対抗措置の発動に関する議案を付議します。株主意思確認総会は、定時株主総会又は臨時株

主総会とあわせて開催する場合もあります。当社取締役会において株主意思確認総会の開催を決定し

た場合には、取締役会検討期間はその時点を以て終了するものとします。当該株主意思確認総会に

て、対抗措置の発動に関する議案が可決された場合には、当社取締役会は株主意思確認総会における

決定に従い、対抗措置の発動に関する決議を行い、必要な手続を行います。一方、当該株主意思確認

総会において、対抗措置の発動に関する議案が否決された場合には、当社取締役会は、対抗措置の不

発動に関する決議を行います。

当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、当該決議の概要その他当社取締役会および独立委

員会が適切と判断する事項について、また、株主意思確認総会を実施した場合には、投票結果その他

取締役会および独立委員会が適切と判断する事項について、速やかに開示いたします。

 

（６）対抗措置の発動を中止する場合

上記（５）において対抗措置をとることを決定した後、大量買付者が大量買付行為の撤回又は変更

を行った場合など、対抗措置の発動が相当でないと当社取締役会が判断した場合には、対抗措置の発

動の停止又は変更を行うことがあります。例えば、本新株予約権の無償割当ての効力発生日までは本

新株予約権の無償割当ての中止、本新株予約権の無償割当ての効力発生日後、本新株予約権の行使期

間の初日の前日までは本新株予約権の無償取得を含む別個の判断を行うことができるものとします。

 

Ⅳ　本プランの有効期間、廃止および変更

本プランは、本定時株主総会において株主の皆様から承認が得られた同日に発効するものとし、有効

期間は2025年６月開催予定の定時株主総会終結時までとします。

ただし、かかる有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランを変更または廃止す

る旨の決議が行われた場合には、本プランは当該決議に従いその時点で変更または廃止されるものとし

ます。また、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会により本プランを廃止する旨の

決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。

なお、当社取締役会は、本プランに反しない範囲、または会社法、金融商品取引法、その他の法令も

しくは証券取引所規則の変更またはこれらの解釈・運用の変更、または税制、裁判例等の変更により、

合理的に必要と認められる範囲で、独立委員会の承認を得たうえで本プランを修正し、または変更する

場合があります。また、当社取締役会が、本プランの内容について当社株主の皆様に実質的な影響を与

えるような変更を行う場合には、改めて直近で開催される株主総会に付議し、株主の皆様のご承認をい

ただくことといたします。

当社は、本プランが廃止または変更された場合には、当該廃止または変更の事実および（変更の場合

には）変更内容その他当社取締役会が適切と認める事項について、情報開示を速やかに行います。

 

４．本プランの合理性

（１）買収防衛策に関する指針の要件をすべて充足していること

本プランは、経済産業省および法務省が2005年５月27日に発表した「企業価値・株主共同の利益の

確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確

保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）をすべて充足していま

す。また、本プランは経済産業省・企業価値研究会が2008年６月30日に発表した報告書「近時の諸環

境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえて設計されているものです。

 

（２）株主共同の利益の確保・向上の目的をもって継続されること

本プランは、当社の株式に対する大量買付行為が為された際に、当該大量買付行為に応じるべきか

否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期間を確

保し、株主の皆様のために大量買付者と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社の企業価値

ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって継続されるものです。
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（３）株主の皆様の意思を重視するものであること

本プランは、本定時株主総会において、株主の皆様の承認を得ることにより発効することとしてい

ます。また、本プランの継続後、その後の当社株主総会において、本プランの変更または廃止の決議

が為された場合には、本プランは当該決議に従い変更または廃止されることになります。

従いまして、本プランの継続、廃止および変更には、当社株主の皆様の意思が十分反映される仕組

みとなっております。

 

（４）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

当社は、上記３．に記載のとおり、本プランに基づく大量買付行為への対抗措置の発動等に関する

取締役会の恣意的判断を排し、取締役会の判断、対応の客観性および合理性を確保することを目的と

して独立委員会を設置いたしました。当社取締役会は、対抗措置の発動又は不発動の決議等に際して

独立委員会の勧告を最大限尊重いたします。

また、当社は、独立委員会の判断の概要について株主および投資家の皆様に情報開示を行うことと

し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを

確保しています。

 

（５）合理的かつ客観的な発動要件の設定

本プランにおける対抗措置は、上記４．に記載のとおり、予め定められた合理的かつ客観的な発動

要件が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防

止するための仕組みを確保しています。

 

（６）デッドハンド型もしくはスローハンド型買収防衛策ではないこと

上記５．に記載のとおり、本プランは、当社の株主総会で選任された取締役で構成される取締役会

により、いつでも廃止することができるものとされております。従って、本プランは、デッドハンド

型買収防衛策（取締役会の構成員の過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）で

はありません。

また、当社は期差任期制を採用していないため、本プランはスローハンド型（取締役会の構成の交

代を一度に行うことができないため、その発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でもありま

せん。

 

k.役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており

ます。

（１）被保険者の範囲

当社のすべての取締役、監査役および執行役員。

 

（２）保険契約の内容の概要

被保険者が（１）の会社の役員としての業務につき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償

請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等を補償するものです。ただし、贈収

賄などの犯罪行為や意図的に違法行為を行った役員自身の損害等は補償対象外とすることにより、役員等

の職務の執行の適正性が損なわれないように措置を講じております。保険料は全額当社が負担します。

 

l.取締役会の活動状況

当社取締役会は、経営管理の基本方針ならびに全般的執行方針に関する審議決定機関として法定事項お

よび経営に関する重要事項について決定するとともに、業務執行の状況を監督しております。

当事業年度において当社は取締役会を13回開催しており、個々の取締役の出席状況については次のとお

りであります。

 

氏名 開催回数 出席回数（率）

田中　信吉 13回 13回（100％）

鈴木　吉憲 ３回 ３回（100％） （注）１

根岸　康美 ３回 ３回（100％） （注）１

堀口　健治 13回 13回（100％）

受川　修 10回 10回（100％） （注）２

佐々木　正博 10回 10回（100％） （注）２
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橋元　秀行 ３回 ３回（100％） （注）１

重本　彰子 １回 １回（100％） （注）３

西山　佳宏 10回 10回（100％） （注）２

北代　八重子 10回 10回（100％） （注）２

（注）１．鈴木吉憲氏、根岸康美氏および橋元秀行氏は2023年６月29日開催の第99回定時株主総会終結

の時をもって任期満了のため、退任いたしました。

２．受川修氏、佐々木正博氏、西山佳宏氏および北代八重子氏は、2023年６月29日開催の第99回

定時株主総会で就任いたしました。

３．重本彰子氏は2023年４月25日をもって辞任により退任いたしました。

 

m. 指名・報酬委員会の活動状況

当社は取締役の指名・報酬等に関する手続きの更なる客観性・透明性を確立することにより、取締役会

の監督機能の向上およびコーポレート・ガバナンス体制をより一層充実させるため取締役会の任意の諮問

機関である指名・報酬委員会を設置しております。本委員会は、委員の過半数が独立社外役員で構成さ

れ、独立社外役員である社外取締役が委員長を務めております。

当事業年度における本委員会の活動状況は、次のとおりです。

 

＜当事業年度の活動状況＞

開催回数：６回

出席状況：全ての委員会に全委員が出席いたしました。

主な審議事項等の概要

・役員報酬体系の見直しについて

・役員トレーニングについて

・相談役・顧問制度について

・後継者計画について

・取締役候補、執行役員の選任について
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（２）【役員の状況】

①　役員一覧

男性7名　女性2名　（役員のうち女性の比率22％）

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役社長

兼 販売統括
田中　信吉 1961年７月20日

1985年４月 当社入社

2006年10月 経営企画室企画部長

2010年４月 電子デバイス事業本部電子デバイス事業管理

室管理部長
2010年７月 電子デバイス事業本部電子デバイス事業管理

室長
2011年６月 執行役員

　　　　　 電子デバイス事業本部長

2015年６月 執行役員

　　　　　 電子デバイス事業本部長兼営業本部長

2016年４月 上席執行役員

　　　　　 電子デバイス事業本部長兼営業本部長

2017年４月 上席執行役員

　　　　　 営業本部長兼EVP室担当

2017年６月 取締役兼上席執行役員

　　　　　 営業本部長兼EVP室担当

2018年４月 取締役兼常務執行役員

　　　　　 営業本部長兼EVP室担当

2020年４月 取締役兼常務執行役員

　　　　　 販売部門統括兼CSR室長

2022年４月 取締役兼常務執行役員

　　　　　 販売統括兼エネルギーシステム事業担当

2023年４月 代表取締役社長（現）

　　　　　 販売統括（現）

(注)３
普通株式

7,208

取締役

兼 専務執行役員

技術・品質統括兼磁性部品

・環境管理・安全推進担当

堀口　健治 1959年11月16日

1983年４月 当社入社
2000年４月 機能デバイス事業本部機能デバイス事業部デ

バイス設計部長
2003年10月 電子デバイス事業本部機能デバイス事業部副

事業部長兼電子デバイス事業本部機能デバイ
ス事業部設計部長

2005年４月 電子デバイス事業本部機能デバイス事業部長
兼電子デバイス事業本部機能デバイス事業部
設計部長

2006年４月 電子デバイス事業本部機能デバイス事業部長
2008年４月 技術開発本部IC開発センター長
2009年４月 技術開発センター副センター長
2010年６月 執行役員
　　　　　 ㈱東根新電元代表取締役社長
2012年６月 執行役員
　　　　　 ㈱東根新電元代表取締役社長兼SPISプロジェ

クト担当
2013年３月 執行役員
　　　　　 ㈱東根新電元代表取締役社長兼SPISプロジェ

クト長兼SPISプロジェクト担当
2013年４月 執行役員
　　　　　 ㈱東根新電元代表取締役社長
2013年６月 取締役兼執行役員
　　　　　 技術・生産・品質・知的財産・パワーモ

ジュール製品担当
2014年６月 取締役兼執行役員
 　　　　 技術開発センター長兼技術・生産・品質・知

的財産・パワーモジュール製品担当
2015年６月 取締役兼執行役員
　　　　　 技術・生産・品質担当
2016年４月 取締役兼上席執行役員
　　　　　 技術・生産・品質担当
2017年４月 取締役兼上席執行役員
　　　　　 工場長兼事業構造改革・資材・物流・磁性部

品担当
2018年４月 取締役兼常務執行役員
　　　　　 工場長兼事業構造改革・資材・物流・磁性部

品担当
2019年４月 取締役兼常務執行役員
　　　　　 工場長兼事業構造改革・磁性部品担当
2020年４月 取締役兼常務執行役員
　　　　　 工場長兼磁性部品・環境・ISO推進室担当
2020年11月 取締役兼常務執行役員
　　　　　 工場長兼磁性部品・環境安全・ISO推進室担

当
2022年４月 取締役兼常務執行役員
　　　　　 技術・品質統括兼磁性部品・環境安全・ISO

推進担当
2023年４月 取締役兼専務執行役員（現）
　　　　　 技術・品質統括兼磁性部品・環境管理・安全

推進担当（現）

(注)３
普通株式

5,875

 

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）
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取締役

兼 常務執行役員

財務・リスクマネジメント統

括　

兼　経理・内部監査担当

受川　修 1961年11月11日

1984年４月 ㈱第一勧業銀行入行

2001年９月 同行シンガポール支店副支店長

2002年12月 ㈱みずほコーポレート銀行国際業務管理部次

長

2005年１月 同行台北支店副支店長

2008年４月 同行国際管理部副部長

2009年４月 同行アジア業務管理部長

2011年６月 ㈱みずほフィナンシャルグループ

　　　　　 監査業務部長

2013年11月 みずほ総合研究所㈱上席執行役員兼教育事業

部長

2016年４月 当社入社

　　　　　 執行役員

　　　　　 経理・財務・内部監査担当

2020年４月 上席執行役員

　　　　　 経理・財務・内部監査・情報システム担当

2022年４月 上席執行役員

　　　　　 経理・財務・内部監査担当

2023年４月 常務執行役員

　　　　　 経理・財務・内部監査担当

2023年６月 取締役兼常務執行役員（現）

　　　　　 財務・リスクマネジメント統括兼経理・内部

監査担当（現）

(注)３
普通株式

2,891

取締役

兼　常務執行役員

生産・SCM統括

兼　経営企画室長

兼　人事担当

 

佐々木　正博 1964年２月20日

1987年４月 当社入社

2006年４月 パワーシステム事業本部製品開発部長

2008年４月 パワーシステム事業本部第１設計部長

2009年２月 パワーシステム事業本部設計部長

2009年10月 パワーシステム事業本部第１設計部長

2010年10月 パワーシステム事業本部パワーシステム事業

部長

2012年４月 パワーシステム事業本部副本部長兼

　　　　　 パワーシステム事業本部パワーシステム事業

部長

2012年６月 執行役員

　　　　　 パワーシステム事業本部長兼パワーシステム

事業本部パワーシステム事業管理室長

2013年６月 執行役員

　　　　　 新エネルギー事業本部長

2015年６月 執行役員

　　　　　 技術開発センター長兼新エネルギー

　　　　　 技術開発・知的財産担当

2017年４月 執行役員

　　　　　 技術開発センター長兼品質・知的財産担当

2020年４月 上席執行役員

　　　　　 経営企画室長兼人事担当

2023年４月 常務執行役員

　　　　　 経営企画室長兼人事担当

2023年６月 取締役兼常務執行役員（現）

　　　　　 生産・SCM統括兼経営企画室長兼人事担当

（現）

(注)３
普通株式

4,661

取締役 西山　佳宏 1955年９月24日

1978年４月 日本鉱業㈱入社

2013年４月 JX日鉱日石金属㈱常務執行役員

　　　　　 同社金属事業本部副本部長、企画部管掌

　　　　　 パンパシフィック・カッパー㈱常務執行役員

　　　　　 日韓共同製錬㈱取締役

2013年６月 JX日鉱日石金属㈱取締役兼常務執行役員

　　　　　 パンパシフィック・カッパー㈱取締役兼常務

執行役

2014年６月 JX日鉱日石金属㈱金属事業本部長

パンパシフィック・カッパー㈱取締役副社長兼執行役員

日韓共同製錬㈱代表取締役社長

日比共同製錬㈱代表取締役社長

2015年６月 パンパシフィック・カッパー㈱代表取締役社

長

2016年１月 JX金属㈱取締役常務執行役員兼金属事業本部

長

2017年６月 東邦チタニウム㈱代表取締役社長兼社長執行

役員

2021年６月 東邦チタニウム㈱顧問

2023年６月 ソーダニッカ㈱社外取締役（現）

2023年６月 当社取締役（現）

(注)３
 

－
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取締役 北代　八重子 1970年８月18日

2000年10月 弁護士登録

2007年１月 東京簡易裁判所司法委員

2016年４月 東京家庭裁判所立川支部調停委員

2019年６月 シチズン時計㈱社外監査役（現）

2021年６月 ㈱いなげや社外取締役（現）

2022年４月 第一東京弁護士会副会長

2023年６月 当社取締役（現）

(注)３ －

常勤監査役 森田　俊英 1967年１月５日

1990年４月 当社入社

2015年４月 シンデンゲン・ユーケー・リミテッド取締役

社長

2018年４月 内部監査部長

2021年４月 大阪支店長

2022年４月 理事　大阪支店長

2023年４月 理事

2023年６月 常勤監査役（現）

(注)４
普通株式

496

監査役 二瓶　晴郷 1957年８月30日

1980年４月 ㈱第一勧業銀行入行

2006年３月 ㈱みずほコーポレート銀行台北支店長

2008年４月 同行執行役員台北支店長

2009年４月 同行執行役員ヒューマンリソースマネジメン

ト部長

2010年４月 同行常務執行役員営業担当役員

2011年４月 ㈱みずほ銀行常務執行役員

2014年４月 みずほ総合研究所㈱取締役副社長

2016年６月 川崎汽船㈱常勤監査役

2017年６月 同社専務執行役員

2018年６月 同社代表取締役兼専務執行役員

2020年４月 同社取締役

2021年６月 株式会社JCU社外監査役

2021年６月 当社監査役（現）

2024年６月 株式会社JCU社外取締役（現）

(注)５ －

監査役 辻　さちえ 1972年４月23日

1996年10月 監査法人トーマツ入所

1999年４月 公認会計士登録

2015年７月 ㈱エスプラス（現㈱ビズサプリ）代表取締役

（現）辻さちえ公認会計士事務所所長（現）

2016年６月 一般社団法人日本公認不正検査士協会理事

（現）

2021年３月 SBSホールディングス㈱社外取締役（監査等

委員）（現）

2021年６月 当社監査役（現）

2022年３月 大塚ホールディングス㈱社外監査役（現）

(注)５
 

－

計 21,131

（注）１．取締役西山佳宏および北代八重子の両氏は、社外取締役であります。

２．監査役二瓶晴郷および辻さちえの両氏は、社外監査役であります。

３．2024年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．2023年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．2021年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６. 取締役北代八重子氏の戸籍上の氏名は、石田八重子であります。

７. 監査役辻さちえ氏の戸籍上の氏名は、上田さちえであります。

８．上記を除く執行役員の状況は、次のとおりであります。

役名 氏名 職名

上席執行役員 児玉　光司 電装事業本部長　兼　EVP担当

上席執行役員 西　　智昭 技術開発センター長　兼　品質・知的財産担当

執行役員 古川　直之 資材部長　兼　新電元エンタープライズ㈱　代表取締役社長

執行役員 小島　卓也
サステナビリティ推進室長　兼　DX推進・情報システム担当
兼　㈱ヘルメスシステムズ　代表取締役社長

執行役員 大西　高弘 営業本部長

執行役員 横井　義治 エネルギーシステム事業部長

執行役員 松尾　博文 電子デバイス事業本部長

執行役員 千葉　昌治 総務部長　兼　法務コンプライアンス担当

執行役員 羽鳥　　敏 電装事業本部副本部長

執行役員 松本　義明 ㈱秋田新電元　代表取締役社長
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②　社外役員の状況

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。

当社は、多様な分野での経験や知見、専門性の高い知識等を有する者を社外取締役又は社外監査役として選

任しておりますが、現状では予め独立性に関する個別の基準は設けておりません。
 
社外取締役である西山佳宏氏は、他社の代表取締役を歴任するなど、企業経営者としての豊富な経験と幅広

い知見を有しており、経営に関して有益な助言をいただけることを期待し選任しております。

同氏は、ソーダニッカ株式会社の社外取締役を兼務しております。

また、同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま

す。
 
社外取締役である北代八重子氏は、弁護士としての専門的な知識ならびに経営に関する高い見識を有してお

り、その専門的な知識や豊富な経験を活かし、経営に対し指導・助言いただけることを期待し選任しておりま

す。

同氏は、シチズン時計株式会社の社外監査役、株式会社いなげやの社外取締役を兼務しております。

また、同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま

す。
 

社外監査役の二瓶晴郷氏は、金融機関における長年の経験を有するとともに、経営者としての豊富な経験と

幅広く高度な見識を反映した的確な監査を遂行いただけることを期待し選任しております。

同氏は当社の主要取引銀行である株式会社みずほ銀行の前身のひとつである株式会社第一勧業銀行の出身で

あります。株式会社みずほ銀行は当社の主要取引銀行であり、当社と同行との間には、2024年３月末時点にお

いて同行が当社普通株式の3.46％につき指図権を留保する資本的関係があります。当社も同行の親会社である

株式会社みずほフィナンシャルグループの株式を保有しておりますが、主要株主には該当しておりません。当

社グループは同行から借入を行っておりますが、一般の取引条件と同様であります。

同氏は、株式会社JCUの社外取締役を兼務しております。

また、同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま

す。
 

社外監査役の辻さちえ氏は、公認会計士としての専門的な知識・経験を有しており、内部統制、内部監査、

コンプライアンスに関する業務に長年取り組まれた経験等を当社の監査に反映して頂けることを期待し、選任

しております。

同氏は、株式会社ビズサプリの代表取締役、SBSホールディングス株式会社の社外取締役（監査等委員）、大

塚ホールディングス株式会社の社外監査役を兼務しております。

また、同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ておりま

す。
 
③　社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部

統制部門との関係

監査役等（社外監査役を含む）と会計監査人（EY新日本有限責任監査法人）の連携状況は、年間監査計画や

期中・期末の監査結果など定期的な会合にてヒアリングを行い、都度連携し適正な監査を実施しております。

監査役等および内部監査部は、当社および当社グループ各社における経営諸活動の遂行状況について監査して

おり、監査計画や活動状況の報告など定期的な会合をはじめ都度連携し、適正な監査を実施しております。さ

らに、監査役等および内部監査部は、法令規定に基づく会計監査人監査と連携・調整を図り、効率的な監査を

実施しております。

 

（３）【監査の状況】

①　監査役監査の状況

　当社は監査役制度を採用しておりますが、社外監査役が過半数となる体制（常勤監査役１名、社外監査役２

名）により、独立性を維持しながら業務執行の公正なチェックに努めております。さらに、専任の監査スタッ

フを置き、監査体制の強化を図っております。

常勤監査役の森田俊英氏は、国内外の営業部門、内部監査部等における豊富な業務経験と見識を有してお

り、当社の経営体制や事業運営に対する適切な監査を実施しております。

社外監査役の二瓶晴郷氏は、金融機関における国際業務を含めた長年の実務経験を有するとともに、経営者

としての豊富な経験と幅広く高度な見識を活かし、監査を実施しております。

社外監査役の辻さちえ氏は、公認会計士としての専門的な知識・経験を有しており、内部統制、内部監査、

コンプライアンスに関する業務に長年取り組まれた経験等を活かし、監査を実施しております。

会計監査に関しては、会計監査人から監査結果の報告を受け、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適

正な監査を実施しているかを監視及び検証しております。
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当事業年度において当社は監査役会を12回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりであ

ります。

氏名 開催回数 出席回数（率）

肥後　良明 ３回 ３回（100％）　（注）１

森田　俊英 ９回 ９回（100％）　（注）２

三宅　雄一郎 ３回 ３回（100％）　（注）１

二瓶　晴郷 12回 12回（100％）

辻　さちえ 12回 12回（100％）

（注）１．肥後良明氏および三宅雄一郎氏は、2023年６月29日開催の第99回定時株主総会終結の時をもって

　　　　　任期満了により、退任いたしました。

　　　２．森田俊英氏は、2023年６月29日開催の第99回定時株主総会で就任いたしました。

 

当監査役会は監査方針、監査計画および業務分担、会計監査人の評価、常勤監査役による月次監査業務報告

及び必要に応じた監査役監査基準等の見直しにつき、審議及び決議を行っております。

また、常勤監査役の活動としては、監査役会で決議された監査方針、監査計画および業務分担に従い、イン

ターネット等を経由した手段も活用しながら、経営会議等重要会議への出席、有価証券等実査、棚卸実査立

会、重要な子会社の監査、会計監査人の監査への立会、三様監査の一環として会計監査人との定期会合、内部

監査部との定例会、監査関係者による情報交換及び意見交換を行い、日頃から管理部門や事業部門の業務状況

をモニタリングすることにより、実効性のある監査を行っております。

 

②　内部監査の状況

当社における内部監査部（部門長１名、内部監査人13名）は、当社およびグループ各社における経営諸活動

の遂行状況確認のため、内部統制システムの整備状況と運用状況の監査を実施し、監査結果について、被監査

部門に文書で通知して改善を求め、取締役会へ定期報告をしております。

監査役監査との関係については、四半期毎に定期会合を設け、監査計画や活動状況の報告や財務報告に係る

内部統制の監査状況やリスク管理状況などの報告を通じ、法令規則に基づく適正な監査体制維持・強化に努め

ております。

会計監査人との関係においては、監査拠点と評価範囲の妥当性について協議の上決定し、内部監査を実施し

ております。事前協議で立案された監査計画に基づき、財務報告の内部統制評価について、会計監査人より評

価結果の説明を受けております。

また、監査役と会計監査人との関係については、効率的な監査の観点から、互いの監査計画について情報交

換を実施しております。監査役は、会計監査人より四半期レビュー結果、年度監査結果等の報告、監査に関す

る情報提供を受けており、併せて意見交換を実施しております。
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③　会計監査の状況

監査法人の名称

　EY新日本有限責任監査法人

 

継続監査期間

　43年間

　（注）当社は、1981年から2007年までみすず監査法人（当時は監査法人中央会計事務所）と監査契約を締

結しており（2006年７月１日から2006年８月31日まで、みすず監査法人（当時は中央青山監査法人）に代え

て、一時会計監査人を選任していた期間を含む。）、みすず監査法人解散に伴い、2007年からEY新日本有限

責任監査法人（当時は新日本監査法人）と監査契約を締結しております。ただし当社の監査業務を執行して

いた公認会計士もEY新日本有限責任監査法人（当時は新日本監査法人）へ異動し、異動後も継続して当社の

監査業務を執行していたことから、同一の監査法人が当社の監査業務を継続して執行していると考えられる

ため、当該公認会計士の異動前の監査法人の監査期間を合わせて記載しております。

　なお、1980年以前の調査は著しく困難であり、継続監査期間は上記年数を超えている可能性があります。

 

業務を執行した公認会計士

　立石康人氏

　山川幸康氏

 

監査業務に係る補助者の構成

　当社の会計監査業務に係る補助者は、公認会計士６名その他28名であります。

 

監査法人の選定方針と理由

　監査法人を選定した理由は、同法人の職務遂行状況、監査体制、独立性及び専門性等について監査役会に

よる会計監査人の評価に基づき検討を行った結果、適任と判断したためであります。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号の規定に該当する場合には、監査役全員の同

意に基づき会計監査人を解任いたします。また、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められ

る場合やその他正当な理由がある場合には、会計監査人の解任または不再任に関する株主総会提出議案の内

容を決定いたします。

 

監査役及び監査役会による監査法人の評価

　監査役及び監査役会が監査法人を評価するにあたり、監査法人の品質管理状況、監査チームの独立性及び

専門性、職務執行状況等の適切性を評価し、監査法人が実施する監査役及び経営者等へのヒアリングを含む

コミュニケーションは有効か、グループ会社の監査は適切に実施されているか、不正リスクを十分に考慮し

た監査計画、監査手続がとられているか等についてチェックしております。

 

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

有価証券報告書

 49/119



 

④　監査報酬の内容等

a.　監査公認会計士等に対する報酬の内容

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 64 － 76 －

連結子会社 － － － －

計 64 － 76 －

 

b.　監査公認会計士等と同一のネットワーク（Ernst&Young）に対する報酬（a.を除く）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 － 15 － 7

連結子会社 3 5 3 4

計 3 20 3 11

　当社、また連結子会社における前連結会計年度及び当連結会計年度の非監査業務の内容は、移転価格文書関連

等であります。

 

c.　その他の重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

d.　監査報酬の決定方針

　監査公認会計士等に対する監査報酬は、代表取締役が監査役会の同意を得て、規模・監査日数等を勘案し

た上、決定しております。

 

e.　監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

　取締役が提案した会計監査人に対する報酬等に対して、当監査役会は、会計監査人から提出を受けた監査

計画の内容及び監査報酬の見積もり根拠、従前の事業年度における会計監査人の職務執行状況、監査報酬の

推移、取締役その他社内関係部署からの報告を踏まえ、検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同

意しております。

 

（４）【役員の報酬等】

①役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社の役員の報酬等に関する株主総会の決議について、取締役の金銭報酬の限度額は、1989年3月30日開催の第

64回定時株主総会において月額25百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数

は、14名です。また別枠で、譲渡制限付株式報酬の限度額は、2019年６月27日開催の第95回定時株主総会におい

て年額60百万円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の社外取締役を除く取締役の員数は、４

名です。

監査役の金銭報酬の限度額は、1994年６月29日開催の第70回定時株主総会において月額６百万円以内と決議い

ただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名です。

また、当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めており、その内容は以下のとおり

です。
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a.基本方針

当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして十分に機能するよう株主利益と

連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方

針とする。具体的には、取締役（社外取締役を含む）の報酬は、金銭報酬と非金銭報酬で構成し、金銭報酬は基

本報酬（固定報酬）と中長期および年度の業績等に応じた変動報酬（業績連動報酬）等で構成する。

b.基本報酬(固定報酬)の個人別の報酬等の額の決定に関する方針(報酬等を与える時期または条件の決定に関する

方針を含む。)

当社の取締役の基本報酬は、株主総会で決議された上限額（月額25百万円以内）の範囲内において、役位等を

基にして月額基準を定めた内規に従い、指名・報酬委員会の答申を基に取締役会にて決定するものとする。

c.業績連動報酬等ならびに非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針(報酬等を与える

時期または条件の決定に関する方針を含む。)

業績連動報酬等は、b項基本報酬（固定報酬）と合わせ、株主総会で決議された上限額（月額25百万円以内）の

範囲内において、中長期および年度の業績等を反映した金銭報酬とし、指名・報酬委員会の答申を基に取締役会

にて決定するものとする。

業績連動報酬等は、短期的な業績指標、中期的な業績指標、長期的且つESG視点の指標を組み合わせ、役位等に

応じて報酬金額に反映させるものとする。

なお、業績不振の場合には、別途報酬カットを実施する場合がある。

非金銭報酬等は、譲渡制限付株式報酬とし、株主総会で決議された上限額（年額60百万円以内）の範囲内にお

いて、役位等を基にして月額基準を定めた内規に従い、報酬の一部を譲渡制限付株式として付与するものとす

る。

d.金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額の取締役の個人別の報酬等の額に対する割合の決

定に関する方針

取締役の種類別の報酬割合については、役位等を基にして月額基準を定めた内規に従い、指名・報酬委員会の

答申を基に取締役会にて決定するものとする。

e.取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項

個人別の報酬額については業績連動部分の評価について指名・報酬委員会の審議結果を取締役会に答申し取締

役会にて審議した上で、取締役会決議にもとづき代表取締役社長がその具体的内容について委任をうけるものと

する。

 

②役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 譲渡制限付株式 賞与 退職慰労金

取締役

（社外取締役を除く。）
120 97 22 － － 6

監査役

（社外監査役を除く。）
25 25 － － － 2

社外役員 38 31 － － 6 7

（注）１．使用人兼務取締役の使用人分給与のうち重要なものが存在しないため、取締役の報酬等の総額には含

めておりません。
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（５）【株式の保有状況】

①　投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、株式の価値の変動又は株式に係る配当によって利益を受けることを保有目的とするものを「純投資

目的である投資株式」、それ以外を目的とするものを「純投資目的以外の目的である投資株式」と区分してお

ります。

 

②　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

a.保有方針及び保有の合理性を検証する方法並びに個別銘柄の保有の適否に関する取締役会等における検証の
内容

当社は、配当の獲得以外に、取引先との良好な関係を構築し、事業の円滑な推進を図ることで中長期的な企

業価値の向上を実現する観点から、必要と判断する上場企業の株式を保有することがあります。

また、個別銘柄ごとに、取締役会で毎年事業上の関係等を確認し、その保有目的と経済的合理性を検証して

おり政策保有株式にかかる経済合理性の検証にあたっては、個別銘柄ごとに取得価額および時価評価額を基準

に、配当金や取引収益等の利回りと資本コストを比較し、下回っている銘柄で、かつ中長期的な企業価値向上

の貢献度が低いと認められる銘柄を縮減検討対象としております。縮減検討対象となった銘柄については、取

締役会にて保有の適否に関する審議を行い、保有に合理性が認められない場合は縮減等を図ります。

b.銘柄数及び貸借対照表計上額

 
銘柄数
（銘柄）

貸借対照表計上額の
合計額（百万円）

非上場株式 10 88

非上場株式以外の株式 14 16,856

（当事業年度において株式数が増加した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の増加に係る取得
価額の合計額（百万円）

株式数の増加の理由

非上場株式 1 1 保有株式の上場廃止に伴い増加しております。

非上場株式以外の株式 － － －

（当事業年度において株式数が減少した銘柄）

 
銘柄数
（銘柄）

株式数の減少に係る売却
価額の合計額（百万円）

非上場株式 － －

非上場株式以外の株式 4 572

c.特定投資株式及びみなし保有株式の銘柄ごとの株式数、貸借対照表計上額等に関する情報

（特定投資株式）

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由（注）１

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

本田技研工業㈱

（注）６

6,720,000 2,240,000 営業取引の安定・強化を目的に保有して

おります。
有

12,707 7,862

シークス㈱
268,800 268,800 営業取引の安定・強化を目的に保有して

おります。
有

464 379

デンヨー㈱
280,000 280,000 設備関係取引の安定化を目的に保有して

おります。
有

650 476

 

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

有価証券報告書

 52/119



 

銘柄

当事業年度 前事業年度

保有目的、業務提携等の概要、
定量的な保有効果

及び株式数が増加した理由（注）１

当社の株式の
保有の有無

株式数（株） 株式数（株）

貸借対照表計上額
（百万円）

貸借対照表計上額
（百万円）

日本電信電話㈱

（注）７

4,500,000 180,000 営業取引の安定・強化を目的に保有して

おります。
無

809 713

㈱安藤・間
530,000 530,000 設備関係取引の円滑化を目的に保有して

おります。
有

628 453

澁澤倉庫㈱
170,000 170,000 物流取引等の安定化を目的に保有してお

ります。
有

526 377

SOMPOホールディン

グス㈱

24,000 24,000 金融取引等の安定化を目的に保有してお

ります。

無

（注）２229 126

㈱みずほフィナン

シャルグループ

55,200 55,200 金融取引等の安定化を目的に保有してお

ります。
有

168 103

加賀電子㈱
35,300 35,300 営業取引の安定・強化を目的に保有して

おります。
有

225 176

㈱山形銀行
40,800 40,800 金融取引等の安定化を目的に保有してお

ります。
有

48 41

㈱三菱UFJフィナン

シャル・グループ

114,000 114,000 金融取引等の安定化を目的に保有してお

ります。

無

（注）３177 96

㈱三井住友フィナン

シャルグループ

15,800 15,800 金融取引等の安定化を目的に保有してお

ります。

無

（注）４140 83

日本シイエムケイ㈱
75,700 75,700 原材料等の調達取引の安定化を目的に保

有しております。
有

46 34

㈱りそなホールディ

ングス

35,700 35,700 金融取引等の安定化を目的に保有してお

ります。

無

（注）５33 22

（注）１．定量的な保有効果については、事業活動における機密保持等の観点から記載しておりませんが、当

社取締役会においては、保有の合理性について、過去の経緯や取引状況、配当金や取引収益等の利

回り等を勘案し総合的に検討しております。

２．SOMPOホールディングス㈱は当社株式を保有しておりませんが、グループ会社である損害保険ジャパ

ン㈱が当社株式を保有しております。

３．㈱三菱UFJフィナンシャル・グループは当社株式を保有しておりませんが、グループ会社である三菱

UFJ信託銀行㈱および㈱三菱UFJ銀行が当社株式を保有しております。

４．㈱三井住友フィナンシャルグループは当社株式を保有しておりませんが、グループ会社である㈱三

井住友銀行が当社株式を保有しております。

５．㈱りそなホールディングスは当社株式を保有しておりませんが、グループ会社である㈱埼玉りそな

銀行が当社株式を保有しております。

６．本田技研工業㈱は、2023年10月１日付で普通株式１株を３株とする株式分割を行っております。

７．日本電信電話㈱は、2023年7月１日付で普通株式１株を25株とする株式分割を行っております。
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（みなし保有株式）

該当事項はありません。

 

③保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

 

④当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したもの

該当事項はありません。

 

⑤当事業年度中に投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したもの

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

有価証券報告書

 54/119



第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

 

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2023年４月１日から2024年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2023年４月１日から2024年３月31日まで）の財務諸表について、EY新日本有限

責任監査法人により監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて
当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、開示体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入しております。また、定期的に

企業会計基準委員会が主催するセミナーに参加し、連結財務諸表等の開示に関する情報を適時に入手しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 25,147 26,340

受取手形及び売掛金 ※１ 19,421 ※１ 18,066

商品及び製品 11,318 11,905

仕掛品 6,085 6,679

原材料及び貯蔵品 17,465 19,899

その他 6,026 6,228

貸倒引当金 △23 △25

流動資産合計 85,440 89,095

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※２ 17,287 ※２ 16,683

機械装置及び運搬具（純額） ※２ 9,266 ※２ 9,188

土地 4,357 4,256

リース資産（純額） ※２ 693 ※２ 606

建設仮勘定 1,820 2,063

その他（純額） ※２ 2,126 ※２ 2,324

有形固定資産合計 35,553 35,121

無形固定資産   

ソフトウエア 622 579

リース資産 2 －

その他 59 35

無形固定資産合計 684 614

投資その他の資産   

投資有価証券 ※３ 14,876 ※３ 18,473

繰延税金資産 659 324

退職給付に係る資産 90 145

その他 831 935

貸倒引当金 △42 △41

投資その他の資産合計 16,414 19,837

固定資産合計 52,652 55,573

資産合計 138,092 144,669
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2023年３月31日)

当連結会計年度
(2024年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,668 16,402

短期借入金 ※５ 5,895 ※５ 6,355

１年内償還予定の社債 1,500 1,025

リース債務 375 445

未払法人税等 239 472

賞与引当金 965 839

資産除去債務 80 －

その他 5,737 5,570

流動負債合計 32,462 31,110

固定負債   

社債 2,350 1,325

長期借入金 ※５ 26,780 ※５ 29,225

リース債務 629 527

繰延税金負債 2,707 3,761

退職給付に係る負債 8,594 5,694

製品保証引当金 1,180 1,207

資産除去債務 801 860

その他 47 39

固定負債合計 43,091 42,641

負債合計 75,553 73,752

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,823 17,823

資本剰余金 7,733 7,732

利益剰余金 30,563 28,510

自己株式 △109 △95

株主資本合計 56,010 53,970

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,559 6,627

為替換算調整勘定 893 3,347

退職給付に係る調整累計額 3,076 6,971

その他の包括利益累計額合計 6,528 16,946

純資産合計 62,539 70,917

負債純資産合計 138,092 144,669
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②【連結損益及び包括利益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

売上高 101,007 102,261

売上原価 ※２,※４ 83,222 ※２,※４ 87,213

売上総利益 17,784 15,047

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 14,163 ※１,※２ 13,768

営業利益 3,621 1,278

営業外収益   

受取利息 198 275

受取配当金 404 465

持分法による投資利益 25 76

為替差益 428 70

受取ロイヤリティー 3 2

その他 359 161

営業外収益合計 1,420 1,051

営業外費用   

支払利息 253 290

その他 462 380

営業外費用合計 715 670

経常利益 4,326 1,660

特別利益   

投資有価証券売却益 67 294

特別利益合計 67 294

特別損失   

減損損失 ※３ 320 ※３ 151

投資有価証券売却損 － 296

特別損失合計 320 447

税金等調整前当期純利益 4,073 1,506

法人税、住民税及び事業税 1,150 1,596

過年度法人税等 － 149

法人税等調整額 1,277 472

法人税等合計 2,428 2,219

当期純利益又は当期純損失（△） 1,644 △712
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

（内訳）   

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主

に帰属する当期純損失（△）
1,644 △712

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 162 4,067

為替換算調整勘定 1,749 2,186

退職給付に係る調整額 2,761 3,895

持分法適用会社に対する持分相当額 15 268

その他の包括利益合計 ※５ 4,688 ※５ 10,418

包括利益 6,333 9,706

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 6,333 9,706

非支配株主に係る包括利益 － －
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
 資本金 資本剰余金利益剰余金 自己株式

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額
合計

当期首残高 17,823 7,733 29,949 △117 55,388 2,396 △871 314 1,840 57,229

当期変動額           

剰余金の配当   △1,030  △1,030     △1,030

親会社株主に帰属する
当期純利益   1,644  1,644     1,644

自己株式の取得    △1 △1     △1

自己株式の処分  △0  9 9     9

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     162 1,764 2,761 4,688 4,688

当期変動額合計 － △0 614 7 621 162 1,764 2,761 4,688 5,310

当期末残高 17,823 7,733 30,563 △109 56,010 2,559 893 3,076 6,528 62,539

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
 資本金 資本剰余金利益剰余金 自己株式

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調整
累計額

その他の
包括利益
累計額
合計

当期首残高 17,823 7,733 30,563 △109 56,010 2,559 893 3,076 6,528 62,539

当期変動額           

剰余金の配当   △1,340  △1,340     △1,340

親会社株主に帰属する
当期純損失（△）

  △712  △712     △712

自己株式の取得    △0 △0     △0

自己株式の処分  △1  14 12     12

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

     4,068 2,454 3,895 10,418 10,418

当期変動額合計 － △1 △2,052 13 △2,040 4,068 2,454 3,895 10,418 8,377

当期末残高 17,823 7,732 28,510 △95 53,970 6,627 3,347 6,971 16,946 70,917
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当連結会計年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 4,073 1,506

減価償却費 5,714 5,528

賞与引当金の増減額（△は減少） 13 △125

製品保証引当金の増減額（△は減少） △409 27

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 213 △125

受取利息及び受取配当金 △603 △740

支払利息 253 290

売上債権の増減額（△は増加） 352 2,059

棚卸資産の増減額（△は増加） △5,470 △2,590

仕入債務の増減額（△は減少） △470 △2,305

未収消費税等の増減額（△は増加） △1,656 －

未払消費税等の増減額（△は減少） － 144

未収入金の増減額（△は増加） 395 △87

減損損失 320 151

投資有価証券売却損益（△は益） △67 1

その他 739 △499

小計 3,398 3,233

利息及び配当金の受取額 611 747

利息の支払額 △253 △288

法人税等の支払額 △1,020 △1,485

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,736 2,206

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △4,731 △4,290

有形固定資産の売却による収入 48 26

無形固定資産の取得による支出 △188 △157

投資有価証券の売却による収入 123 2,716

関係会社株式の売却による収入 149 －

その他 511 △72

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,088 △1,776

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入れによる収入 4,400 8,800

長期借入金の返済による支出 △5,100 △5,895

社債の償還による支出 △1,455 △1,504

自己株式の取得による支出 △1 △0

リース債務の返済による支出 △361 △311

配当金の支払額 △1,030 △1,340

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,549 △252

現金及び現金同等物に係る換算差額 886 1,015

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △4,014 1,193

現金及び現金同等物の期首残高 29,161 25,147

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 25,147 ※１ 26,340
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数　　　18社

主要な連結子会社の名称

㈱秋田新電元

㈱東根新電元

㈱岡部新電元

ランプーン・シンデンゲン・カンパニー・リミテッド

シンデンゲン（タイランド）カンパニー・リミテッド

(2)主要な非連結子会社の名称等

　㈱ヘルメスシステムズ

連結の範囲から除いた理由

　　　　非連結子会社２社は、いずれも小規模会社で、その総資産、売上高、当期純損益及び利益剰余金（持分に見

　　　合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除いております。

 

２．持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用する関連会社の数　　　1社

主要な持分法適用関連会社の名称

新電元メカトロニクス㈱

なお、NAPINO AUTO AND ELECTRONICS LIMITEDにつきましては、当社が保有する全株式を売却したことによ

り関連会社でなくなったため、持分法適用の範囲から除外しております。

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

主要な非連結子会社の名称

㈱ヘルメスシステムズ

持分法を適用しない理由

持分法非適用会社２社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用から除いております。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　 連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　会社名 決算日

ランプーン・シンデンゲン・カンパニー・リミテッド 12月31日

シンデンゲン・フィリピン・コーポレーション 12月31日

ピーティー・シンデンゲン・インドネシア 12月31日

広州新電元電器有限公司 12月31日

シンデンゲン（タイランド）カンパニー・リミテッド 12月31日

シンデンゲン・ベトナム・カンパニー・リミテッド 12月31日

シンデンゲン・アメリカ・インコーポレイテッド 12月31日

新電元（香港）有限公司 12月31日

シンデンゲン・ユーケー・リミテッド 12月31日

シンデンゲン・シンガポール・ピーティーイー・リミテッド 12月31日

新電元（上海）電器有限公司 12月31日

 

　　　 連結決算日との差異は、３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の事業年度に係わる財務諸表を基礎として連

　　 結を行っております。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っており

　　 ます。
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４．会計方針に関する事項

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

満期保有目的の債券

原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

②デリバティブ

時価法

③棚卸資産

連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社

主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

在外連結子会社

主として移動平均法に基づく低価法

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、朝霞事業所及び在外連結子会社は定額法を採用しております。主な耐用年数は次のとおりでありま

す。

建物　　　３～50年

機械装置　４～10年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。

(3)重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

②賞与引当金

従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属する額

を計上しております。

③製品保証引当金

販売した製品に係る修理・交換作業費用等の発生に備えるため、当該費用の発生額を個別に見積もって計上し

ております。

(4)退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法については、

給付算定式基準によっております。

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額

を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として13年）による定額法に

より費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主とし

て13年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしておりま

す。

 

(5)重要な収益及び費用の計上基準
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当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

の充足する通常の時点(収益を認識する通常の時点)は、以下のとおりであります。

当社グループは、主にデバイス事業で半導体製品、電装事業で電装製品、エネルギーシステム事業で電源製品を

製造・販売し、ソレノイド事業でソレノイド製品を販売しております。

製品を顧客に供給することを履行義務として識別しており、顧客が製品に対する支配を獲得する引渡時点で履行

義務が充足されると判断し、収益を認識しております。なお、国内の販売においては出荷時から当該製品の支配が

顧客に移転されるまでの期間が通常期間であるため、出荷時に収益を認識しております。

本人と代理人の区分については、製品提供の主たる責任、提供前の在庫リスク、価格設定における裁量権等を考

慮して判断しております。その結果、当社グループが当事者として取引を行っている場合には、顧客から受け取る

対価の総額で収益を認識しておりますが、代理人取引に該当する場合は、当該対価の総額から第三者に対する支払

額を差し引いた純額で収益を認識しております。

顧客との契約に係る対価は、通常、短期のうちに受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。値引き、

返品、販売促進の目的で顧客に支払う費用の一部については、顧客との契約に係る対価から控除して収益を認識し

ております。なお、重要な変動対価はありません。

(6)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債は在外子会社等の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費

用は期中平均為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上してお

ります。

(7)重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ取引

ヘッジ対象……借入金の利息

③ヘッジ方針

有利子負債の将来の市場金利の変動による損失を軽減する目的で金利スワップ取引を利用しており、投機目的

の取引は行わない方針であります。

④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理を採用しているため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

(8)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。
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（重要な会計上の見積り）

前連結会計年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１．繰延税金資産の回収可能性

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

繰延税金資産（純額）659百万円

繰延税金資産（繰延税金負債相殺前）1,969百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

繰延税金資産は、将来の事業計画から予測される課税所得の見積りに基づいて、将来減算一時差異及び税務上の

繰越欠損金のうち将来の税金負担額を軽減する効果を有すると判断したものについて計上しております。

②主要な仮定

将来の事業計画から予測される課税所得の見積りは、取締役会によって承認された翌連結会計年度の事業計画を

基礎として見積っておりますが、その前提としての販売数量及び原材料価格は、過去からの需要動向の推移や市場

予測、市場価格等を勘案した仮定に基づいております。

当社グループは、入手し得る情報等を踏まえて、2023年３月期第４四半期の状況が2024年３月期においても継続

するとの仮定のもと、会計上の見積りを行っております。

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

当該見積りは、連結財務諸表作成時点において入手可能な情報に基づいているものの、見積りに用いた仮定は不

確実性を伴い、今後の経済情勢等の変化等の影響によって、見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合に

は、翌連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

 

当連結会計年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

１．繰延税金資産の回収可能性

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

繰延税金資産（純額）324百万円

繰延税金資産（繰延税金負債相殺前）386百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

繰延税金資産は、将来の事業計画から予測される課税所得の見積りに基づいて、将来減算一時差異及び税務上の

繰越欠損金のうち将来の税金負担額を軽減する効果を有すると判断したものについて計上しております。

②主要な仮定

将来の事業計画から予測される課税所得の見積りは、取締役会によって承認された翌連結会計年度の事業計画を

基礎として見積っておりますが、その前提としての販売数量は、過去からの需要動向の推移や市場予測等を勘案し

た仮定に基づいております。

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

当該見積りは、連結財務諸表作成時点において入手可能な情報に基づいているものの、見積りに用いた仮定は不

確実性を伴い、今後の経済情勢や受注環境の変化等によって見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合に

は、翌連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

 

２．固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

エネルギーシステム事業の資産グループ（固定資産の帳簿価額1,200百万円）について、継続的に営業損失を計

上していることから減損の兆候があると判断しましたが、減損損失の認識の判定において、当該資産グループから

得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がその帳簿価額を上回っていたことから、減損損失を認識しており

ません。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

当社グループは、事業用資産については、管理会計上の区分を基礎として、製造工程の類似性等によるキャッ

シュ・フローの相互補完性を加味して資産のグルーピングを行っております。資産又は資産グループの収益性の低

下や市場価額の著しい下落等により、減損の兆候があると認められる場合には、資産グループの事業計画に基づく

割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識を判定します。判定の

結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り、減損損失の認識が必要であると判断した場合、

帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額又は使用価値のいずれか高い価額）まで減額し、当該帳簿価額の減少額を

減損損失として認識する方針であります。

②主要な仮定
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当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、主要な資産の経済的残存使用年数に

わたって、取締役会によって承認された翌連結会計年度の事業計画を基礎とし、不動産鑑定評価額に基づく正味売

却価額も加味したうえで見積っておりますが、その前提としての販売数量は、過去からの需要動向の推移や市場予

測等を勘案した仮定に基づいております。

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

当該見積りは、連結財務諸表作成時点において入手可能な情報に基づいているものの、見積りに用いた仮定は不

確実性を伴い、今後の経済情勢や受注環境の変化等によって見積りの前提とした条件や仮定に変更が生じた場合に

は、翌連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

 

３．製品保証引当金

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

製品保証引当金　1,207百万円

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①算出方法

販売した製品に係る修理・交換作業費用等の発生に備えるため、当該費用の発生額を個別に見積もって計上して

おります。

②主要な仮定

今後修理・交換作業等が発生すると見込まれる製品台数、製品1台あたりの修理・交換作業費用等、取引先との

責任負担割合等の情報に基づき合理的に見積っておりますが、これらの情報は、過去の修理・交換作業等の実績、

取引先との交渉状況等を勘案した仮定に基づいております。

③翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

当該見積りは、連結財務諸表作成時点において入手可能な情報に基づいているものの、見積りに用いた仮定は不

確実性を伴い、今後の修理・交換作業や顧客との交渉状況の変化等によって見積りの前提とした条件や仮定に変更

が生じた場合には、翌連結会計年度の連結財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。
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（未適用の会計基準等）

・「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日）

・「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第25号　2022年10月28日）

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年10月28日）

 

(1）概要

その他の包括利益に対して課税される場合の法人税等の計上区分及びグループ法人税制が適用される場合の

子会社株式等の売却に係る税効果の取り扱いを定めるもの。

 

(2）適用予定日

　2025年３月期の期首より適用予定であります。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

　影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中であります。

 

（連結貸借対照表関係）

※１．受取手形及び売掛金のうち、顧客との契約から生じた債権の金額は、それぞれ以下のとおりでありま

す。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当連結会計年度

（2024年３月31日）

受取手形 1,884百万円 1,801百万円

売掛金 17,536 16,265

 

※２．有形固定資産の減価償却累計額は、次のとおりであります。

前連結会計年度
（2023年３月31日）

当連結会計年度
（2024年３月31日）

92,546百万円 96,715百万円

 

※３．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当連結会計年度

（2024年３月31日）

投資有価証券（株式） 3,509百万円 1,524百万円

 

４．連結財務諸表提出会社は、次の相手先の借入に対し支払保証を行っております。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
当連結会計年度

（2024年３月31日）

従業員住宅資金借入口 ６百万円 ３百万円
 
 

※５．財務制限条項

前連結会計年度

　連結会計年度末の借入金のうち、金銭消費貸借契約（シンジケートローンを含む）の一部に以下の主な財

務制限条項が付されております。

（短期借入金のうち2,600百万円、長期借入金のうち13,900百万円）

① 2021年３月期決算以降、各年度の決算期の末日および第２四半期の末日における連結貸借対照表の純資

産の部の金額を2020年３月決算期末日における連結貸借対照表上の純資産の部の金額の50％以上に維持する

こと。

② 2022年３月期決算以降、各年度の決算期を初回とする連続する２期について、各年度の決算期における

連結損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。

③ 2022年３月期決算を初回とする各年度の決算期の末日における連結損益計算書および連結貸借対照表に

おいて、以下の計算式の基準が０を上回らない状態を維持すること。

　基準値＝有利子負債（運転資金）－正常運転資金－現預金

 

 

当連結会計年度

　連結会計年度末の借入金のうち、金銭消費貸借契約（シンジケートローンを含む）の一部に以下の主な財

務制限条項が付されております。
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（短期借入金のうち2,600百万円、長期借入金のうち11,300百万円）

① 2021年３月期決算以降、各年度の決算期の末日および第２四半期の末日における連結貸借対照表の純資

産の部の金額を2020年３月決算期末日における連結貸借対照表上の純資産の部の金額の50％以上に維持する

こと。

② 2022年３月期決算以降、各年度の決算期を初回とする連続する２期について、各年度の決算期における

連結損益計算書に示される経常損益が２期連続して損失とならないようにすること。

③ 2022年３月期決算を初回とする各年度の決算期の末日における連結損益計算書および連結貸借対照表に

おいて、以下の計算式の基準が０を上回らない状態を維持すること。

　基準値＝有利子負債（運転資金）－正常運転資金－現預金
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（連結損益及び包括利益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及びその金額は次のとおりであります。

 前連結会計年度
（自 2022年４月１日

　　至 2023年３月31日）

当連結会計年度
（自 2023年４月１日

　　至 2024年３月31日）

運搬費 2,874百万円 2,107百万円

給料 3,124 3,368

賞与引当金繰入額 164 140

退職給付費用 208 160

研究開発費 2,248 2,108

 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

前連結会計年度
（自 2022年４月１日

　　至 2023年３月31日）

当連結会計年度
（自 2023年４月１日

　　至 2024年３月31日）

4,677百万円 5,611百万円

 

※３．減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

前連結会計年度（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

(1) 減損損失認識した資産グループの概要

用途 種類 場所 減損損失（百万円）

遊休資産 土地、建物等 山梨県甲府市 320

 

(2) 減損損失を認識するに至った経緯

遊休資産は、当連結会計年度において収益性が低下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

 

(3) 減損損失の金額及び主な固定資産の種類ごとの当該金額の内訳

種類 金額（百万円）

土地 300

建物 11

構築物 8

合計 320

(4) 資産のグルーピングの方法

　当社グループは管理会計上の区分を基礎とし、製造工程の類似性等によるキャッシュ・フローの相互

補完性を加味して資産のグルーピングを行っております。また遊休資産については、個別の物件ごとに

グルーピングを行っております。

(5) 回収可能価額の算定方法等

　遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額により算定しており、時価の算定にあたっては、不動産鑑

定評価額にて算定しております。
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当連結会計年度（自 2023年４月１日　至 2024年３月31日）

(1) 減損損失認識した資産グループの概要

用途 種類 場所 減損損失（百万円）

遊休資産 土地 埼玉県日高市 89

遊休資産 土地 埼玉県深谷市 43

遊休資産 土地 山梨県甲府市 9

遊休資産 建設仮勘定 山形県東根市 8

 

(2) 減損損失を認識するに至った経緯

遊休資産は、当連結会計年度において収益性が低下したため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

 

(3) 減損損失の金額及び主な固定資産の種類ごとの当該金額の内訳

種類 金額（百万円）

土地 142

建設仮勘定 8

合計 151

(4) 資産のグルーピングの方法

　当社グループは管理会計上の区分を基礎とし、製造工程の類似性等によるキャッシュ・フローの相互

補完性を加味して資産のグルーピングを行っております。また遊休資産については、個別の物件ごとに

グルーピングを行っております。

(5) 回収可能価額の算定方法等

　遊休資産の回収可能価額は、正味売却価額により算定しており、時価の算定にあたっては、不動産鑑

定評価額等に基づき算定しております。

 

 

※４．期末棚卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次の棚卸資産評価損が売上原価に含まれて

　　　　　　　おります。

前連結会計年度
（自 2022年４月１日

　　至 2023年３月31日）

当連結会計年度
（自 2023年４月１日

　　至 2024年３月31日）

726百万円 983百万円
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※５．その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
至　2024年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 175百万円 5,566百万円

組替調整額 67 294

税効果調整前 243 5,860

税効果額 △80 △1,792

その他有価証券評価差額金 162 4,067

為替換算調整勘定：   

当期発生額 1,749 2,068

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 3,932 3,076

組替調整額 10 △198

税効果調整前 3,943 2,877

税効果額 △1,182 1,018

退職給付に係る調整額 2,761 3,895

持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額 15 1

組替調整額 － 385

持分法適用会社に対する持分相当額 15 386

その他の包括利益合計 4,688 10,418
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 10,338 － － 10,338

合計 10,338 － － 10,338

自己株式     

普通株式（注１・２） 31 ０ ２ 29

合計 31 ０ ２ 29

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少２千株は、譲渡制限付株式報酬による自己株式の処分によるもので

あります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2022年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,030 利益剰余金 100.00 2022年３月31日 2022年６月30日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,340 利益剰余金 130.00 2023年３月31日 2023年６月30日
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当連結会計年度（自 2023年４月１日　至 2024年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度増
加株式数（千株）

当連結会計年度減
少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式     

普通株式 10,338 － － 10,338

合計 10,338 － － 10,338

自己株式     

普通株式（注１・２） 29 ０ ３ 26

合計 29 ０ ３ 26

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加０千株は、単元未満株式の買取によるものであります。

２．普通株式の自己株式の株式数の減少３千株は、譲渡制限付株式報酬による自己株式の処分によるもので

あります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2023年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,340百万円 利益剰余金 130円00銭 2023年３月31日 2023年６月30日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2024年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,340百万円 利益剰余金 130円00銭 2024年３月31日 2024年６月28日

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

当連結会計年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

現金及び預金勘定 25,147百万円 26,340百万円

現金及び現金同等物 25,147 26,340

 

 

　２．重要な非資金取引の内容

　新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 
前連結会計年度

（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

当連結会計年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

リース資産 76百万円 181百万円

リース債務 83 198
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（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

(ア）有形固定資産……主として、研究開発設備（機械装置）であります。

(イ）無形固定資産……ソフトウエアであります。

② リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４.会計方針に関する事項 (2)重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

(単位：百万円)

 
前連結会計年度

(2023年３月31日)

当連結会計年度

(2024年３月31日)

１年内 － 120

１年超 － 121

合計 － 242
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に金融機関からの借入や社債の発行により資金を調達しております。資金運用は、一

時的な余資を、安全性の高い短期の金融資産にて運用しております。デリバティブ取引は、後述するリスク

を回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建の営業債権

は、為替相場の変動リスクに晒されております。

投資有価証券は、主に業務上関係を有する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、外貨建の営業債務は、為

替相場の変動リスクに晒されております。

短期借入金は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであります。長期借入金、社債、ファイナ

ンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最

長で連結決算日後10年内であります。このうち一部は市場の金利変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建債権債務に係る将来の為替相場変動リスクを回避、軽減することを目的とし

て、為替予約取引などを利用しております。また、借入金に係る将来の市場金利変動リスクを回避、軽減す

ることを目的として、金利スワップ取引を利用しております。為替予約取引は、為替相場の変動リスクに晒

されており、金利スワップ取引は、市場の金利変動リスクに晒されております。なお、ヘッジ会計に関する

ヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法などについては、前述の「連結財務諸表

作成のための基本となる重要な事項 ４．会計方針に関する事項 (7)重要なヘッジ会計の方法」に記載して

おります。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権管理規則に従い、営業債権について、営業部門及び経理部門が主要な取引

先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等に

よる回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会社についても、営業債権管理規則に準じ

て、同様の管理を行っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために格付の高い金融機関とのみ取引

を行っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結貸借対照

表価額により表わされております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社グループは、デリバティブ管理規定のなかで基本方針、実行手続、取引限度額などが定められて

おり、これに基づき、取引の実行、管理は経理部門で行っております。連結子会社についても、デリバ

ティブ管理規定に準じて、同様の管理を行っております。

投資有価証券については、四半期ごとに時価の把握を行い、取引先企業との関係を勘案して適宜保有

状況の見直しを行っております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維持などにより、流動性

リスクを管理しております。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件などを採用することに

より、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデリバティ

ブ取引に関する契約額などについては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものでは

ありません。

 

(5) 信用リスクの集中

 当該事象に該当はありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

 

前連結会計年度（2023年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

投資有価証券(*2） 11,276 11,276 －

資産計 11,276 11,276 －

(1)社債(*3) 3,850 3,747 △102

(2)長期借入金(*4) 32,675 32,482 △192

(3)リース債務(*5) 1,004 937 △66

負債計 37,529 37,167 △362

デリバティブ取引(*6) △19 △19 －

(*1）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「未収法人税等」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」

及び「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載

を省略しております。

(*2）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額

は以下のとおりであります。

前連結会計年度（2023年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

非上場株式 3,600

(*3)社債には、１年内償還予定の社債を含んでおります。
(*4)長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
(*5)リース債務には、短期リース債務を含んでおります。
(*6）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい
ては、△で示しております。

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

投資有価証券(*2） 16,856 16,856 －

資産計 16,856 16,856 －

(1)社債(*3) 2,350 2,252 △97

(2)長期借入金(*4) 35,580 35,121 △458

(3)リース債務(*5) 973 887 △85

負債計 38,903 38,261 △641

デリバティブ取引(*6) △6 △6 －

(*1）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「未収法人税等」、「支払手形及び買掛金」、「短期借入金」

及び「未払法人税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載

を省略しております。

(*2）市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表計上額

は以下のとおりであります。
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当連結会計年度（2024年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）

非上場株式 1,616

(*3)社債には、１年内償還予定の社債を含んでおります。
(*4)長期借入金には、１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。
(*5)リース債務には、短期リース債務を含んでおります。
(*6）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目につい
ては、△で示しております。
 
（注）１．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額
前連結会計年度（2023年３月31日）

 １年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 25,142 － － －
受取手形及び売掛金 19,421 － － －
合計 44,564 － － －

 
当連結会計年度（2024年３月31日）

 １年以内
 (百万円）

１年超
５年以内
 (百万円）

５年超
10年以内
 (百万円）

10年超
 (百万円）

現金及び預金 26,336 － － －
受取手形及び売掛金 18,066 － － －
合計 44,403 － － －

 
（注）２. 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
前連結会計年度（2023年３月31日）

 １年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

社債 1,500 1,025 525 400 400 －
長期借入金 5,895 6,355 5,940 4,965 4,490 5,030

リース債務 375 308 141 63 22 93

合計 7,770 7,688 6,606 5,428 4,912 5,123
 

当連結会計年度（2024年３月31日）

 １年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

社債 1,025 525 400 400 － －
長期借入金 6,355 7,260 6,725 6,250 4,030 4,960

リース債務 445 206 92 46 35 145

合計 7,825 7,991 7,217 6,696 4,065 5,105
 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分

類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
 
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係る

インプットを用いて算定した時価
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レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

 
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
前連結会計年度（2023年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

株式 11,276 － － 11,276

資産計 11,276 － － 11,276

デリバティブ取引     

通貨関連 － 19 － 19

負債計 － 19 － 19

 
当連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券     

株式 16,856 － － 16,856

資産計 16,856 － － 16,856

デリバティブ取引     

通貨関連 － ６ － ６

負債計 － ６ － ６

 

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
前連結会計年度（2023年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 － 3,747 － 3,747

長期借入金 － 32,482 － 32,482

リース債務 － 937 － 937

負債計 － 37,167 － 37,167

 
当連結会計年度（2024年３月31日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債 － 2,252 － 2,252

長期借入金 － 35,121 － 35,121

リース債務 － 887 － 887

負債計 － 38,261 － 38,261
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
 

投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル

１の時価に分類しております。
 

デリバティブ取引
為替予約の時価は、第三者から入手した相場価格を時価としており、レベル２の時価に分類しております。

 
社債

当社グループの発行する社債の時価は、元利金の合計額と、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率を
基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

 
長期借入金及びリース債務

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引現在価値法
により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
なお、変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として

処理された元利金の合計額を、国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値
により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（2023年３月31日）

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

　該当事項はありません。

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（2023年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1)株式 11,234 7,590 3,644

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 11,234 7,590 3,644

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1)株式 42 47 △5

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 42 47 △5

合計 11,276 7,637 3,638

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上
額（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1)株式 16,856 7,357 9,499

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 16,856 7,357 9,499

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1)株式 － － －

(2)債券 － － －

(3)その他 － － －

小計 － － －

合計 16,856 7,357 9,499
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３．連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

（1）株式 123 67 －

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

合計 123 67 －

 

当連結会計年度（自 2023年４月１日　至 2024年３月31日）

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円）

（1）株式 572 294 －

（2）債券 － － －

（3）その他 － － －

合計 572 294 －
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1)通貨関連

前連結会計年度（2023年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引

以外の取引

為替予約取引     

売建     

タイバーツ 1,448 － △19 △19

合計 1,448 － △19 △19

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

区分 取引の種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

市場取引

以外の取引

為替予約取引     

売建     

タイバーツ 1,422 － △５ △５

インドネシアルピア 778 － △０ △０

合計 2,201 － △６ △６

 

(2)金利関連

前連結会計年度（2023年３月31日）

契約残高はありません。

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

契約残高はありません。
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２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1)通貨関連

前連結会計年度（2023年３月31日）

契約残高はありません。

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

契約残高はありません。

 

(2)金利関連

前連結会計年度（2023年３月31日）

ヘッジ会計の
方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップの特

例処理

金利スワップ取引 長期借入金 5,200 1,150 （注）

　変動受取・固定支払     

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

当連結会計年度（2024年３月31日）

ヘッジ会計の
方法

取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超

（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップの特

例処理

金利スワップ取引 長期借入金 8,850 7,640 （注）

　変動受取・固定支払     

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けております。国内連結子会社

は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度、退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に

際して割増退職金を支払う場合があります。

また一部の在外連結子会社においては、確定拠出型又は確定給付型の制度を設けております。

 

２．確定給付制度

(1)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日）

退職給付債務の期首残高 27,866百万円 24,090百万円

勤務費用 1,192  1,128

利息費用 86  82

数理計算上の差異の発生額 △403  △1,630

退職給付の支払額 △675  △1,048

過去勤務費用の発生額 △4,028  －

その他 51  103

退職給付債務の期末残高 24,090  22,726

(注)　一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を適用しています。

 

（2)年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日）

年金資産の期首残高 15,685百万円 15,586百万円

期待運用収益 49  58

数理計算上の差異の発生額 △410  1,452

事業主からの拠出額 701  661

退職給付の支払額 △446  △668

その他 5  86

年金資産の期末残高 15,586  17,177

(注)　一部の連結子会社は、簡便法を適用しています。

 

(3)退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に係

る資産の調整表

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2024年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 15,450百万円 14,666百万円

年金資産 △15,586  △17,177

 △135  △2,510

非積立型制度の退職給付債務 8,640  8,060

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 8,504  5,549

    

退職給付に係る負債 8,594  5,694

退職給付に係る資産 △90  △145

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 8,504  5,549

(注)　一部の連結子会社は、簡便法を適用しています。
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(4)退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日）

勤務費用 1,192百万円 1,128百万円

利息費用 86  82

期待運用収益 △49  △58

数理計算上の差異の費用処理額 180  96

過去勤務費用の費用処理額 △170  △295

その他 15  △39

確定給付制度に係る退職給付費用 1,256  914

(注)１．一部の連結子会社は、簡便法を適用しています。

 

(5)退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日）

過去勤務費用 3,777百万円 △295百万円

数理計算上の差異 166  3,173

合計 3,943  2,877

 

(6)退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2024年３月31日）

未認識過去勤務費用 △3,713百万円 △3,418百万円

未認識数理計算上の差異 △748  △3,921

合計 △4,462  △7,340

 

(7)年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2024年３月31日）

債券 69％  52％

株式 14％  24％

現金及び預金 4％  13％

その他 13％  11％

合計 100％  100％

 

②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成す

る多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

EDINET提出書類

新電元工業株式会社(E01887)

有価証券報告書

 85/119



(8)数理計算上の計算基礎に関する事項

期末における主要な数理計算上の計算基礎

 
前連結会計年度

（自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日）

 
 

当連結会計年度
（自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日）

割引率 主に　0.2％～0.3％  主に　0.3％～1.2％

長期期待運用収益率 主に　0.2％～0.3％  主に　0.2％～0.3％

予想昇給率 主に　2.1％～3.4％  主に　1.9％～3.4％

 

３．確定拠出制度

当社及び連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度163百万円、当連結会計年度172百万円であり

ました。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2024年３月31日）

(繰延税金資産)    

退職給付に係る負債 3,851百万円 3,425百万円

製品保証引当金 361  369

減価償却費 1,178  1,154

賞与引当金 301  263

棚卸資産評価損 469  519

減損損失 424  486

貸倒引当金 14  17

関係会社株式評価損 507  507

繰越欠損金（注）２ 1,246  1,336

その他 1,543  1,589

繰延税金資産小計 9,898  9,670

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（注）２ △1,246  △1,317

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △6,682  △7,966

評価性引当額小計（注）１ △7,929  △9,284

繰延税金資産合計 1,969  386

(繰延税金負債)    

その他有価証券評価差額金 △1,080  △2,872

資産除去債務 △187  △192

子会社・関連会社の留保利益 △1,088  △486

その他 △1,660  △270

繰延税金負債合計 △4,017  △3,823

繰延税金資産の純額（△は負債） △2,047  △3,436

 

（注）１．評価性引当額の当期変動額のうち主なものは、当社で計上しておりました評価性引当額が増加したことによ

るものであります。

２．税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

前連結会計年度（2023年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越

欠損金（※）
－ － － 1 － 1,246 1,246

評価性引当額 － － － 1 － 1,246 1,246

繰延税金資産 － － － － － 0 0

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。
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当連結会計年度（2024年３月31日）

 
１年以内

（百万円）

１年超

２年以内

（百万円）

２年超

３年以内

（百万円）

３年超

４年以内

（百万円）

４年超

５年以内

（百万円）

５年超

（百万円）

合計

（百万円）

税務上の繰越

欠損金（※）
－ － － － 1 1,335 1,336

評価性引当額 － － － － 1 1,316 1,317

繰延税金資産 － － － － 0 19 19

（※）税務上の繰越欠損金は、法定実効税率を乗じた額であります。

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（2023年３月31日）
 
 

当連結会計年度
（2024年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4％  1.0％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △5.5％  △27.2％

評価性引当額の増減 16.2％  78.5％

子会社配当消去 3.9％  26.7％

在外連結子会社税率差異 △7.3％  △22.0％

子会社・関連会社の留保利益 21.3％  △47.8％

棚卸未実現に関する税効果 △1.1％  13.6％

過年度法人税等 －  14.9％

持分法投資損益等 1.0％  44.2％

外国源泉税 3.7％  33.5％

その他 △3.6％  1.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 59.6％  147.3％

 

（企業結合等関係）

前連結会計年度（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2023年４月１日　至 2024年３月31日）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度末（2023年３月31日）

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

当連結会計年度末（2024年３月31日）

資産除去債務の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

前連結会計年度（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

賃貸等不動産の時価等については、重要性が乏しいため注記を省略しております。

 

当連結会計年度（自 2023年４月１日　至 2024年３月31日）

賃貸等不動産の時価等については、重要性が乏しいため注記を省略しております。
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（収益認識関係）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）
合計デバイス

事業
電装事業

エネルギー

システム事業
計

顧客の所在地       

日本 20,515 7,768 6,639 34,923 71 34,995

タイ王国 503 9,900 － 10,404 － 10,404

インドネシア共和国 56 13,140 － 13,196 － 13,196

ベトナム社会主義共和国 41 8,744 － 8,786 － 8,786

インド共和国 49 9,990 － 10,039 － 10,039

中華圏 8,155 2,000 － 10,156 25 10,181

その他アジア 6,117 5 － 6,123 16 6,139

その他の地域 1,793 5,433 － 7,227 37 7,264

顧客との契約から生じる収益 37,232 56,984 6,639 100,856 151 101,007

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 37,232 56,984 6,639 100,856 151 101,007

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソレノイド事業等を含んでおります。

 

当連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他

（注）
合計デバイス

事業
電装事業

エネルギー

システム事業
計

顧客の所在地       

日本 18,029 8,607 6,600 33,237 64 33,301

タイ王国 479 8,788 － 9,268 － 9,268

インドネシア共和国 59 14,307 － 14,366 － 14,366

ベトナム社会主義共和国 30 7,574 － 7,604 － 7,604

インド共和国 95 12,878 － 12,974 － 12,974

中華圏 5,939 3,363 － 9,303 14 9,318

その他アジア 5,690 2 － 5,693 17 5,710

その他の地域 1,917 7,758 － 9,675 39 9,715

顧客との契約から生じる収益 32,242 63,281 6,600 102,124 136 102,261

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 32,242 63,281 6,600 102,124 136 102,261

 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソレノイド事業等を含んでおります。

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関す

る事項 (5)重要な収益及び費用の計上基準」に記載の通りであります。
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３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末に

おいて存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

 

(１)契約負債の残高等

当社グループの契約負債については、残高に重要性が乏しく、重大な変動も発生していないため、記載を省略し

ております。また、過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から、当連結会計年度に認識した収益に

重要な金額はありません。

(２)残存履行義務に配分した取引価格

当社グループの残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想される契約期間が１年を超える重要な

契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、

取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。

当社グループは、各事業本部が取り扱う製品について、国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活

動を展開しております。

当社グループは、事業本部を基礎とした製品のセグメントから構成されており、「デバイス事業」、

「電装事業」、「エネルギーシステム事業」の３つを報告セグメントとしております。

「デバイス事業」は、ダイオード、サイリスタ、パワーMOSFET、パワーICおよびパワーモジュールなどを

生産しております。「電装事業」は、二輪車用電装品、四輪車用電装品および発電機用インバータなどを

生産しております。「エネルギーシステム事業」は通信機器用電源装置、EV/PHEV用充電器などを生産し

ております。

また、当連結会計年度より従来の報告セグメントの区分を変更しております。「エネルギーシステム事

業」は量的な重要性が増したため、報告セグメントといたしました。この変更に伴い従来の報告セグメン

トである「デバイス事業」、「電装事業」から「デバイス事業」、「電装事業」および「エネルギーシス

テム事業」の３つを報告セグメントとしております。

なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の区分方法に基づき記載しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であり、報告セグメントの利益は、営業利益をベースとした金額であります。ま

た、セグメント間の内部売上高又は振替高は、主に市場価格や製造原価に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

 

前連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

 
デバイス
事業

電装事業
エネルギー
システム事

業
計

売上高         

外部顧客への売上高 37,232 56,984 6,639 100,856 151 101,007 － 101,007

セグメント間の内部
売上高又は振替高

6,879 5 － 6,885 － 6,885 △6,885 －

計 44,112 56,989 6,639 107,741 151 107,892 △6,885 101,007

セグメント利益又は損
失（△）

2,944 5,281 △119 8,106 47 8,153 △4,532 3,621

セグメント資産 47,366 45,721 8,636 101,724 345 102,069 36,023 138,092

その他の項目         

減価償却費 3,131 2,160 237 5,530 － 5,530 184 5,714

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

2,596 2,007 178 4,782 － 4,782 141 4,924

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソレノイド事業等を含んで

おります。

２．調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失の調整額△4,532百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

(2) セグメント資産の調整額36,023百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産35,781百万円

及びその他の調整額241百万円であります。

(3) 減価償却費の調整額184百万円は、主に報告セグメントに帰属しない全社費用であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額141百万円は、主に報告セグメントに帰属しない全

社資産であります。

３．セグメント利益又は損失は、連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

       （単位：百万円）

 報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

連結
財務諸表
計上額
（注）３

 
デバイス
事業

電装事業
エネルギー
システム事

業
計

売上高         

外部顧客への売上高 32,242 63,281 6,600 102,124 136 102,261 － 102,261

セグメント間の内部
売上高又は振替高

7,387 2 － 7,389 － 7,389 △7,389 －

計 39,629 63,283 6,600 109,513 136 109,650 △7,389 102,261

セグメント利益又は損
失（△）

△1,193 7,020 △115 5,712 44 5,757 △4,478 1,278

セグメント資産 48,791 50,919 8,125 107,836 365 108,202 36,467 144,669

その他の項目         

減価償却費 2,957 2,206 196 5,361 － 5,361 166 5,528

有形固定資産及び無
形固定資産の増加額

3,019 1,309 125 4,454 － 4,454 136 4,591

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ソレノイド事業等を含んで

おります。

２．調整額は以下のとおりであります。

(1) セグメント利益又は損失の調整額△4,478百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用

が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費等であります。

(2) セグメント資産の調整額36,467百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産36,445百万円

及びその他の調整額21百万円であります。

(3) 減価償却費の調整額166百万円は、主に報告セグメントに帰属しない全社費用であります。

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額136百万円は、主に報告セグメントに帰属しない全

社資産であります。

３．セグメント利益又は損失は、連結損益及び包括利益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本

インド

ネシア

共和国

中華圏 タイ王国
インド

共和国

ベトナム

社会主義

共和国

その他

アジア

その他

の地域
合計

34,995 13,196 10,181 10,404 10,039 8,786 6,139 7,264 101,007

（注）売上高は顧客の所在地等を基礎とし、国または地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 インド共和国 タイ王国 その他アジア その他の地域 合計

25,835 2,921 2,993 3,767 35 35,553

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名

ピー・ティ・アストラホンダモーター 11,425 電装事業

 

当連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

（単位：百万円）

日本

インド

ネシア

共和国

中華圏 タイ王国
インド

共和国

ベトナム

社会主義

共和国

その他

アジア

その他

の地域
合計

33,301 14,366 9,318 9,268 12,974 7,604 5,710 9,715 102,261

（注）売上高は顧客の所在地等を基礎とし、国または地域に分類しております。

 

(2）有形固定資産

（単位：百万円）

日本 インド共和国 タイ王国 その他アジア その他の地域 合計

25,125 3,088 2,880 3,974 52 35,121

 

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名

ピー・ティ・アストラホンダモーター 12,082 電装事業
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　　　　【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

（単位：百万円）

 
デバイス

事業
電装事業

エネルギー

システム事業
その他 全社・消去 合計

減損損失 － － － － 320 320

 

当連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

（単位：百万円）

 
デバイス

事業
電装事業

エネルギー

システム事業
その他 全社・消去 合計

減損損失 － 43 － － 107 151

 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

該当事項はありません。

 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自 2022年４月１日 至 2023年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自 2023年４月１日 至 2024年３月31日）

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社の非連結子会社及び関連会社等

 

前連結会計年度（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）

種類
会社等の名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

関連
会社

ナピーノ・
オート・アンド・
エレクトロニクス
・リミテッド

インド
ハリヤナ
州

百万
インドルピー

19
電装事業

（所有）
直接　22.57

当社製品の
販売等

当社製品の
販売等

448
受取手
形及び
売掛金

181

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

取引条件については、両者協議により決定しております。

 

当連結会計年度（自 2023年４月１日　至 2024年３月31日）

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

当連結会計年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

１株当たり純資産額 6,066.34円 6,876.60円

１株当たり当期純利益又は１株当たり当

期純損失（△）
159.56 △69.08

（注）１．前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純損失については、１株当たり当期純損失

であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

当連結会計年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益又は親

会社株主に帰属する当期純損失（△）

（百万円）

1,644 △712

普通株主に帰属しない金額

（百万円）
－ －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益又は親会社株主に帰属する当期

純損失（△）（百万円）

1,644 △712

期中平均株式数（千株） 10,308 10,311

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】
 

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率 担保 償還期限

提出会社

第17回無担保社債
2016年

９月30日

25

(25)
－

年

0.230％
なし

2018年９月30日

から

2023年６月30日

第19回無担保社債
2016年

９月30日

75

(75)
－

年

0.140％
〃

2018年12月31日

から

2023年６月30日

第20回無担保社債
2017年

９月25日

200

(200)
－

年

0.051％
〃

2019年９月30日

から

2024年３月29日

第21回無担保社債
2017年

９月25日

300

(200)

100

(100)

年

0.059％
〃

2019年12月31日

から

2024年６月28日

第22回無担保社債
2017年

９月29日

125

(100)

25

(25)

年

0.250％
〃

2019年９月30日

から

2024年６月28日

第23回無担保社債
2018年

９月20日

225

(100)

125

(100)

年

0.330％
〃

2020年９月30日

から

2025年６月30日

第24回無担保社債
2018年

９月21日

400

(200)

200

(200)

年

0.072％
〃

2020年９月30日

から

2025年３月31日

第25回無担保社債
2018年

９月21日

500

(200)

300

(200)

年

0.082％
〃

2020年12月31日

から

2025年６月30日

第26回無担保社債
2021年

３月25日

2,000

(400)

1,600

(400)

年

0.370％
〃

2023年９月30日

から

2028年３月24日

合計 － －

3,850

(1,500)

2,350

(1,025)
－ － －

（注）１．期首及び期末残高の欄（内書）は１年内償還予定の金額であります。

２．連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額は次のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

1,025 525 400 400 －
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 5,895 6,355 0.6 －

１年以内に返済予定のリース債務 375 445 － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 26,780 29,225 0.8
2025年６月30日から

2031年９月30日

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） 629 527 －
2025年４月25日から

2045年12月29日

計 33,679 36,553 － －

（注）１．「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２. リース債務の平均利率については、連結子会社がリース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額で

リース債務を連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの

返済予定額の総額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 7,260 6,725 6,250 4,030

リース債務 206 92 46 35

 

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規

定により記載を省略しております。
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（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 24,455 49,602 76,038 102,261

税金等調整前四半期（当期）純

利益
(百万円) 523 377 1,034 1,506

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純損失（△）
(百万円) △468 △958 △819 △712

１株当たり四半期（当期）純損

失（△）
(円) △45.48 △92.95 △79.49 △69.08

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）

(円) △45.48 △47.47 13.45 10.41
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 15,106 13,133

受取手形 37 7

電子記録債権 1,847 1,793

売掛金 ※１ 19,311 ※１ 17,814

商品及び製品 6,818 7,586

半製品 865 827

原材料及び貯蔵品 7,193 8,930

仕掛品 908 951

前払費用 153 120

関係会社短期貸付金 7,761 1,470

未収入金 ※１ 4,387 ※１ 5,128

未収消費税等 4,215 4,294

その他 ※１ 21 ※１ 26

貸倒引当金 △3 △5

流動資産合計 68,625 62,079

固定資産   

有形固定資産   

建物 11,289 10,708

構築物 626 570

機械及び装置 1,057 1,088

車両運搬具 1 0

工具、器具及び備品 617 641

土地 1,165 1,022

リース資産 319 234

建設仮勘定 675 302

有形固定資産合計 15,752 14,568

無形固定資産   

電話加入権 18 18

ソフトウエア 497 486

リース資産 2 －

その他 31 7

無形固定資産合計 550 511

投資その他の資産   

投資有価証券 11,362 16,944

関係会社株式 9,532 9,336

出資金 0 0

関係会社出資金 1,688 1,688

関係会社長期貸付金 － 6,493

従業員に対する長期貸付金 5 49

長期前払費用 14 0

その他 435 428

貸倒引当金 △41 △41

投資その他の資産合計 22,998 34,899

固定資産合計 39,300 49,979

資産合計 107,926 112,058
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(2023年３月31日)
当事業年度

(2024年３月31日)

負債の部   

流動負債   

電子記録債務 3,228 1,802

買掛金 ※１ 7,638 ※１ 7,802

短期借入金 5,895 6,355

１年内償還予定の社債 1,500 1,025

未払金 ※１ 1,525 ※１ 1,513

未払法人税等 49 132

未払費用 256 308

預り金 ※１ 4,124 ※１ 4,397

賞与引当金 501 423

資産除去債務 80 －

リース債務 120 120

その他 680 408

流動負債合計 25,600 24,289

固定負債   

社債 2,350 1,325

長期借入金 26,780 29,225

退職給付引当金 8,709 8,524

製品保証引当金 1,180 1,207

資産除去債務 687 691

繰延税金負債 213 2,959

リース債務 245 148

固定負債合計 40,166 44,082

負債合計 65,766 68,371

純資産の部   

株主資本   

資本金 17,823 17,823

資本剰余金   

資本準備金 6,031 6,031

その他資本剰余金 1,702 1,700

資本剰余金合計 7,733 7,732

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 14,153 11,601

利益剰余金合計 14,153 11,601

自己株式 △109 △95

株主資本合計 39,600 37,061

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2,558 6,626

評価・換算差額等合計 2,558 6,626

純資産合計 42,159 43,687

負債純資産合計 107,926 112,058
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　2022年４月１日
　至　2023年３月31日)

当事業年度
(自　2023年４月１日
　至　2024年３月31日)

売上高 ※１ 81,793 ※１ 80,574

売上原価 ※１ 72,594 ※１ 75,010

売上総利益 9,199 5,563

販売費及び一般管理費 ※２ 9,831 ※２ 9,471

営業損失（△） △631 △3,907

営業外収益   

受取利息及び受取配当金 ※１ 1,011 ※１ 1,877

雑収入 ※１ 1,628 ※１ 1,247

営業外収益合計 2,640 3,124

営業外費用   

支払利息 ※１ 257 ※１ 292

雑損失 ※１ 427 ※１ 541

営業外費用合計 684 834

経常利益又は経常損失（△） 1,324 △1,617

特別利益   

関係会社株式売却益 ※１ 145 ※１ 1,948

投資有価証券売却益 65 294

特別利益合計 211 2,242

特別損失   

減損損失 320 151

関係会社支援損 ※１ 227 ※１ 129

関係会社株式評価損 87 －

特別損失合計 634 280

税引前当期純利益 901 344

法人税、住民税及び事業税 261 526

過年度法人税等 － 76

法人税等調整額 331 953

法人税等合計 593 1,555

当期純利益又は当期純損失（△） 307 △1,211
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

         (単位：百万円)

 株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・
換算差額
等合計

 
資本
準備金

その他
資本剰
余金

資本
剰余金
合計

その他
利益剰
余金

利益
剰余金
合計

 
繰越
利益剰
余金

当期首残高 17,823 6,031 1,702 7,733 14,875 14,875 △117 40,315 2,396 2,396 42,712

当期変動額            

剰余金の配当     △1,030 △1,030  △1,030   △1,030

当期純利益     307 307  307   307

自己株式の取得       △1 △1   △1

自己株式の処分   △0 △0   9 9   9

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        162 162 162

当期変動額合計 － － △0 △0 △722 △722 7 △715 162 162 △552

当期末残高 17,823 6,031 1,702 7,733 14,153 14,153 △109 39,600 2,558 2,558 42,159

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

         (単位：百万円)

 株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

評価・
換算差額
等合計

 
資本
準備金

その他
資本剰
余金

資本
剰余金
合計

その他
利益剰
余金

利益
剰余金
合計

 
繰越
利益剰
余金

当期首残高 17,823 6,031 1,702 7,733 14,153 14,153 △109 39,600 2,558 2,558 42,159

当期変動額            

剰余金の配当     △1,340 △1,340  △1,340   △1,340

当期純損失（△）     △1,211 △1,211  △1,211   △1,211

自己株式の取得       △0 △0   △0

自己株式の処分   △1 △1   14 12   12

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

        4,067 4,067 4,067

当期変動額合計 － － △1 △1 △2,551 △2,551 13 △2,539 4,067 4,067 1,528

当期末残高 17,823 6,031 1,700 7,732 11,601 11,601 △95 37,061 6,626 6,626 43,687
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1)満期保有目的の債券

　　 原価法

(2)子会社株式及び関連会社株式

　　 移動平均法による原価法

(3)その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　時価法 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法

 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法

デリバティブ

　時価法

 

３．棚卸資産の評価基準及び評価方法

(1)原材料

　　 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

(2)製品、仕掛品

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法により算定）

ただし、エネルギーシステム部門の一部は個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り

下げの方法により算定）

 

４．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

ただし、朝霞事業所に係る有形固定資産は、定額法を採用しております。また耐用年数は法人税法に規定する

耐用年数を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　３～50年

機械装置　４～10年

(2)無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。

(3)リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しております。

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。

 

６．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

(2)賞与引当金

従業員への賞与の支払に備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上

しております。

(3)退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。
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過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による定額法により費用処理

しております。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(13年)による定額法に

より按分した額を、それぞれ発生の翌期から費用処理することとしております。

(4)製品保証引当金

販売した製品に係る修理・交換作業費用等の発生に備えるため、当該費用の発生額を個別に見積もって計上して

おります。

 

７．収益及び費用の計上基準

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務の充足す

る通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

当社は主にデバイス事業で半導体製品、電装事業で電装製品、エネルギーシステム事業で電源製品を製造・販売

し、ソレノイド事業でソレノイド製品を販売しております。

製品を顧客に供給することを履行義務として識別しており、顧客が製品に対する支配を獲得する引渡時点で履行

義務が充足されると判断し、収益を認識しております。なお、国内の販売においては出荷時から当該製品の支配が

顧客に移転されるまでの期間が通常期間であるため出荷時に収益を認識しております。

本人と代理人の区分については、製品提供の主たる責任、提供前の在庫リスク、価格設定における裁量権等を考

慮して判断しております。その結果、当社が当事者として取引を行っている場合には、顧客から受け取る対価の総

額で収益を認識しておりますが、代理人取引に該当する場合は、当該対価の総額から第三者に対する支払額を差し

引いた純額で収益を認識しております。

顧客との契約に係る対価は、通常、短期のうちに受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。値引き、

返品、販売促進の目的で顧客に支払う費用の一部については、顧客との契約に係る対価から控除して収益を認識し

ております。なお、重要な変動対価はありません。

 

８．ヘッジ会計の方法

(1)ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用しております。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段………金利スワップ取引

ヘッジ対象………借入金の利息

(3)ヘッジ方針

有利子負債の将来の市場金利の変動による損失を軽減する目的で金利スワップ取引を利用しており、投機目的の

取引は行わない方針であります。

(4)ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理を採用しているため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

 

９．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれ

らの会計処理の方法と異なっております。
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（重要な会計上の見積り）

前事業年度（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日）

１．繰延税金資産の回収可能性

(1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

繰延税金資産（繰延税金負債相殺前）1,050百万円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項（重要な会計上の見積り） １．繰延

税金資産の回収可能性」と同一の内容であります。

 

当事業年度（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日）

１．繰延税金資産の回収可能性

(1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

繰延税金資産（繰延税金負債相殺前）102百万円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項（重要な会計上の見積り） １．繰延

税金資産の回収可能性」と同一の内容であります。

 

２．関係会社貸付金の回収可能性

(1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

エネルギーシステム事業の製造拠点である新電元スリーイー株式会社に対する関係会社貸付金970百万円につ

いて、エネルギーシステム事業が継続的に営業損失を計上しており、同社の財政状態も悪化している状況を踏

まえて、同社の事業から獲得すると見込まれる将来キャッシュ・フロー及び財務内容を総合的に勘案した結

果、回収可能と判断して貸倒引当金を計上しておりません。

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

関係会社貸付金の評価は、各関係会社が事業から獲得すると見込まれる将来キャッシュ・フロー及び財務内

容を総合的に勘案して回収可能性を評価し、回収不能見込額については貸倒引当金を計上する方針でありま

す。同社の事業から獲得すると見込まれる将来キャッシュ・フローは、策定した事業計画に基づくキャッ

シュ・フローを基礎として見積り、不動産鑑定評価額に基づく正味売却価額も加味したうえで回収可能性を評

価しておりますが、その前提としての販売数量は、過去からの需要動向の推移や市場予測等を勘案した仮定に

基づいております。当該見積りは、財務諸表作成時点において入手可能な情報に基づいているものの、見積り

に用いた仮定は不確実性を伴い、今後の経済情勢や受注環境の変化等によって見積りの前提とした条件や仮定

に変更が生じた場合には、翌事業年度の財務諸表に重要な影響を与える可能性があります。

 

３．固定資産の減損

(1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

エネルギーシステム事業の資産グループ（固定資産の帳簿価額130百万円）について、継続的に営業損失を計

上していることから減損の兆候があると判断しましたが、減損損失の認識の判定において、当該資産グループ

から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額がその帳簿価額を上回っていたことから、減損損失を認識

しておりません。

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項（重要な会計上の見積り） ２．固定

資産の減損」と同一の内容であります。

 

４．製品保証引当金

(1)当事業年度の財務諸表に計上した金額

製品保証引当金1,207百万円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 （１）連結財務諸表 注記事項（重要な会計上の見積り） ３．製品

保証引当金」と同一の内容であります。
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（貸借対照表関係）

※１．区分掲記した以外で関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は、次のとおりであります。

 
 

前事業年度
（2023年３月31日）

当事業年度
（2024年３月31日）

短期金銭債権 13,332百万円 13,305百万円

短期金銭債務 10,565 11,095

 

２．次の相手先の借入に対し支払保証を行っております。

 
前事業年度

（2023年３月31日）
当事業年度

（2024年３月31日）

従業員住宅資金借入口  6百万円  3百万円

 

 

（損益計算書関係）

※１．関係会社との主な取引高は、次のとおりであります。

前事業年度
（自 2022年４月１日
至 2023年３月31日）

当事業年度
（自 2023年４月１日
至 2024年３月31日）

営業取引による取引高    

売上高 40,874百万円  37,676百万円

仕入高 51,112  52,749

営業取引以外の取引による取引高 3,645  4,152

 

※２．販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度41％、当事業年度

40％、一般管理費に属する費用のおおよその割合は前事業年度59％、当事業年度60％であります。また、

主要な費目及びその金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 2022年４月１日
　　至 2023年３月31日）

当事業年度
（自 2023年４月１日

　　至 2024年３月31日）

運搬費 1,967百万円 1,576百万円

給料 1,954 2,077

賞与引当金繰入額 144 121

退職給付費用 184 109

賃借料 147 142

研究開発費 2,248 2,108

 

（有価証券関係）

前事業年度（2023年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
当事業年度

（百万円）

子会社株式 9,288

関連会社株式 243

 

当事業年度（2024年３月31日）

市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

区分
当事業年度

（百万円）

子会社株式 9,288

関連会社株式 47
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2023年３月31日）
 
 

当事業年度
（2024年３月31日）

(繰延税金資産)    

貸倒引当金 13百万円 14百万円

賞与引当金 153  129

退職給付引当金 2,666  2,610

製品保証引当金 361  369

棚卸資産評価損 394  426

減価償却費 685  775

減損損失 344  388

関係会社株式評価損 507  507

繰越欠損金 655  666

その他 1,169  1,443

繰延税金資産小計 6,953  7,331

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △655  △666

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △5,247  △6,563

評価性引当額小計 △5,903  △7,229

繰延税金資産合計 1,050  102

(繰延税金負債)    

その他有価証券評価差額金 △1,080  △2,872

その他 △183  △189

繰延税金負債合計 △1,263  △3,061

繰延税金資産の純額 △213  △2,959

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主

要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2023年３月31日）
 
 

当事業年度
（2024年３月31日）

法定実効税率 30.6％  30.6％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 10.0％  16.7％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △24.8％  △119.0％

評価性引当額の増減 47.1％  349.7％

外国源泉税 17.0％  146.3％

税額控除による影響 △17.3％  －

過年度法人税等 －  26.0％

その他 3.3％  1.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 65.8％  451.4％

 

 

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結財務諸表「注記事項（収益認識関

係）」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定

資産
建物  21,704  1  91  582  21,615  10,906

 

構築物  1,761  -  7  56  1,753  1,183

機械及び装置  7,090  342  208  295  7,224  6,135

車両運搬具  7  -  -  1  7  7

工具、器具

及び備品
 4,387  265  113  232  4,538  3,897

土地  1,165  -
 142

(142)
 -  1,022  -

リース資産  547  23  26  107  544  309

建設仮勘定  675  795
 1,168

(8)
 -  302  -

計  37,340  1,427
 1,759

(151)
 1,275  37,008  22,440

無形固定

資産
電話加入権  18  -  -  -  18  -

 

ソフトウエア  2,381  159  1,310  171  1,230  744

リース資産  21  -  21  2  -  -

その他  32  20  44  0  8  1

計  2,453  180  1,376  174  1,257  746

（注）１．「当期減少額」欄の（）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

２．当期増加額及び当期減少額の主なものは、次のとおりであります。

・建設仮勘定の当期増加額の主なものは、電子デバイス製造設備の421百万円であります。

・建設仮勘定の当期減少額の主なものは、電装製造設備の719百万円であります。

３．当期首残高及び当期末残高は、取得価額により記載しております。

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 44 1 － 46

賞与引当金 501 423 501 423

製品保証引当金 1,180 250 222 1,207

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所

（特別口座）

東京都府中市日鋼町１－１

　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 ―――――――

買取り・買増し手数料 無料

公告掲載方法

電子公告とする。

公告記載URL　　https://www.shindengen.co.jp/ir/

（ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告が

できない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。）

株主に対する特典 なし

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定に

よる請求をする権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

ならびに単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

（１）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第100期）（自 2022年４月１日　至 2023年３月31日）2023年６月30日関東財務局長に提出

（２）内部統制報告書及びその添付書類

2023年６月30日関東財務局長に提出

（３）四半期報告書及び確認書

（第101期第１四半期）（自 2023年４月１日　至 2023年６月30日）2023年８月10日関東財務局長に提出

（第101期第２四半期）（自 2023年７月１日　至 2023年９月30日）2023年11月10日関東財務局長に提出

（第101期第３四半期）（自 2023年10月１日　至 2023年12月31日）2024年２月13日関東財務局長に提出

（４）臨時報告書
　　2023年７月３日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨
時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

2024年６月27日

新電元工業株式会社  

 

取 締 役 会　御 中

 

　　　 EY新日本有限責任監査法人

　　　　　　　　　　　　　　　 東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 立石 康人

 

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山川 幸康

 

＜連結財務諸表監査＞
監査意見
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「経理の状況」に掲げられている新電元工業株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日
までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益及び包括利益計
算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、新電元工業株式会社及び連結子会社の2024年３月31日現在の財政状
態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、
全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
 

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し
ている。
 

監査上の主要な検討事項

　監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が
職業的専門家として特に重要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連
結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対応した事項であり、
当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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エネルギーシステム事業に係る固定資産の減損

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由
監査上の対応

　注記事項（重要な会計上の見積り）に記載され

ているとおり、会社は、エネルギーシステム事業

の資産グループについて、継続的に営業損失を計

上していることから減損の兆候があると判断した

が、減損損失の認識の判定において、当該資産グ

ループから得られる割引前将来キャッシュ・フ

ローの総額がその帳簿価額を上回っていたことか

ら減損損失を認識していない。

当連結会計年度末の当該資産グループの固定資

産は1,200百万円であり、連結貸借対照表におけ

る資産合計の1％、有形固定資産及び無形固定資

産合計の3％をそれぞれ占めている。

会社は、当該資産グループから得られる割引前

将来キャッシュ・フローを主要な資産の経済的残

存使用年数にわたって、取締役会によって承認さ

れた翌連結会計年度の事業計画を基礎とし、不動

産鑑定評価額に基づく正味売却価額も加味したう

えで見積っている。

事業計画の前提となる主要な仮定である販売数

量については、過去からの需要動向の推移や市場

予測等を勘案して見積られている。

割引前将来キャッシュ・フローの見積期間は長

期となり、上記の主要な仮定は不確実性を伴い経

営者による判断を必要とする。また、不動産鑑定

評価額の前提条件や採用した評価手法の決定には

専門性を必要とする。

以上より、当監査法人は、エネルギーシステム

事業の固定資産に係る減損損失の認識の判定にお

ける割引前将来キャッシュ・フローの総額の見積

りが、当連結会計年度の連結財務諸表監査におい

て特に重要であり、当監査法人の監査上の主要な

検討事項であると判断した。

　当監査法人は、エネルギーシステム事業の固定

資産に係る減損損失の認識の判定における割引前

将来キャッシュ・フローの総額の見積りについ

て、主として以下の監査手続を実施した。

・割引前将来キャッシュ・フローの見積期間につ

いて、主要な資産の経済的残存使用年数と比較

した。

・割引前将来キャッシュ・フローについては、取

締役会によって承認された事業計画との整合性

を検討した。

・経営者の見積りプロセスの有効性を評価するた

めに、過年度における事業計画とその後の実績

を比較した。

・事業計画の前提となる主要な仮定である販売数

量については、市場予測に関する利用可能な外

部データや顧客企業の受注データとの比較及び

過去実績からの趨勢分析を実施し、事業計画の

見積りの不確実性に関する経営者の評価につい

て検討した。

・不動産鑑定評価額については、会社が利用した

不動産鑑定評価書において採用された評価手法

及び評価の前提条件を検討するため、当監査法

人のネットワーク・ファームの専門家を関与さ

せた。
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新電元工業株式会社の繰延税金資産の回収可能性

 

監査上の主要な検討事項の
内容及び決定理由

 

監査上の対応

　注記事項（重要な会計上の見積り）、（税効果

会計関係）に記載されているとおり、当連結会計

年度末の繰延税金資産(繰延税金負債相殺前)は

386百万円である。このうち、新電元工業株式会

社の繰延税金資産(繰延税金負債相殺前)は102百

万円であり、将来減算一時差異及び税務上の繰越

欠損金に係る繰延税金資産の総額7,331百万円か

ら評価性引当額7,229百万円を控除している。

　新電元工業株式会社は、将来の事業計画から予

測される課税所得の見積りに基づいて、将来減算

一時差異及び税務上の繰越欠損金のうち将来の税

金負担額を軽減する効果を有すると判断したもの

について、繰延税金資産を計上している。

　課税所得の見積りは、取締役会によって承認さ

れた翌連結会計年度の事業計画を基礎として行わ

れており、事業計画の前提となる主要な仮定であ

る販売数量及び原材料価格については、過去から

の需要動向の推移や市場予測、市場価格等を勘案

して見積られている。

　上記の主要な仮定である販売数量や原材料価格

は、顧客企業の需要変動や原材料の需給変動等の

会社を取り巻く環境に影響を受けるため、不確実

性を伴い経営者による判断を必要とする。

以上より、当監査法人は、新電元工業株式会社

の繰延税金資産の回収可能性が、当連結会計年度

の連結財務諸表監査において特に重要であり、当

監査法人の監査上の主要な検討事項であると判断

した。

当監査法人は、新電元工業株式会社の繰延税金

資産の回収可能性について、主として以下の監査

手続を実施した。

・課税所得の見積りについて、取締役会によって

承認された事業計画との整合性を検討した。

・経営者の見積りプロセスの有効性を評価するた

めに、過年度における事業計画とその後の実績

を比較した。

・事業計画の前提となる主要な仮定である販売数

量については、市場予測に関する利用可能な外

部データや顧客企業の受注データとの比較及び

過去実績からの趨勢分析を実施し、事業計画の

見積りの不確実性に関する経営者の評価につい

て検討した。

・事業計画の前提となる主要な仮定である原材料

価格については、市場価格に関する利用可能な

外部データとの比較及び過去実績からの趨勢分

析を実施し、事業計画の見積りの不確実性に関

する経営者の評価について検討した。

 

その他の記載内容

　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表
並びにこれらの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程
において、その他の記載内容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間
に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記
載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

 

連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
　連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
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業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の
執行を監視することにある。
 

連結財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又

は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又
は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関す
る重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財務諸表の注記事項に注
意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場
合は、連結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の
結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の
表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。

・　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する
十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督
及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の

監査で特に重要であると判断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書にお
いて記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場合や、極めて限定
的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回る
と合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載
しない。

 

＜内部統制監査＞
監査意見
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、
新電元工業株式会社の2024年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。
　当監査法人は、新電元工業株式会社が2024年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有
効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる
財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果につ
いて、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監
査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における
当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法
人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立してお
り、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正
妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し
適正に表示することにある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証
することにある。
　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見する
ことができない可能性がある。
 

内部統制監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立
場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の
基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保
持して以下を実施する。
・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手す
るための監査手続を実施する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報
告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。

・　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記
載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討する。

・　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監
査証拠を入手する。監査人は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関し
て責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、
内部統制監査の実施結果、識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び
内部統制の監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関
する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
 

＜報酬関連情報＞
　当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、会社及び子会社の
監査証明業務に基づく報酬及び非監査業務に基づく報酬の額は、「提出会社の状況」に含ま
れるコーポレート・ガバナンスの状況等（３）【監査の状況】に記載されている。
 

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　上
 

（※）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

2024年６月27日

新電元工業株式会社  
 

取 締 役 会　御 中

 

　　　 EY新日本有限責任監査法人

　　　　　　　　　　　　　　　 東京事務所
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 立石 康人

 

 指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山川 幸康

 

＜財務諸表監査＞
監査意見
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、

「経理の状況」に掲げられている新電元工業株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日
までの第101期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、新電元工業株式会社の2024年３月31日現在の財政状態及び同日をもって
終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。
 

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」
に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社か
ら独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査上の主要な検討事項
　監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専
門家として特に重要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全
体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成において対応した事項であり、当監査法人
は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。
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新電元スリーイー株式会社に対する貸付金の回収可能性

監査上の主要な検討事項の

内容及び決定理由
監査上の対応

　注記事項（重要な会計上の見積り）に記載され

ているとおり、会社は、エネルギーシステム事業

の製造拠点である新電元スリーイー株式会社に対

する貸付金970百万円について、エネルギーシス

テム事業が継続的に営業損失を計上しており、同

社の財政状態も悪化している状況を踏まえて、同

社の事業から獲得すると見込まれる将来キャッ

シュ・フロー及び財務内容を総合的に勘案した結

果、回収可能と判断して貸倒引当金を計上してい

ない。

会社は、同社の事業から獲得すると見込まれる

将来キャッシュ・フローを、策定した事業計画に

基づくキャッシュ・フローを基礎として見積り、

不動産鑑定評価額に基づく正味売却価額も加味し

たうえで回収可能性を評価している。

事業計画の前提となる主要な仮定である販売数

量については、過去からの需要動向の推移や市場

予測等を勘案して見積られている。

将来キャッシュ・フローの見積期間は長期とな

り、上記の主要な仮定は不確実性を伴い経営者に

よる判断を必要とする。また、不動産鑑定評価額

の前提条件や採用した評価手法の決定には専門性

を必要とする。

以上より、当監査法人は、新電元スリーイー株

式会社に対する貸付金の回収可能性の判定におけ

る将来キャッシュ・フローの見積りが、当事業年

度の財務諸表監査において特に重要であり、当監

査法人の監査上の主要な検討事項であると判断し

た。

　当監査法人は、新電元スリーイー株式会社に対

する貸付金の回収可能性について、同社の事業か

ら獲得すると見込まれる将来キャッシュ・フロー

を、策定した事業計画に基づくキャッシュ・フ

ローを基礎として見積り、不動産鑑定評価額に基

づく正味売却価額も加味したうえで回収可能性を

評価しているかどうか検討した。

当該将来キャッシュ・フローの見積りに係る監

査上の対応は、連結財務諸表の監査報告書に記載

されている「エネルギーシステム事業に係る固定

資産の減損」に記載の監査上の対応と実質的に同

一の内容であることから、具体的な記載を省略す

る。

 

繰延税金資産の回収可能性

　連結財務諸表の監査報告書に記載されている監査上の主要な検討事項（新電元工業株式会社
の繰延税金資産の回収可能性）と同一内容であるため、記載を省略している。

 

その他の記載内容
　その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表
並びにこれらの監査報告書以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセ
スの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、
当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な
相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に
重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した
場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表
示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責
任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の

執行を監視することにある。
 

財務諸表監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤

謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において
独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬に
より発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を
与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示
リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断
による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた
会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状
況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起
すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸
表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告
書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構
成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実

施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で
求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関

する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準
にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特

に重要であると判断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載
する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止されている場合や、極めて限定的ではあ
るが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回ると合理的
に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

 

＜報酬関連情報＞
　報酬関連情報は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている。

 

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上

 

（※）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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